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エッセイ

大災害・コロナ ･戦争
五百旗頭真

　いちばん多くの犠牲をもたらす災害は何か．
　記録される範囲では，関東大震災の 10 万 5 千の
死者が最大である．そのうち 9万は火災による．日
本では火災が最も重大な災害であり，明暦の江戸大
火（1657 年）も東京大空襲（1945 年 3 月）も約 10
万の犠牲とされている．
　火災についで多くの犠牲を強いる災害は津波であ
り，明治三陸津波（1896 年）も，10 年前の東日本
大震災も，約 2万 2千の命を奪った．前者は，夕食
後の夜の時間帯で気がつかなかった人も多かった程
度の微少な地震であったのに，大津波が襲来し，海
辺のまちを根こそぎ壊し，人々を殺した．L2 の超
巨大地震津波である東日本大震災と同規模の犠牲と
なったのである．
　最大の内陸地震は，M8の濃尾地震（1891 年）で
あり，死者は 7,273 名だった．しかし飛騨を中心に
日本海沿岸・琵琶湖畔・太平洋岸にわたり大被害を
出した天正地震（1586 年）は，濃尾地震を上回る
同時多発地震であった公算が高い．正確な記録が残
される時代に限れば，阪神・淡路大震災の 6,434 名
（1995 年），福井地震の 3,728 名（1948 年）が続く．
　台風や集中豪雨など風水害の最大は，5千名を超
える犠牲を出した伊勢湾台風（1959 年）である．
その後，日本の家とまちが強くなったこともあり風
水害は低減していたが，21 世紀に入り地球温暖化
の影響もあり，線状降水帯など強烈な水害が増えて
いる．それでも千名を超える犠牲は今のところ見ら
れないが，今後はさらに巨大化する危険がある．
　さて，今日のコロナ禍による日本の死者は 9千名に近づいており，それは
内陸部大地震を上回り，大津波の犠牲者に迫る勢いである．百年前のスペイ
ン・インフルエンザ時の日本の死者は，内務省発表によると 38 万 8 千名で
あり，あらゆる大災害を上回った．全世界の死者は，第一次大戦中の国家機
密であったため不確かであるが，4千万人程度かといわれる．第二波で猛毒
化したウイルスに感染した若者が 2～3日で死に至る事態であった．今，ワ
クチンが社会的に効くまで，変異強毒化させないよう耐えることができるだ
ろうか．
　これら諸惨禍を上回るのが，人為の災害・戦争であり，310 万の日本人が
第二次大戦で犠牲となった．米中対立が第三次大戦に帰結することをなんと
しても防がねばなるまい．
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1． は じ め に

　わが国の観測史上最大の地震である，2011 年
東北地方太平洋沖地震（M9.0；以後「東北沖地
震」と呼ぶ）が発生してから 10 年が経過した．
　この地震は地震学者─特に地震予知研究を行っ
ていた研究者─に大きな衝撃を与えた．なぜなら
当時，地震のポテンシャル評価や確率的評価はあ
る程度可能であるとの認識が研究者の中でも広
まっていたが，東北地方で M9 の地震が発生しう
るとはだれも考えていなかったからである． 
　なぜ，われわれは東北で M9 の地震が発生する
とは思わなかったのか，この地震によってわれわ
れが学んだことは何なのか，この 10 年間に地球
科学的に明らかになった成果をもとに，振り返っ
てみることにする．

2． 東北沖地震が理学者に与えた衝撃

2．1　東北沖で M9 の地震が起こりうる
　日本海溝沿いの東北沖の領域は普段の地震活動
が日本でいちばん活発であり，一方，南海トラフ
沿いの駿河湾から四国沖にかけての領域は普段は
地震活動が低調である．これは，日本海溝沿いで
はプレート境界の固着が弱いために地震活動が活
発だが大きな地震は起こせず，一方，南海トラフ
沿いは固着が強いために普段の地震活動は低調だ
が 150～200 年に一度，巨大地震が発生するから
だと考えられていた．
　海洋プレートと陸のプレートが衝突すると，海
水で冷やされた海洋プレートのほうが相対的に重
いので，海洋プレートが陸のプレートの下に潜り

込むのが普通であると考えられている．Kana-
mori（1977）は，この考え方をさらに進めて，
沈み込み帯の地域性は，主として沈み込む海洋プ
レートの年齢によると提唱した．つまり，チリや
アラスカのように若いプレートが沈み込むところ
では，海洋プレートがまだそれほど冷やされてお
らず，軽いために浮力が働いてプレート境界を下
側から強く押し付ける．これによりプレート境界
の固着が強くなるので巨大な地震を起こせると彼
は考えたのである．一方，マリアナのような年老
いたプレートが潜り込んでいる場所では，海洋プ
レートが冷たくて重いために簡単に沈み込んでし
まうので，大きなプレート境界型地震は起こせな
い．
　南海トラフから沈み込むフィリピン海プレート
は非常に若く，一方，日本海溝に沈み込む太平洋
プレートは 1 億年程度の年老いたプレートなの
で，Kanamori の説は，日本付近のプレート境界
型地震の地域性をもよく説明できるようにみえ
た．また，日本海溝は海溝軸で堆積物がほとんど
溜まらない「造構性侵食型」の沈み込み帯の典型
であり，南海トラフは堆積物がトラフで次つぎと
付加していく「付加型」の沈み込み帯の典型であ
ることも，前者でプレート境界の固着が弱く，後
者で強いと考えれば説明ができた．
　一方，Ruff and Kanamori（1980）は，沈み込
み帯で起こる地震の最大規模は，沈み込むプレー
トの年齢のみならず，プレート間相対速度にも依
存し，相対速度が大きいほど，巨大な地震を起こ
しやすいことを示した．相対速度が大きければ，
プレート同士が水平方向に押し合うことになって
固着を強めあうと考えれば，これも理解できる．
日本海溝でのプレート収束速度は 8～9 cm/年程
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度であり，これは世界でも非常に速い部類に入る
ので，これだけに注目すれば，東北沖でも巨大な
地震が発生しておかしくないことになる．
　しかし，Stein and Okal（2007）は，Ruff and 
Kanamori（1980）と同じ検討を新しいデータで
行った結果，沈み込み帯の最大地震の規模とプ
レート間相対速度の相関はほとんど見られなく
なったことを示した．しかし彼らの結果でも，海
洋プレートの年齢と最大規模との相関はやや弱く
なったとはいえ，依然として残ったままに見え
た．もし，これが逆で，地震の最大規模とプレー
トの年齢との相関が見えなくなり，プレートの収
束速度との相関が残っていたら，東北沖は M9 の
地震の可能性の高い沈み込み帯のひとつとして注
目されていたはずだが，残念ながらそうはならな
かった．
　もし東北沖地震が，青森県東方沖から三陸沖に
かけて発生したのであれば，地震学者はそれほど
驚かなかったかもしれない．この地域では 1968
年十勝沖地震（Mw 8.3）や 1896 年明治三陸地震

（Mw 8.0～8.5），1933 年昭和三陸地震（Mw 8.4）な
ど，Mw8 級の地震を何度も経験してきたからで
ある．一方，東北沖地震の主破壊域である宮城県
沖から福島県沖にかけての領域では，M8 を超え
る地震は，宮城県沖については 1793 年の地震

（M7.9～8.2）が知られていただけで，福島県沖に
ついては，少なくとも江戸時代以降には M8 以上
の地震の発生は知られていなかった．869 年に発
生した貞観地震は，当時の国府（今の多賀城）に
大きな地震動と津波の被害をもたらしたことが，

「日本三代実録」に記載されていたものの，その
実在が津波堆積物から明らかになったのは 1990
年頃のことであり，その後の調査から得られた津
波堆積物の分布から推定された地震の規模は
Mw 8.4 であった（佐竹ほか，2008）．
　以上のように，宮城県沖や福島県沖では M8 級
の地震ですら非常にまれであり，青森県東方沖や
三陸沖を含めても M9 級の地震はまったく知られ
ておらず，固着が弱そうに見えた東北沖で M9 の
地震が起こるとはまったく予見できなかった．

2．2　海溝付近のプレート境界は 50 m も滑りうる
　海で見られる普通の波は風が起こすものであ
り，動いているのは海水の表面付近だけで，海底
の水はほとんど動いていない．これに対して津波
は，海底が地震によって隆起または沈降すること
によって，その上の海水塊全体が動くために生じ
る．したがって，同じマグニチュードの地震で
あっても，震源断層が浅く，かつ高角で縦ずれの
断層運動を生じる地震のほうが，大きな津波をも
たらす．また，水深の浅いところの直下で大地震
が起きても，その上の海水塊の体積が大きくない
ので，結果的に大規模な津波にはなりにくい．
　海溝付近では水深が深く，プレート境界は浅く
なるので，大きな津波を生じやすいことになる．
しかし，海溝付近ではプレート境界はほぼ水平に
なるために，それが滑っても海底面の上下変動は
小さいため，よほど大きくすべらなければ，大き
な津波にはなりにくい．
　一方，特に南海トラフ沿いでは，プレート境界
から斜めに立ち上がってくる分岐断層が発達して
おり，巨大地震時には，この分岐断層も動くと考
えられている．日本海溝沿いにも，分岐断層は見
られるが，南海トラフ沿いと異なり，正断層的な
分岐断層のほうが顕著なため，この正断層の分岐
断層とプレート境界に挟まれたプリズム状の岩体
が地震時にポップアップすることによって，効率
よく海底面を持ち上げたという考え方が，東北沖
地震発生直後の地震学者の間では主流であった．
なぜなら，単純にプレート境界が滑って，あの大
きな津波が生じたとすれば，海溝付近で約 50 m
という巨大な滑りが生じた必要性があることが，
初期の頃の解析からも指摘されていて（Maeda 
et al., 2011），そのような大きな滑り量はあり得
ないと，ほとんどの研究者は考えてしまったから
である．
　しかし，海底地殻変動観測データの解析結果

（Kido et al., 2011）や，マルチビーム深浅測量（水
中音波を使った水深の詳細な探査）結果の東北沖
地震前と後の比較（Fujiwara et al., 2011）により，
プレート境界の滑りが海溝付近で 50 m にも達し
ていたことが明らかになり，さらにマルチビーム
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深浅測量データの詳細な検討により，前述の正断
層では，少なくとも顕著な滑りは生じていなかっ
たことも明らかになった（Kodaira et al., 2012）．
　海溝軸からすぐ陸よりのプレート境界で地震活
動が低調なことは 1980 年代から知られていた

（たとえば Hirata et al., 1985）．これはこの領域で
は，海洋性堆積物がプレート境界に挟み込まれ，
またまだ浅くて圧力も小さいために，プレート境
界は固着が弱くて普段からずるずる滑っているた
めであるという解釈が，東北沖地震前の研究者の

「常識」であった．実際，陸上の GPS 観測データ
から滑り欠損分布（固着度の度合いの分布）を求
める際には，海溝付近での滑り欠損はゼロである
という仮定を行っている研究がほとんどであっ
た．しかし，東北沖地震で海溝付近が 50 m 滑っ
たということと，8～9 cm/年のプレート間相対速
度を考慮すると，この領域では約 600 年にわたっ
てプレート境界が固着していたことになる．つま
り， 海溝付近のプレート境界で地震活動が低調で
あったのは，そこで非地震性滑りを生じていたの
ではなく，その領域がほぼ完全に固着していたた
めであったことになり，このことも世界中の地震
学者を驚かせることとなった．
2．3　 大滑り域と強震動生成域は異なる場合があ

りうる
　東北沖地震発生直後に，その滑り量分布につい
て数多くの研究がなされたが，地震波形を使った
解析では，震源（破壊の開始点）付近で滑り量が
大きくなる例が多く，津波や海底地殻変動データ
を使うと，海溝付近が最も滑り量が大きくなる例
が多かった（たとえば Koketsu et al., 2011）．
　 こ の パ ラ ド ク ス を 解 決 し た の が Lay et al.

（2011）であった．地震による断層運動の規模を
表す地震モーメントは，断層の滑り量と面積と剛
性率（弾性定数の一種）の積で表され，モーメン
トマグニチュード（Mw）は，この地震モーメン
トの対数に相当する．地震波から得られるのは，
あくまでも地震モーメントの情報であり，それを
滑り量に換算する場合には，剛性率の値を仮定す
る必要がある．一方，津波波形や海底地殻変動
データから得られるのは海底の変位であり，海底

からプレート境界までの間で剛性率が大きく変化
してなければ，その海底変位から推定されるプ
レート境界の滑り量は剛性率の値に大きくは依存
しない．
　Lay et al.（2011）は，上記のような違いに注
目し，地震波形データの解析の多くは標準的な地
球内部構造をベースにした剛性率を仮定していた
ために，海溝付近の柔らかい堆積物中の剛性率を
過大評価し，それによってこの付近の滑り量を過
小評価してしまっていることを指摘し，適切な剛
性率の分布を与えれば，地震波形を解析しても海
溝付近で滑り量が大きくなることを示した．実
際，Yagi and Fukahata（2011）は，海域の構造
探査データに基づく剛性率の分布を与えて遠地地
震波形データを解析して滑り量分布を推定し，海
溝付近で大きな滑りとなることを明確に示した．
その後，Iinuma et al.（2012）が海陸の地殻変動
データから慎重に推定した滑り量分布と，Yagi 
and Fukahata（2011）が遠地地震波形から解析
した結果は非常によく似ている．
　このように海溝付近で最も滑り量が大きかった

図 1　 陸上と海域の測地データから推定された東北
沖地震の滑り量分布（Iinuma et al., 2012）
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ことは間違いないことが確かめられたが，一方，
遠地の観測から推定される高周波の地震波の発生
源（たとえば Wang and Mori, 2011）や近地の観
測から推定される強震動生成域（たとえば Kura-
hashi and Irikura, 2013）は，震源よりも陸側に
位置していることが明らかになっている．これ
は，海溝付近では前述のとおり滑り量は大きくて
も，剛性率が小さいために地震モーメント解放速
度や破壊伝播速度がそれほど大きくなく，そこで
は短周期地震動を放出しにくかったためと考えら
れる．
　以上のように，海溝付近で大きな滑りが生じて
防潮堤を乗り越える高い津波を生み出したこと
と，次節で述べるように，広大な断層面が滑った
ことにより長波長の津波が生み出されて，内陸奥
深くまで津波が侵入したこと，さらに陸に近い側
で強震動が生成されたことが，東北沖地震による
被害が甚大なものになった主たる理由であった．
2．4　幅広い津波が被害を大きくする
　前節では，三陸地域の防潮堤を乗り越えるよう
な高い津波が生じた理由を説明した．一方，津波
が危険なのは，その高さもさることながら，その
波長が長いことがいちばんの理由である．このこ
とは，津波の専門家にとっては常識であっても，
一般の方のみならず津波の専門家以外の地震研究
者にも，東北沖地震前には必ずしも理解されてい
なかった．
　海で生じる通常の波は風で作られるため，どん
なに大きなうねりがあったとしても，基本的には

「寄せては返す」波である．一方，前述のとおり，
津波は地震に伴う海底の隆起・沈降によって，そ
の上の海水塊がすべて上昇・下降することによっ
て生み出される．東北沖地震の場合，長さ約 500  
km，幅約 200 km ものプレート境界断層が滑った
ので，この約 500 km×約 200 km の広大な領域に
わたって，海水が上昇または下降して幅広い津波
が作られた．
　このような幅広い波が生じたため，「寄せ波」
は約 20 分にわたって継続した．これによって，
平野部には津波が次々と侵入していき，海岸から
内陸へ最大約 5 km，川沿いでは最大約 10 km も

入り込んで，甚大な被害をもたらした．
　この現象は，津波を「波」と考えると，なかな
か想像しにくいため，東北沖地震前には，その危
険性がほとんど認識されていなかったように思
う．たとえば相馬における潮位観測データを見る
と，最初に引き波が 20 分程度継続したのち，海
面が上昇し始めてわずか数分の後に 5 m 以上に
なり，それから約 20 分にわたって海面が普段よ
り 5 m 以上高い状況が継続したことがわかる．仙
台平野はかなりの部分が標高 3 m 以下であり，か
つ地震に伴って海岸付近は沈降したので，このよ
うに長時間にわたって海面が持ち上がれば，当
然，内陸奥深くまで津波が侵入する．このことを，
地震学者は事前によく理解しておくべきであった．
2．5　断層強度が小さくても巨大地震は起こりうる
　前述のとおり，東北沖地震が起こる前は，この
地域のプレート境界の断層強度は弱いため，M9
の地震が起こせるほどの歪エネルギーは蓄えられ
ないだろうと考えられていた．このため東北沖地
震が起こった後，ここでは実は断層強度が強いの
ではないか，という議論が一時期まきおこった．
　しかし，その後の研究結果（たとえば Hase-
gawa et al., 2012；深畑ほか，2012）により，東
北沖地震発生前のプレート境界のせん断応力は
10 MPa 程度で，そのほとんどがこの地震によっ
て解放されたと推定されている．これはプレート
境界の強度が，摩擦係数に換算して 0.02～0.03 程
度ときわめて小さかったことを意味する．たとえ
て言うならば，幅 1 m のテーブルの上に箱を置い
ておき，このテーブルの一方を 2～3 cm 持ち上げ
ただけでその箱が滑る場合に，その箱とテーブル
表面の間の摩擦係数が 0.02～0.03 となる．この摩
擦係数は雪面とスキーの間や，アイスバーンと革
靴の間に働く摩擦係数に近い．
　このように低い強度では，M9 の地震が起こる
まで断層が滑らないで持ちこたえられるとは思え
ないかもしれない．しかし，もしほぼ完全に固着
している領域が海溝に直交する方向に 200 km，
海溝に平行な方向に 100 km 程度あり，そのまわ
りで緩やかに固着度が下がっていくと，この状況
が 1,000 年続いても，プレート境界のせん断応力
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の増加は 10 MPa 程度であることがシミュレー
ションにより確かめられている（飯尾・松澤，
2012）．
　実際には東北沖地震の震源付近から陸に近い領
域では M7 級の地震が数十年に一度発生している
ため，条件はもっと悪くなる．一方で，震源付近
より海溝側の上盤側には，前述のとおり剛性率の
小さな堆積物が存在しており，また東北沖地震の
ような地震の再来間隔は 600 年程度と見積もられ
ている（たとえば Sawai et al., 2015）．したがっ
て，少なくとも東北沖地震で滑り量の大きかっ
た，震源よりも海溝側の領域では，摩擦係数が上
記のようにきわめて小さくても，上盤を跳ね上げ
ようとする力も弱いため，600 年間滑らないで持
ちこたえることは可能であると考えられる．
　このようなきわめて低い強度は，プレート境界
の間隙圧が高い（高圧の水が入り込んでいる）こ
とによって生じている可能性が高いと考えられる
が，強度が本当に低いかどうかも含めて，まだ論
争は続いている．また，このような地震活動の活
発な領域で，そのような高間隙圧状態が 600 年
間，安定でいられるかどうかも議論があるだろ
う．ただ，上記で述べていることは，600 年間ずっ
と強度が低いということを必要とするわけではな
い．600 年前に完全にせん断応力を解放するイベ
ントがあり，そのあとは基本的に強度の高い状態
が続き，間隙圧の上昇等によりときどき強度が低
下し，あるタイミングで，せん断応力よりも強度
が下回って東北沖地震が発生したとしても，矛盾
はしない．
2．6　アスペリティは階層構造をしている
　Kanamori（1981）は，断層中の強度の大きい
領域を「アスペリティ」と呼び，地震の破壊過程
の複雑性は，このアスペリティの分布で規定され
ているとする「アスペリティ・モデル」を提唱し
た．その後，Boatwright and Cocco（1996）は，
このオリジナルのアスペリティ・モデルに対し
て，滑り速度︲状態依存摩擦構成則による解釈を
試み，この改良されたモデルを「カップルド・ア
スペリティ・モデル（coupled asperity model）」
と呼んだ．この改良されたモデルにおいては，「ア

スペリティ」は速度弱化特性の顕著な領域（地震
性滑りが卓越する領域）と同義である．
　その後，東北沖の同じ場所で繰り返し大きな地
震性滑りを生じている場合がある（Yamanaka 
and Kikuchi, 2004）ことが明らかになり，また同
じ場所で規則的に繰り返し発生する地震群（繰り
返し地震）が多数発見された（たとえば Igarashi 
et al., 2003）．これらの現象は，地震性滑りが卓
越する場所はあらかじめ決まっているとする「ア
スペリティ・モデル」でよく説明でき，また，ア
スペリティが孤立していれば，そこでは地震は規
則的に発生することがシミュレーションでも再現
でき，地震の長期予測は原理的に可能であるとの
展望が開けた．
　しかし，摩擦パラメータは連続量であり，地震
性領域（アスペリティ）と非地震性領域の境目は，
かなり曖昧である．実際，普段は非地震性すべり
を生じるが，近傍で大きな地震性滑りが生じたと
きには「おつきあい」で地震性滑りを生じる場所
があることが，上記のカップルド・アスペリ
ティ・モデルでも示されていた．
　東北地方太平洋沖地震は，その主破壊域につい
ては，大きなアスペリティ（顕著な速度弱化域）
の存在で説明できる（Kato and Yoshida, 2011）
が，福島県沖から茨城県沖まで延びる広大な地震
性滑り域は，単純なアスペリティ・モデルでは説
明ができず，階層的なアスペリティ（hyper as-
perity）を考慮したモデルを考えないと説明が困
難である（Hori and Miyazaki, 2011）．
　このようなアスペリティの階層性は，前述のと
おり，速度︲状態依存摩擦構成則からの当然の帰
結であり，このような階層性を考慮してアスペリ
ティ・モデルを高度化しようとしていた矢先に，
東北沖地震が起きてしまった．
2．7　M9 地震でも破壊核形成過程は見えなかった
　地震は断層が高速に滑ることによって生じる
が，その滑りはある一点から始まる．この滑り開
始点が「震源」である．このような高速滑りが生
じる直前に，来るべき震源の近くでゆっくりとし
た滑りが生じて，その範囲がある程度まで広がっ
てから高速すべり（つまり地震）に転じることが
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岩石実験（たとえば Ohnaka et al., 1986）で確か
められている．さらにこの現象は，滑り依存摩擦
構 成 則 に よ る シ ミ ュ レ ー シ ョ ン（ た と え ば
Matsu＇ura et al., 1992）や，滑り速度︲状態依存摩
擦構成則によるシミュレーション（たとえば Tse 
and Rice, 1986）でも再現されている．
　この地震発生直前にゆっくりとした滑りが生じ
る現象は「破壊核形成過程」と呼ばれている．こ
の破壊核の形成を観測からとらえることができれ
ば，地震予知は可能ということになる．このよう
な検討から，ある条件のもとでは，「東海地震」
の予知も可能であると期待されていた．
　しかし，M9 の東北沖地震ですら，その地震発
生直前の破壊核形成過程はとらえられず，2 日前
の M7.3 の前震に伴う余効滑り（地震後に生じる
ゆっくりとした滑り）が検知できただけであった．
　前述のとおり，アスペリティが階層構造を持つ
場合があることを認めると，大きなアスペリティ
の中の小さなアスペリティの中で小さな破壊核が
生じ，それが小さなアスペリティの破壊を引き起
こした後，その上の階層である大きなアスペリ
ティの破壊にまで至る場合があることがシミュ
レーションから明らかになった（Noda et al., 
2013）．このような場合，大きなアスペリティが
破壊する際に，大きな破壊核は生じないこととな
り，地震予知は実質的に不可能ということになる．
　もちろん，アスペリティが階層構造を持ってい
たとしても，大きな破壊核が生じてから大地震に
至る可能性もまだ残されている．しかし，近代的
観測が始まって以来，明らかな破壊核が形成した
後に大地震に至った例は皆無であり，そのような
ことが生じる確率すら不明である．
　以上のような観測とシミュレーションの結果か
ら，破壊核の検知に頼った「東海地震」の予知は
可能性が低いと判断され，直前予知により避難行
動がとれることを前提として「東海地震」をター
ゲットとした防災体制から，直前予知はほとんど
不可能という前提のもと南海トラフ沿い全体を対
象にした防災体制に，2017 年 11 月から大きく切
り替わった．

2．8　 巨大地震のサイクルには粘性緩和が大きく
影響している

　1990 年代から，GPS に代表される衛星測位シ
ステムが整備され，また，2000 年代からは前述
の「繰り返し地震」によりプレート境界滑りがモ
ニタリングできるようになり，東北沖で生じる
M6 以上のプレート境界型地震のあとには，「余
効滑り」と呼ばれるゆっくりとした滑りが生じて
いることが明らかになった（たとえば，Nishimura 
et al., 2000 ; Uchida et al., 2003）．
　東北沖地震の後も大規模な地殻変動が観測され
たため，当初は大規模な余効滑りが生じたのだろ
うと考えられた．余効滑りは基本的に地震時と同
じ方向に滑るため，プレート境界断層の上盤に位
置する陸の衛星測位観測点は地震時と同様に東向
きに動くことになる．海底地殻変動観測点も上盤
に存在するため，余効滑りが生じていれば東向き
に動くはずであるが，実際には本震後に西向きに
動く観測点が多いことがしだいに明らかになり，
これはマントルの粘弾性緩和によるものであると
解釈された（たとえば Sun et al., 2014）．
　この粘弾性緩和を理解するには，アスファルト
を思い浮かべればよい．アスファルトの上に重い
岩を載せると，しだいにその岩は沈降していく．
次にその岩を別の場所に移動すると，今度はその
新しい場所で岩は沈降していく．プレートの下に
あるアセノスフェアと呼ばれる柔らかいマントル
は，このアスファルトとほぼ同様の挙動をすると
考えられ，巨大な東北沖地震に伴ってプレートの
相対位置が変化したことにより荷重分布が変わ
り，その下のアセノスフェアがゆっくりと変形し
ていく様子を海底地殻変動観測点はとらえていた
のである．
　実際には粘弾性緩和以外に余効滑りも生じてい
るのだが，陸の観測点では両者の影響は同じセン
スに働くため，両者を分離することは陸の衛星測
位観測点のデータだけでは困難であり，海底観測
点のデータと繰り返し地震のデータが，両者の分
離に非常に有効となる．
　Sasajima et al.（2019）は，このような粘弾性
緩和を考慮した巨大地震発生サイクルのシミュ
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レーションを行った．彼らの結果によると，東北
沖地震の後の海岸の隆起はしだいに減速しながら
も約 300 年続き，それから沈降に転じてから約
300 年後に次の M9 の地震が生じることになる．
明治以来の測地測量のデータによれば，少なくと
も東北沖地震前の約 100 年間， 東北地方の太平洋
沿岸は沈降を続けていたが，これから約 300 年
間，海岸は隆起を続けることになる．つまり，今，
生きている人間はだれも，2011 年以前の沈降し
続ける海岸を再び見ることはないということを，
彼らのシミュレーションは示している．

3． 災害軽減のために理学者がなすべきこと

3．1　過学習をしてはいけない
　東北地方で M9 の地震が発生しうるとは思わな
かった理由はなぜか，いろいろな方々に問われ
て，前述のような説明をしてきた．これは，一言
で言えば「過学習」してしまったのだと思う．
　「過学習」は最近はやりの機械学習でよく使わ
れる言葉である．あるデータセットを計算機に学
習させる場合，同じデータセットを繰り返し何度
も学習させると，そのデータセットについての正
解率はどんどん上昇する．しかし，あまり学習さ
せすぎると，今度は新しいデータセットについて
の正解率が下がってしまうことが知られており，
これが「過学習」と呼ばれる現象である．
　東北沖地震前にわれわれが知っていた M9 地震
は 10 個もなかった．そこから共通項を見出そう
とさまざまな検討が行われて，得られたデータを
うまく説明するモデルが見つかり，しかもそれが
力学的にもっともらしかったため，それが真実で
あるかのように研究者は信じてしまっていた．
　そのようなやり方は，科学の世界では当然のこ
とであり，新しいデータが得られて，それが過去
のモデルで説明できなければ，古いモデルを捨て
去り，新しいモデルを構築していく，それが科学
の営みである．しかし，災害科学としての地震学
においては，データの不十分性をよく自覚し，現
時点でのモデルの不確定性がきわめて大きいこと
につねに留意する必要がある．

　前述のように東北沖地震でわれわれは多くのこ
とを学んだが，これを M9 地震の典型として位置
づけることは過学習に他ならない．われわれが東
北沖地震から学びすぎると，次の M9 地震はまた

「想定外」となりかねない．それを肝に銘じる必
要がある．
3．2　 最もありそうなシナリオだけでなく，最悪

のシナリオも検討し，社会に伝える
　M9.0 の地震が東北沖で発生したことにショッ
クを受けていた筆者を見て，貞観地震のことに詳
しかったメディアの方が，「M8.4 の可能性は貞観
地震で証明されていたのだから，M9.0 だからと
いって，そんなにショックを受けなくても良いの
では？」とおっしゃってくださったことがある．
その方は，筆者を慰めようとしてくださったのだ
と思うが，M9.0 と M8.4 ではエネルギーも地震
モーメントも約 8 倍異なり，断層の長さも幅も滑
り量も 2 倍異なることを意味する．
　実際，佐竹ほか（2008）が提案した貞観地震の
最適断層モデルは，長さ 200 km，幅 100 km，平
均滑り量 7 m であり，東北沖地震に比べて，すべ
て約半分である．すべて線形で計算できる範囲で
あれば，断層サイズが同じであっても，滑り量が
倍になっただけで，津波の高さは 2 倍になり，被
害の様相はまったく異なってしまう．貞観地震が
知られていたのだから，今回の地震の被害は予見
できていたはず，とよく言われるが，そんなこと
はない．たとえば佐竹ほかのモデルでは，東北沖
地震での三陸海岸のあの高い津波は説明できない．
　一方，佐竹ほか（2008）をよく読むと，Mw 8.4
というのは，津波堆積物の分布を説明するために
最低限必要なマグニチュードを示したにすぎない
ことがわかる．また，海溝で生じる津波地震タイ
プでは，貞観地震の津波堆積物の分布を説明でき
ないが，今回の地震のように，幅広い津波に海溝
付近で生じた高い津波も重なっていたとしても，
津波堆積物の解析からは，そのことはわからない．
　筆者は，東北沖地震の前から，佐竹ほか（2008）
の結果は貞観地震の規模が Mw 8.4「以上」である
ことを示していることを知っていた．しかし，地
震は規模が大きいほど，その発生頻度は小さくな
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るため，Mw 8.4 と Mw 9.0 の両方がデータを説明
できるのなら，Mw 8.4 の可能性のほうが高いと考
えてしまっていた．
　筆者はまた，前震についても判断ミスをしてい
た．2011 年 3 月 9 日の M7.3 の前震が生じたあた
りでは，1915 年に M7.5 程度の地震が生じた可能
性があり，その後，1939 年 M6.9，1958 年 M6.7，
1981 年 M7.0 と，およそ 20 年間隔で M7 前後の
地震が発生していた．さらに 1915 年のおよそ 20
年前の 1897 年には，一回り大きな M7.7 の地震
も発生しており，この領域と 1978 年の宮城県沖
地震の震源域の両方を破壊したのが，1793 年の
M8.2 の連動型地震だと考えられていた．
　1981 年の M7.0 の地震のあと，30 年間も M7
の地震が起こっていなかったので，もうすぐ M7
の地震が起こり，それまで約 20 年間隔で発生し
たのが 30 年も待たされたのだから，M7.0 より大
きな地震が生じると危惧しており，最悪，1897
年のような M7.7 の地震が起きたり，さらには
1793 年のような M8.2 の地震が生じたりしてしま
うのが，当時考えていた最悪のシナリオであった．
　そのような心配をしていたさなかに 2011 年 2
月に海溝付近で M5 級の群発地震が発生し，東北
大学や仙台管区気象台はかなり緊張した．1981
年の地震の際にも，そのすぐ東側で群発地震が生
じてから M7.0 の地震に至ったからである．しか
し 2 月は何事もなく過ぎて，警戒を緩めかけてい
た 3 月 9 日に，まさしく想定していた場所で M7.3
の地震が発生した．
　このとき筆者は，地震の再来間隔を基にした地
震の長期予測が成功し，また，規模が前回より大
きくなるだろうとした予測も的中し，さらには群
発地震を基にした短期予測にも成功した稀有の事
例になったと興奮していた．大きな被害がなかっ
たこともあって，そのような予測が「当たった」
嬉しさと，心配していた M7.7 や M8.2 の地震に
ならなかったという安堵感の中，その日のうちに
メディアの取材に応じ，自分の考えをまくしたて
た．それは 3 月 10 日の河北新報の朝刊に「連動
型 危険性低下か」という見出しとともに掲載さ
れた．

　あのとき筆者は，上記のような状況の中，いち
ばんありそうなシナリオを説明したつもりであっ
たが，その翌日の 3 月 11 日に M9.0 の東北沖地
震が発生することになる．今から考えれば，最も
ありそうなシナリオだけでなく，最悪のシナリオ
も説明すべきであった．
　筆者は，研究者の一人として取材に応じてし
まった．しかし，あのとき必要であったのは，研
究者個人の意見ではなく，防災のための専門家と
しての安全サイドに立った見解であった．

4． お わ り に

　これまで述べてきたように，われわれは東北沖
地震から多くのことを学んだ．それは，地震防災
のための研究を志していたつもりの筆者として
は，「失敗」の総括とも言える．これらを思い出
すたびに，この地震で犠牲となられた方々に対し
て非常に申し訳ない気持ちでいっぱいになる．わ
れわれの後継者である若い研究者の皆さんが，こ
れを「失敗学」として学び，同じ失敗を繰り返さ
ないでほしいと願うばかりである．
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1． は じ め に

1．1　 東北地方太平洋沖で発生した地震および関
連被害の命名

　東北地方太平洋沖で発生した地震（2011 年 3
月 11 日午後 2 時 46 分頃）は気象庁により平成
23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震と命名さ
れた．震災名については，直後には名称もさまざ
まに呼ばれ，東北関東大震災，東日本巨大地震，
3.11 大震災などがあったが，いまは，最も広域な
表現である ｢東日本大震災｣ が一般に使われてい
る．日本の観測史上最大の巨大地震であり，その
直後に沖合で発生した津波も広域に来襲し沿岸域
を含めて多大な被害を出した．広域での複合災害
であり，強震の後，津波，液状化，地滑り，火災
に加えて原発事故も含めて多様な被害が連鎖して
発生し，人類が経験のない被害となった．
1．2　学際的な研究の視点
　未曾有の大被害を出した東日本大震災から 10
年が経過した．広域の複合災害であり，現在も影
響が継続している状況も報告されている．このよ
うな震災を理解し，今後の防災・減災のためには
多面的な視点での学際研究が必要であった．その
実態は今も未確定の部分もあるが学術的な連携の
中で研究が進んでいる．従来の自然科学としての
側面のみならず，人文・社会科学，災害医学・健
康科学として捉え，われわれが従来では知らない
姿を炙り出し，将来における社会での防災・減災
に不可欠な要点を明らかにしなければならない．
　このような背景の中，大震災 1 年後に災害科学
国際研究所が東北大学で設立され．災害科学は事
前対応，災害の発生，被害の波及，緊急対応，復

旧・復興，将来への備えを一連の災害サイクルと
とらえ，それぞれのプロセスにおける事象を科学
的に解明し，その教訓を一般化・統合化すること
を目的とした．さらに，東日本大震災における調
査研究，復興事業への取り組みから得られる知見
や，世界をフィールドとした災害科学研究の成果
を社会に組み込み，複雑化する災害サイクルに対
して人間・社会が賢く対応し，苦難を乗り越え，
教訓を活かしていく社会システムを構築するため
に「実践的防災学」として体系化を目指している．
1．3　工学的な視点で整理
　この中で，社会への応用を踏まえた工学的な視
点で得られた知見や今後の対応について，紹介す
ることが本文の目的である．一般に，工学とは，
社会生活の中で利用されるために，計画・設計・
製造・整備・維持管理を行う各段階において基礎
的な科学を応用していく技術の総称であるといえ
る．したがって，先ほどの「災害科学」と「実践
的防災学」の分野と重なり，東日本大震災などで
得られた基礎科学的な知見を社会で活用していく
ことが肝要である．東北大学では，1992 年に津
波工学の研究分野が発足し，将来の津波研究を発
展させ，影響を予測し，リスク評価や津波警報シ
ステムの提案等により被害の軽減や早期復興に向
けた技術開発を目標としている．そこでは，発生
メカニズムを考慮したハザード予測，社会脆弱
性・暴露性を踏まえた被害予測・評価，その結果
に対するさまざまな対策の提案とその減災効果の
検討が主な内容になる（Imamura et al., 2018）．
　東日本大震災でのハザードに関しては，強震動
の後に，リアルタム観測波形や沿岸での津波痕跡
データなどがあり，津波の浸水・冠水，浸食・堆
積による地形変化，などの挙動も広く把握できた

東日本大震災から得た工学的な知見と今後の防災 
―津波工学的な視点から紹介―
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と考える．さらに，伴って発生した被害について
は，人的被害，家屋・建物被害，沿岸構造物・イ
ンフラ被害などに加えて，沖合での養殖筏，船舶
などの漂流，さらには，可燃物の流出と火災，道
路・鉄道（車両も含む）など交通網への障害・被
害，そして，原子力・火力発電所など施設への影
響などが報告され，その中には従来にない規模の
ものもあった．現在想定される複合的な津波被害
のほとんどのパターンが発生したと考えられる．
複合的なハザードによる連鎖的な被害はきわめて
複雑であり，図 1 に示されたような過程の理解と
定量化が必要である．今後も災害は進化し続け，
その発生から拡大の過程は連鎖により複雑化して
いくと考えるため，東日本大震災で得られるこの
ような知見は非常に重要である．

2．地震と津波の発生と観測・調査 
―複雑な発生過程―

2．1　巨大地震および津波の概要
　この震源は宮城県沖であり，事前に想定されて
いた地震（宮城県単独と連動）のわずか沖に位置
していた．しかし，地震の断層破壊は 3 分以上続
き，はじめは福島県・宮城県・岩手県沿岸を中心
とした活動であったが，北は青森，南は茨城・千
葉方向に強い揺れが広がった．現在の余震の分布
も，東北・関東地方での東日本太平洋沖の広範囲
に至っており，先日の 2021 年 2 月 13 日の深夜に
福島県沖で M7.3，3 月 20 日夕方に宮城県沖で

M6.9 の余震が発生している．3 月 20 日には津波
注意報も発表された．当時の主な断層活動の範囲
は，南北約 500 km 東西約 200 km にわたると推
定され，断層のすべり量は最大で 30 m を超えた
とされる．これによる海底変動が海面の変化をも
たらし，巨大な津波が生じた．過去，この日本海
溝沿いの地域は，三陸沖，宮城県沖，福島県沖，
海溝沿い（沈み込み帯），など個別地域でそれぞ
れ固有的な地震発生が評価されていたが，今回，
一気に連動し超巨大地震が発生したことになる．
　津波については地域により 2 つの姿があった．
1 つはリアス式海岸を有している三陸沿岸で最大
遡上が 40 m を超えるような規模であり，過去の
慶長，明治や昭和三陸沖地震津波とほぼ同じよう
な浸水範囲であった．ここでは，押し波だけでな
く引き波の破壊力も甚大になっている．もう 1 つ
は，直線状海岸を持つ仙台平野より南側の低平地
での津波であり，浸水範囲が広く最大規模は
15 m 程度の津波高さが残されている．この津波
規模は 2011 年以前に評価されていた宮城県沖地
震津波（連動）の想定を遥かに上回り，防潮堤を
越えた津波の浸水範囲も 10 倍以上になり，広域
な範囲で長期間の浸水がみられた．
2．2　 多段階の断層運動―時間差破壊と動的プロ

セス
　巨大地震による広域で複雑な断層破壊が海底の
変位を生み，海面変動を伴って津波が発生して
いった．観測された地震や津波波形を利用した断
層運動の推定（たとえば，藤井・佐竹，2011）が
検討されているが，特徴としては，宮城・福島沖
での海底変化（断層のすべり量）が大きいこと，
しかも，日本海溝沿いの値が大きいことが示唆さ
れている．深い海域で大きな海底変化が生じる
と，それだけ大きな規模の津波が発生することに
なる．実際，各地で津波が観測されているが，図
2 に示されたように海域で 6 m 程度（釜石，海底
津波計），沿岸で 10 m 以上の規模が記録されてい
る．特に津波波形を利用した断層運動の推定（た
とえば，杉野ら，2013 ; 藤井・佐竹，2011 ; 東北
大学，2011 ; Satake et al., 2013）が行われている
が，特徴としては，（1）段階的に各セグメント（断

図 1　複合災害（連鎖する過程），今村（2020）に加筆
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層）で破壊が生じたこと，（2）震源付近で初期の
津波が発生しその後に海溝沿いに移動しているこ
と，（3）宮城・福島沖での海底変化（断層のすべ
り量）が大きいこと，しかも，（4）日本海溝沿い
の値が大きいことが示唆されている．
　現在までに，津波波源モデル（根本ら，2019）
すなわち，津波を発生させた水位の変化が推定さ
れている．地震発生から 60 秒前後で震源を中心
とした宮城県沖，その後の 15 秒以降では，三陸
沖北部などに移動していることが示され，今回の
巨大地震が多段階の断層運動を伴って生じてお
り，その結果としての津波も時間差破壊により発
生し，動的なプロセスの重要性が示された（今村，
2015）．
2．3　観測された 2 段階での津波発生
　従来の験潮記録のほか，沖合で津波が観測され
て当時の発生状況を把握することができた．たと
えば，先ほどの図 2 に示された，当時設置された
沖合海域（深さ 1,000 m 以上）でも波高 5 m 程度

（釜石海底津波計や GPS 波浪計）であり，30 分
程度の押し波の成分（2 m 程度）の上に，5 分程
度の短い成分（3 m 程度）が重なった波形（2 つ
の段階）がみられた．これは，多段階での断層運
動の影響を示しているものであり，特に，海溝沿
いでの大きなすべりの影響が大きいことが示唆さ
れている．
　同様に，海底津波計に加えて GPS 波浪計によ
る記録でも確認できた（河合ら，2011）．岩手県

北部から福島県沖に設置された 6 つの GPS 波浪
計は 2 段階の津波の発生を捉えていた（図 3 参
照）．地震発生から 10 分後にはゆっくりとした海
面の上昇がみられ，そのさらに約 10 分後には急
激な水位上昇が生じており，ここでも 2 段階の津
波が来襲したことが分かる．第 1 段階の津波は，
1 m 程度の波高で周期が 1 時間程度（長周期成
分）であると推定されるが，第 2 段階の津波は，
その波高にして 3 m 以上，周期が 10 分以下（短
周期成分）であると読み取れる． これらは後ほ
ど説明する逆解析に用いられ発生過程の理解に役
立ったうえに，当時，沿岸へ津波が到達するまで，
リアルタイムで共有され，気象庁による津波警報

（第 2 報など）の修正に活用された．
　今回の大震災において，気象庁は地震発生 3 分
後に津波警報の第 1 報を発表したものの，発表さ
れた津波の高さ予想が過小であったことなどによ
り住民避難が遅れ，被害の拡大につながった可能
性が指摘された．この教訓を踏まえ，気象庁は，
津波警報の改善に向けた検討を行い，より住民の
避難につながる警報となるよう改善の方向性につ
いて整理し，早期に運用を開始することとした．

図 2　 海底津波計（TM2）で観測された津波波形
（東大・東北大による観測）

図 3　 東北沿岸の GPS 波浪計で捉えた津波初期の
波形（河合ら，2011）
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以下がその内容である．
　具体的には，津波警報の第 1 報において，地震
規模の過小評価の可能性があると判定される場合
には，当該海域で想定される最大のマグニチュー
ド等を適用し，また，予想される津波の高さを数
値ではなく，「巨大」等の定性的表現で発表する
ことにした．これにより通常の地震とは異なる非
常事態であることを伝え，迅速な避難を促すこと
とした．また，津波の高さ予想の区分は，津波の
高さと被害の関係や津波予測の誤差，とりうる防
災対応の段階等を踏まえて，現状の 8 段階から 5
段階にすることとした（国交省，2012）．
2．4　沿岸での津波痕跡データ
　大震災の発生後に，関係の専門家やエンジニア
が東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループを
立ち上げ，東北地方を中心に北海道から九州に至
る全国で津波調査を実施し，津波痕跡などの測定
を行った（東北地方太平洋沖地震津波合同調査グ
ループ）．最終的には，合計 48 研究機関，計 148
名もの研究者が参加した大規模な津波痕跡調査と
なった．さらに，5 月以降には気象庁，国土交通
省東北地方整備局，青森県・県土整備部，岩手
県・県土整備部，宮城県・土木部，福島県・土木
部などの実務者が加わり，より広範囲で痕跡デー
タの提供をいただき，日本における津波痕跡デー
タをほぼカバーできた．2011 年 7 月初旬までに
測量されたデータは合計 5,000 点を超え，世界的
に見ても非常に大規模かつ空間的に高密度な津波
痕跡高データセットが得られた．各調査班のデー
タは，事務局でスクリーニングを掛け，測量方法
に応じて潮位および標高等の補正を行い統一デー
タセットの作成を行った．潮位補正においては，
三陸付近の潮位観測データ（津波により潮位計な
どが破壊）が不足していることに加えて，データ
数が膨大であるため，数値シミュレーションを併
用して，最大波到達時間の推定を行い，国立天文
台の天文潮位データベースを用いて補正を行って
いる．
　図 4 に 3 次元的な分布のイメージを示す．三陸
沖を中心に，痕跡高が 20 m を超える地域が南北
に約 290 km 以上にわたり，宮古市や女川町付近

で 30 m を超える地域も広範囲に及んでいる．こ
の地域では浸水高より遡上高が大きく，内陸に遡
上していく過程で増幅が見られたことを示してい
る．青森県から茨城県にわたる広域なエリアで
は，痕跡高が 10 m を超えており約 425 km にな
る．この距離は，今回の震源域の南北方向の長さ
に匹敵する．この地域では，浸水高と遡上高がほ
ぼ同じ程度で分布しており，海域からの津波高さ
が同じレベルで内陸に浸水していったことを示唆
する．なお今回の津波の遡上高さとしては，最高
40.4 m が記録されている（森，2011）．これらの
データは，津波数値解析の再現性の確認だけでな
く，各地の復興計画の作成に活用されたうえ，津
波防災のレベル 1・レベル 2 の評価にも用いられ
た．

3． 津波の発生モデルの推定と今後の 
ハザード予測

3．1　逆解析による波源モデルの推定
　現在，地震動や測地のデータだけではなく津波
波形も利用した断層運動の逆解析が行われており
複雑な震源過程が推定されている．津波を考慮し
た場合には，2. 2 で述べたように，（1）各セグメ
ント（断層）で段階的に破壊が生じたこと，（2）
震源付近で初期の津波が発生しその後海溝沿いに
移動していること，（3）宮城・福島沖での海底変
化（大すべり域や超大すべり域）が大きいこと，

図 4　 調査で得られた津波高（暖色；浸水高，寒
色；遡上高）（東北地方太平洋沖地震津波
合同調査グループ提供）
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しかも，（4）日本海溝沿いの値が大きいことが示
唆されている．これらの特徴は，いくつかは地震
動や測地によるモデルと異なっている．どのデー
タを使うかにより結果が異なる．最近では，沖合
津波波形，津波痕跡高データに加えて陸域・海域
測地データ，GNSS データを融合させて推定する
事例がある（根本ら，2019）．その結果，図 5 に
示すように，地震発生から約 1 分後に宮城県沖で
主要な断層すべりが生じるとともに岩手県沖の海
溝軸に沿って地震発生から 5 分後までゆっくりと
したすべりが継続する断層モデルが推定された．
しかも，岩手県北部沖では，地震動にはない断層
すべりが顕著であり，地すべり性津波の可能性も
含めて注目されている．

3．2　波源モデルの特性化—将来の予測に向けて
　今後，巨大地震の際に，津波をどのように推定
するのか？特に超大すべり域がつねに伴うのか？
その場所はどこなのか？などの議論が活発に行わ
れた．将来予測のためには，地震動などの断層モ
デルを参考にしつつも，プレート間地震による津
波の波源域やすべり分布等の設定方法をルール化
し，そこでの特性は保ちながらもある程度シンプ
ル化する波源モデルが必要である．これは ｢特性
化｣ と呼ばれており，東日本大震災における評価
の問題点（過去のデータに基づく既往最大を中心
にした考え）を解決し，不確定性も考慮しながら
幅広く検討しながら確率的評価にも応用できる．
現在，プレート間地震による津波の特性化波源モ
デルの構築が現在図られている（杉野ら，2013，

図 5　逆解析により推定された津波波源モデル（最終変位量と 30 秒ごとの時間変位量）（根本ら，2019）

図 6　津波波源の特性化について（杉野ら，2014）
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2014  ; 文科省地震調査研究推進本部津波評価部
会，2015）．特性化波源断層モデルの設定では，
断層全体の形状や規模を示す巨視的波源断層特性
および波源断層の不均質性を示す微視的波源断層
特性という 2 つの特性を考慮して断層パラメータ
を与えることになる．図 6 に示したように大すべ
り・超大すべりの配置（位置）については，プ
レート構造などを考慮して，可能な範囲で選択す
ることになる．場所などのパラメータ（破壊開始
点やライズタイムなど）を変えた複数のケースを
仮定すれば，確率的な津波高さの評価が実施可能
となる．さらに，津波地震，アウターライズ地震
などのケースも含めて適用範囲を拡げていくこと
になる．
　なお，繰り返しになるが，逆解析（インバー
ジョン手法）により，地震動，測地に加えて，津
波そのものを活用し断層モデル（または，直接に
海面変動）の推定を行うなか，本来であればそれ
ぞれのモデルが一致するはずであるが差違が指摘
されている．個々の事象の再現であれば大きな課
題とはならないと思われるが，一定の断層モデル
の下に地震動，地盤変動そして津波などを予測や
評価する際には，避けては通れない問題となる． 
3．3　広域高密度リアルタイム観測による精度向上
　東日本大震災ではリアルタイム観測の重要性が
再認識された．実際に地震等が発生した場合に
は，沖合観測のデータを活用すれば，沿岸に到達
する前に津波を監視できるため，迅速な津波警
報・注意報の更新や解除等の判断に有用な情報と
なる．現在，気象庁は，逆解析手法（tFISH）に
も取組み，リアルタイムで波源の推定精度を向上
させるシステムの実用化を検討している．断層モ
デルを仮定しない手法でもあり，非地震性として
地すべりや火山などに起因した津波に対しても適
用できると考えられる．これに必要な観測網とし
て，地震後に防災科学技術研究所は，図 7 に示さ
れたように地震計と水圧（津波）計が一体となっ
た観測装置を海底ケーブルで接続し，これを日本
海溝から千島海溝海域に至る東日本太平洋沖に設
置し，リアルタイムに 24 時間連続で観測データ
の取得を開始している．観測装置は 150 カ所に設

置し，ケーブル全長は約 5,500 km になる．海溝
型地震や直後の津波を直接的に検知し，迅速かつ
確実な情報伝達により被害の軽減や避難行動など
の防災対策に貢献することが期待される（今村，
2021）．
　さらに，沿岸および沖合での津波の観測の強化
と，観測データを活用したリアルタイムの津波予
測技術の開発が進められている． Makinoshima 
et al.（2021）は，事前にスパコンなどを活用し
て得られる多数シナリオを想定した津波シミュ
レーションによる人工的な津波等の模擬観測デー
タと予測地点での津波浸水波形の関係を AI に学
習させておくことで，大地震発生災時には，リア
ルタイムに得られる実観測データに基づき，AI
が予測点に到達する津波高の規模やその時刻の情
報を含む津波浸水波形を即座に予測する方法を提

図 7　 日本海溝海底地震津波観測網（S-net）の整備
（https://www.seafloor.bosai.go.jp/S-net/）
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案した．学習済みの AI が沖合の津波の観測情報
等から，予測点の津波の浸水波形を直接予測する
ため，津波波源推定のプロセスを省略できるほ
か，学習済みの AI による予測は通常の PC でも
十分高速に実行可能なため，現実的な津波防災に
向けた詳細な予測に際して従来必要であった大規
模な計算資源を必要としないメリットがあり，実
用性が高いと言える．

4． 沿岸域での巨大津波の実態―挙動と被害像

4．1　巨大津波の伝播・遡上―沿岸域での挙動
　津波は深海から浅海を経由して沿岸域に達して
いた．図 8 に示された津波は，三陸沖合で発生し
約 20～30 分で沿岸に到達した．過去においても，
複雑な海岸線形状を持つ三陸沿岸では，津波の波
高増幅がみられた，一方，仙台湾，福島沿岸では
直線状海岸であり，石巻や東松島などは牡鹿半島
の背後に位置していたため自然の堤防機能によ
り，従来では大きな津波は見られなかった．しか
し，東日本大震災の場合には，津波の発生域が宮
城県沖・福島県沖さらには茨城県沖まで拡大した
ために，南側から直接に，巨大な津波がこの地域
を襲ったことになる．
　さらに，そこで発生した津波の水位が海水面よ
り上昇するとそれが押し波となって陸上または河
川を遡上した．浅海域になるにつれ津波の伝播す
る速度は遅くなるが，一方で流速は増加する．そ

のために，破壊力が増し被害が増大することにな
る．特に仙台湾では，波が壁のようになって来襲
する波状性段波が観測されて，一気に陸上に遡上
していった．砂州や防潮堤を越えて陸上に遡上し
た津波もあるが，河川や運河に沿って浸入した津
波もあり，さまざまな報告や映像からスピードを
変えながら市街地などに来襲していたことが示さ
れた（今村，2020），やがて，内陸への遡上が終
わるとその後，逆に海域へ「戻り流れ」となって
逆流する．陸上部での地形勾配が大きいと，重力
の斜面分力も加わり戻り流れは加速されて，大き
な流速が生じ海岸線などで浸食などがみられた．
4．2　巨大津波による被害発生―過去にない被害像
　この津波による影響は，従来から地震が多くリ
アス式海岸など複雑な形状地形を持ち，津波被害
の大きかった三陸海岸地方（大船渡・陸前高田・
気仙沼・女川）に加えて，過去においては，砂浜
などの海岸線が直線状であり，津波による大きな
被害を受けていなかった地域である仙台湾周辺

（石巻，東松島，仙台，名取）や福島沿岸なども
含まれた．大規模および長期間の浸水，沿岸構造
物や建物などの被害メカニズム，漂流物（瓦礫，
船舶，車両，タンクなど）による被害の拡大プロ
セス，大規模火災の発生原因などがあり，広い範
囲にさまざまな被害が生じた．仙台市沿岸部で
は，伊達政宗の時代から植林されてきた防潮林が
整備され，以前から津波の被害低減の効果が期待
されたが，今回の津波の破壊力は大きく，多くの

図 8　津波の伝播過程の様子
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場所で根こそぎにされるなど大被害を受けた．
　当時の映像や動画で記録された巨大津波および
その被害は圧巻であった．特に被害の様相はわれ
われの想像を超えて甚大であり複雑であったが，
誘因・素因などにより分類ができ，これにより今
後の効果的な対策や対応に役立つものと考える．
津波は海水そのものであるが，その関連した被害
像は多様であり，場所によりその様相が異なる．
一般に，誘因は災害（被害や影響）を引き起こす
自然力（ハザードなどの外力）を示し，素因は地
形・地盤条件など地球表面の性質にかかわる自然
素因と人口・建物・施設など人間・社会にかかわ
る社会的素因とに分類される．表 1 にまとめたよ
うに，津波の場合，誘因は浸水・冠水，流れ・波
力になり，素因は海底・陸上地形，土地利用形態，
防護施設などがある．この表には大震災で報告さ
れた代表的な影響・被害などもまとめている．海
水の浸水による被害は過去の事例にも見られた
が，流れ破壊力が増すことによる漂流物発生と被
害や地形変化などは規模が大きい津波ほど顕著に
なっている．
　過去に報告がなかった津波被害像としては ｢黒
い津波｣ がある．この大震災では，写真 1 にある
ような黒い津波の映像が残され，関連した建物被
害や健康被害などが報告され，特に，沿岸都市部
で顕著に見られた．海底に堆積された泥や砂など
が津波により巻き上げられ，泥流となって陸域に
流れ込んだためである．黒い津波の場合には，泥
の混入による粘性が生まれ，波先端の勾配が大き
くなることによる波力の増加，さらには，泥水を

飲み込んでしまったために気管を閉塞させる，あ
るいは，乾燥した後の粉塵の混入（吸引）による
津波肺などが，連鎖して生じたと考えられる．今
後も発生の可能性のある津波災害像であり，対策
が求められている．
4．3　漂　流　物
　今回被害を大きくした要因としては，「漂流物」
があった．自動車，船，防潮林となっていた松の
木，港湾でのコンテナ，工場の機械，大きいもの
では石油タンクなどさまざまな漂流物が流され
て，それが被害を大きくした．漂流物も被害想定
のなかで一部評価には入っているが，漂流物は
時々刻々変化するものなので，その把握や評価す
ること自体が難しい．
　たとえば，岩手，宮城，福島 3 県で，津波被害
を受けた自動車が少なくとも 23 万 6 千台に上る
ことが推定されている．津波で浸水した世帯数な
どから台数を推計した数値であり，道路で移動中

表 1　津波被害の誘因，素因，影響・被害例

誘因 素因 影響・被害事例

浸水・冠水 海底・沿岸地形，
可燃物，土地利
用形態，防護レ
ベル，避難意識

人的被害（主に溺死，凍死，津波肺），海水植
物枯， 農業被害， 津波火災の発生（電線・バッ
テリーなどによる発火），環境・生態破壊

流れ・流速
（掃流力）

沿岸地形， 土砂・
堆積物，漂流物，
インフラ，土地
利用形態

家屋・施設被害，インフラ被害，建物・構造
物への浸水・冠水，浸食・堆積（地形変化），
環境・生態破壊

写真 1　 宮古市で記録された ｢黒い津波｣ の来襲
状況（宮古市役所提供）
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や勤務地での駐車などを考えると実際にはさらに
多いものと思われる．なお，宮城県では約 14 万
6 千台が被災したと算出しており，登録台数の 1
割に相当している．
　漁船の場合には，さらに深刻である．青森，岩
手，宮城，福島の東北 4 県の被災漁船は計 1 万
9,000 隻に上る．4 県の登録漁船数のほぼ半数に
当たり，多くが津波で陸上に押し流されたり，大
破したりした．宮城は被災率が 87% に達し，4
県で最も高かった．被災漁船のうち陸上に打ち上
げられた漁船は 1,400 隻確認され，被害拡大の一
因となった（写真 2）．
　対策として，漂流物については 2 つの考えがあ
る．1 つは漂流物のエリアを囲って外に出さない
ようにすること．貯木場などではそこで囲いを

造って，そこから木材の流出を止めるようにす
る．もう 1 つは守るべきエリアを決めてフェンス
を立てることである．学校などの重要な施設には
簡単なガードレールや緑地帯をつくって，漂流物
の流入を防ぐ，などが考えられる．
　防潮林となっていた松の木が漂流物となり被害
を大きくした事例があるが（写真 3），防潮林帯
も，その幅（林帯幅）が十分にあれば，津波を防
禦する効果がある．津波の波力というのは平野な
どの沿岸部で強く陸地を遡上するに従ってだんだ
んと減衰する．十分な幅を確保すれば，そこに漂
流物がトラップされ，それ自体が防潮堤として機
能することになる．一方，幅がせまいとそれが全
部流出されてしまうので被害を拡大させてしまう．
4．4　津 波 火 災
　大震災での被害拡大の要因の 1 つが火災であ
る，地震直後から東北・関東地方の市街地や工業
地帯で深刻な火災が多数発生した．一般に，わが
国で大規模な地震が発生した直後は，多数の火災
が同時多発的に発生する傾向にある．これは関東
大震災や阪神・淡路大震災など都市部においてそ
の典型例をみることができるが，今回の震災にお
ける大規模火災は市街地のみならず沿岸地域およ
びコンビナート施設周辺においても顕著であっ
た．気仙沼市鹿折地区では約 11.4 ha が延焼して
おり，阪神・淡路大震災時における最大の延焼領
域（水笠西公園地区，約 9.7 ha）を超えた広大な
延焼範囲となった．また市街地以外にも津波被災
エリアから林野火災に延焼拡大したものが多々あ
り，地震後の火災の総延焼面積は，東日本大震災
が卓越している（廣井ら，2012）．このことは，
地震（強震動）だけでなく津波の浸水・冠水等に
より火災が発生した可能性がある．いわゆる，津
波火災であり，新たな災害として注目された．
　廣井（2012）による現地調査と消防・消防団・
住民によるヒアリングの結果，出火の原因は主に
以下のように推定された．
　1．破壊された家屋によるもの
　2．可燃物（プロパンガスボンベ等）によるもの
　3．自動車（バッテリー等）によるもの
　これに加えて，電流の流れている電線や工業地

写真 2　 船舶および火災による被害（気仙沼市）
（著者撮影）

写真 3　防潮林の被害（名取市）（著者撮影）
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帯のプラントからも出火している．
　1．の事例としては，地震直後何らかの原因で
家屋から火災が発生し，津波によって山際に流さ
れたとの証言があり，地震直後あるいはその後に
家屋から出火し，または延焼し，それが津波に
よって火のついたまま移動した事実があったこと
が報告されている．さらに，バッテリーや化学薬
品などは津波との化学的な反応の中で出火した
り，漁港内の海底にたまっていたメタンガスが津
波の来襲とともに涌きだし，漁船付近で発火した
報告などがある．
　さらに，延焼（拡大）要因として，ガスボンベ
等から噴出した可燃性ガス，屋外タンクから流出
したオイルなど，瓦礫など，建築物，船舶，自動
車，山林などがあげられる．津波火災の原因はさ
まざまに至るところにあるので，すべての発生を
防止することはたいへんに困難であると考える
が，拡大を防止することは重要であり，東日本大
震災での実態によりその現象を理解し検討をして
いかなければならない（今津ら，2014）．

5． 今後の津波防災に向けて 
―安全レベル形成と被害予測―

5．1　安全で安心なまちづくりのために
　東日本大震災の被害を繰り返さないためには，
ハード・ソフト対策そしてまちづくりなどの総合
対策が不可欠であった．しかし，その役割の整理
や体制の維持には多くの議論があった．そこで，
地震や津波などの（1）発生間隔・頻度および規
模や（2）影響（被害）を考慮し，地域，集落ご
との個別の（3）生活条件・地形条件などから，
安全レベルを設定し，防災・減災への対策の（4）
効果および費用を評価して，地域での減災レベル
を合意形成する必要がある．（1）～（4）における
個々の合理的な評価をもとに，住民および行政の
間で目標（レベル）を作り上げていくことが，地
域安全の確保のための第一歩であった．
　中央防災会議などで合意した考えは以下のとお
りである．中規模以下の通常の災害に対しては，
ハード対策で対応することが原則となる．この場
合，社会基盤整備は新設のみでなく，既存の施設

の有効活用や強度向上の視点も大切である．一
方，巨大災害に対しては，まず人命被害を最小と
することが災害対策上求められる．そのために
は，社会基盤施設のみでなく，ソフト対策との適
切な組み合わせによってカバーする必要がある．
つまり，大規模な被災を前提とするものの，影響
の分散化（多重防御），人命被害の最小化，復旧・
復興の迅速性，などを考慮した施設の整備・管理
が求められる．
　そこで，津波防災に関する 2 つの安全レベルが
提案された．発生間隔・頻度および規模を考慮し
て，外力レベルを想定することが重要である．す
べての人命を守ることを前提とし，主に海岸保全
施設で対応する津波のレベルと，海岸保全施設の
みならずまちづくりと避難計画をあわせて対応す
る津波のレベルの 2 つを設定する必要がある．当
時，土木学会（東日本震災特別委員会，津波特定
テーマ委員会）においては，以下の 2 つの考えを
中心に議論が行われた．
・ レベル 1：海岸線の津波防護レベル （海岸法 2

条・海岸保全計画・基本方針などに関連）
海岸保全施設の設計で用いる津波の高さのこと
で，数十年から百数十年に 1 度の津波を対象と
し，人命および資産を守るレベル

・ レベル 2：地域の津波減災レベル（地域防災計
画，津波対策変（災害対策基本法 40 条などに
関連）
津波レベル 1 をはるかに上回り，構造物対策の
適用限界を超過する津波に対して，人命を守る
ために必要な最大限の措置を行うレベル．対象
となる貞観津波クラスの巨大津波の発生頻度は
500 年から 1,000 年に一度と考えられる．

　さらに，2011 年 12 月に，「人の命が第一」，「災
害に上限はない」という考えのもと，「減災」の
視点に立ち，最大クラスの津波を対象に「逃げる」
ことを前提として，ハード・ソフト施策を組み合
わせた「多重防御」の発想による津波災害に強い
地域づくりを推進するため，「津波防災地域づく
りに関する法律」（平成 23 年法律第 123 号）が成
立した．同法に基づく津波防災地域づくりを推進
するに当たっては，まず，国土交通大臣が定める
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基本指針に基づき，都道府県知事が津波防災地域
づくりを実施するための基礎となる津波浸水想定

（津波があった場合に想定される浸水区域および
水深）を設定する．その設定のために津波浸水シ
ミュレーションを実施するに当たっては，東日本
大震災の津波で見られたような海岸堤防，河川堤
防等の破壊事例等を考慮し，最大クラスの津波が
悪条件下において発生することを前提に算出する
ことが求められる（国交省，2012）．
　このような津波に対する総合防災対策（復興の
理念でもある）の基本が整理された．大震災直後
では，これらの考え方の周知や理解，さらに，防
潮堤などの施設設計に関する合意などで時間を要
した．今後は，未災地における事前の復興計画を
議論することが重要であり，発災直後での混乱時
に議論するのではなく，平時に事前の備えとし
て，関係者と具体的な取組を始めておくことが必
要である．南海トラフ地震の影響地域の自治体等
では，すでに始まっている地域もある．
5．2　学際連携研究の推進
　1. 2 で学際的な研究について述べたが，その中
で実施された取組の一例を紹介したい．先日，地
質学，歴史学，津波工学，海岸工学，災害情報学
など学際分野の連携により，10 年間で得られた
知見をまとめた総説論文が掲載された（Goto et 
al., 2020）．この論文中では，2011 年東北地方太
平洋沖地震津波が被災地域の環境や生態系に及ぼ
した直接的影響と，その後長期にわたる間接的影
響の継続性について，震災後に得られた知見がま
とめられている．また，震災前後において東北地
方太平洋沖で発生し得る巨大地震津波についてど
のような知見が得られており，それを基にどのよ
うな津波防災計画が立てられていたのかなど，政
策決定に関わる分野についても検証と評価が行わ
れた．加えて，今後において，2011 年の震源域
だけでなく北側や南側では，近い将来の地震津波
リスクが高いことも指摘しており，実際余震も含
めて以前より高い活動が見られている．
　以上のように，複数の学術分野にわたる知見が
学際的かつ体系的に整理されており，国内外各地
での今後の津波リスク評価や，それを基にした政

策決定や対策立案の際に指針となり得る重要な論
文であると思われる．また，東日本大震災後，今
回の震災を後世に伝承するために震災遺構の整備
が進められ，住居の高台移転などによる津波に強
い街づくりが進められているが，本論文で歴史・
地質・考古記録を精査した結果，このような巨大
津波の伝承活動や，より安全な地域への住居の移
転は過去の巨大地震津波発生後にも実施されてい
たことが分かった．しかしながら，過去の災害の
伝承は後世の人々には十分に受け継がれておら
ず，地質学・歴史学・考古学的には「既知」でも
社会的には「未知」であった 2011 年の地震津波
により，「想定外」の被害がもたらされたとまと
めている．
5．3　生存学研究―新たな融合領域
　もう 1 つ新たな学術融合領域を紹介したい．そ
れが「災害からの生存学」である．過去において
も多くの犠牲者を出しているが，その死因の実態
やそれに基づく生存のあり方については，検討が
ほとんどされていない．東日本大震災では，溺死
に加えさまざまな亡くなり方が記録された．そこ
で，宮城県警察本部から提供された東日本大震災
における犠牲者情報の分析を行っている．本デー
タの特徴は，死因や遺体発見場所が記述されてい
る点であり，このようなデータを用いた研究は世
界初である．死因に着目したこの研究では，まず，
疾病・傷害および死因の統計分類（ICD-10）に
基づき分類し，法医学の視点で分類結果を統合す
る手法を検討した．検討手法を約 140 とおりの死
因記載に適用した結果，東日本大震災における宮
城県での死因は，12 に分類できることが示され
た．これまで，東日本大震災における死因分類は
4 とおりで分類されていたが，本研究により，圧
死・損傷死・その他が，9 つの死因に分類された．
また，本研究で提案した分類手法は汎用性が高い
ことから，発災後の犠牲者分析研究で，世界的に
用いられるポテンシャルを有している（Seto and 
Imamura, 2020）．
　また，これまで犠牲者の自宅住所に基づいた分
析は行われてきたが，日中に発生した災害のた
め，実態とは異なる点も確認されていた．本研究
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では，遺体発見場所に着目しているため，東日本
大震災における実際的な犠牲者分布が示された．
発見されたご遺体数の分布は，これまで明らかに
なっていなかった．また，防災・減災の研究に加
え，震災伝承・慰霊の観点でも，きわめて重要な
知見となると考える．
5．4　おわりに―被害予測に向けて
　東日本大震災では，過去に経験のない規模の地
震や津波が発生したが，当時の高密度観測データ
と現地での貴重な調査データがあり，未曾有のハ
ザードと被害実態はかなり明らかになりつつあ
る．その上で，ハザードからの外力を推定し，被
害程度との対応を示す被害関数を推定すれば，今
後に同様な状況が生じる場合に対して被害の推算
が可能となり，事前にそれぞれに対策をとること
により事前防災や減災が実施できることが期待さ
れる．現在，そのようなアプローチで内閣府の検
討会（モデル検討会と対策検討ワーキング）など
で審議され，南海トラフに加えて日本海溝・千島
海溝での最大クラスの地震をターゲットに対策が
進められている．
　この 10 年間の研究の中で実施された被害関数
の研究事例としては，過去のデータや統計的な
データに基づいて，外力として浸水深や波高に対
してどのくらいの死亡率（犠牲者率）または家屋
破壊率になるか，などの関係式が提案されている

（Suppasri et al., 2016, 2019  ; 宮本ら，2020）．さ
らに，船舶，海洋生態（アマモ場），などの評価
も行われている（Muhari et al., 2015  ; 木村ら，
2020）．今回の震災で，より詳細な調査等により
実態が分かるようになると，外力としては流速や
流体力が追加されたり（Charvet et al., 2015），
漂流物や津波火災などの要素も加わり複雑さが増
してしまう状況も報告されている．また，人的被
害においても溺死だけでない死因が判明したり，
家屋も年代により強度が変わる状況も分かってき
た．
　しかしながら，広域で複合的な災害に対して
は，簡単ではない．津波来襲前の強震動や液状化
の影響も考慮しなければならない．当に，複合型
外力作用の中で，連鎖的な影響や被害が生じてい

たことになる．今後，さらなる解析が進み，この
ような場合においても被害予測が可能になるよう
な取組みが不可欠であり，その成果を期待してい
る．
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2021年 2月 13日福島県沖の地震（M7.3）

　2021 年 2 月 13 日 23 時 07 分，福島県沖の深
さ 55 km で M7.3 の地震が発生し，宮城県と福
島県で最大震度 6 強の揺れが観測された（図
1）．この地震により，死者 1，重傷 16，軽傷 170
の人的被害があったほか，全壊 69，半壊 729 等
の住家被害があった（消防庁：3 月 29 日現在）．
また，東北新幹線が電柱の折損や高架橋の損傷
によって一部区間が 10 日間の運休となり，常
磐自動車道では土砂崩れによる通行止めが多発
するなど，交通に大きな支障をきたした．
　国内における M7 級地震の発生は 2016 年 11
月 22 日福島県沖の地震（M7.4）以来 4 年 3 カ
月ぶり，また，日本国内で震度 6 強以上を観測
し た の は 2019 年 6 月 18 日 山 形 県 沖 の 地 震

（M6.7）以来 1 年 8 カ月ぶりであった．
　この地震で，宮城県山元町の強震観測点では
1,432 ガルの加速度が記録され，これは 2016 年
4 月 16 日熊本地震（M7.3）の際に震度 7 となっ
た熊本県益城町で記録された 1,362 ガルを上
回った．防災科研（2021a）は，宮城県山元町
の一部地域で震度 7 相当の揺れがあったとする
面的推定震度分布を公表している．強震波形記
録は短周期成分が卓越しており，構造物の被害

を大きくした一因と考えられている．
　余震活動は北東︲南西方向の長さ約 40 km の
領域に集中し，本震はその北端付近の深い場所
に位置している．図 2 は，S-net（日本海溝海
底地震津波観測網）のデータを含め観測点補正
値を用いて再決定した 2 月 13～14 日の余震分
布を示す（防災科研，2021b）．これによれば，
余震群は太平洋プレート上面よりも深部にあ
り，東傾斜する面に並んでいることが分かる．
　すなわち，今回の地震は沈み込む太平洋プ

図 1　 2021 年福島県沖の地震の震度分布，および
本震の発震機構解（気象庁，2021）

図 2　 観測点補正値を用いて再決定された 2 月 13
日の本震（星印）と 2 月 14 日 6 時までの余
震分布．背景の色薄震源は 2016 年 6 月 1 日
から 2021 年 2 月 13 日 23 時までに周辺で発
生した地震を示す．上段は震央分布，下段
は AB 方向の垂直断面図（防災科研，2021b
に加筆）
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レートの内部で発生したやや深い地震であり，
このために大きな津波は伴わず，宮城県石巻で
最大 20 cm，仙台と福島県相馬でそれぞれ 10  
cm の津波が観測されたのみであった．
　この地震の発震機構は西北西︲東南東方向に
圧力軸を持つ逆断層型（図 1）であり，福島県
浜通りの GNSS 観測点では西方向に 2 cm 弱の
水平変動が観測された．国土地理院（2021）は，
地殻変動データに基づいて走向 N37°E，南東
に 36°で傾く長さ 44 km，幅 22 km の断層面上
で，75 cm のすべりがすべり角 97°で生じたと
する断層モデルを提出している．
　一方，防災科研（2021b）は，強震波形記録
を用いた震源インバージョン解析を行って図 3
に示すような最終すべり分布を求め，その最大
すべり量は 2.7 m であったと報告している．
　なお，本地震について，気象庁は 2011 年東

図 3　 強震波形記録を用いた震源インバージョンに
よる 2021 年福島県沖地震の最終すべり分布．
星印が本震（破壊開始点），青丸は本震発生か
ら 1 日以内に発生した余震の震源を示す（防
災科研，2021b）

図 4　 東北地方太平洋沖地震後 10 年間の地震活動．青点は M3 以上の地震，星印は M≧7 の地震（赤は本震と
同日，橙は同年，黄は翌年以降の発生を示す）．a は気象庁の定める余震活動の領域，緑のコンターは
Iinuma et al.（2012）による本震の大すべり域を 10 m ごとに示す
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北地方太平洋沖地震（M9.0）の余震であると
発表している．図 4 の青い点は，東北地方太平
洋沖地震後の 10 年間に発生した M3 以上，深
さ 100 km 未満の地震を示すが，震源は岩手県
沖から茨城県沖にいたる南北約 500 km，東西
約 200 km の広大な範囲に分布している．
　これまで気象庁は「ホームページ→各種デー
タ・資料→顕著な地震の観測・解析データ→平
成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」の
中で，図 4 中の矩形領域 a を「余震活動の領域」
と定め，この領域内の地震は同地震の余震であ
るとしてきた．しかし，東日本大震災から 10 年
となることを受け，気象庁は「余震と考えられ
ます」という表現を今後は用いない方針に変更
した（令和 3 年 4 月 1 日気象庁「お知らせ」）．
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1． は じ め に

　南海トラフとは，駿河湾から九州東方沖までの
約 750 km 続く海溝である．海溝とは海のプレー
トが陸のプレートの下に沈み込む場所で，一般的
に深い溝のような地形を作っているためそう呼ば
れている．南海トラフは，フィリピン海プレート
がユーラシアプレート（西日本列島はこのプレー
トの一部）の下に沈み込んでいく境界部であり，
海底に深い溝が刻まれているが，日本海溝などに
比べると，その水深は比較的浅い（約 4,000 m
級）．ではなぜ南海海溝と呼ばないのかというと，
その地形の発見の起源に遡るようである．深い海
の水深を計測するには音波を使わなければならな
い．現在の海底地形調査装置が開発される前は，
船から海底に向けて発振した音波が，海底で反射
して船まで戻ってくる時間を計測して，水深に換
算していた．音波が海水中を伝わる速さは，約
1,500 m/ 秒であることを利用しているのである．
こうやって 1 点 1 点水深を計測していくわけだ
が，目で確認できない深海の地形を把握するのは
きわめて困難な作業であり，西日本の沖合に細長
く窪んだ地形があることがわかり，トラフ（舟状
海盆あるいは舟状凹地）と呼ばれるようになっ
た．1960 年代後半に提唱されたプレートテクト
ニクス理論が定着する前にこの地形が発見された
ため，海溝であってもトラフという地形名称がそ
のまま使われたのである．
　南海トラフ沿いでは，M8 以上の巨大地震が繰
り返し発生していることでも注目されているが，
同時にこの巨大地震を発生させているプレート境
界断層のうち，上下のプレートが固着していると
考えられる部分のいちばん浅い場所は，世界中の
巨大地震発生帯の中でいちばん浅い場所に存在し

ていると考えられている．つまり南海トラフは，
深海掘削によって巨大地震発生物質を取り出せる
唯一の場所として理解されている．そのため，こ
の南海トラフ巨大地震発生帯を掘削し，地震発生
物質を採取し，さまざまな現場計測，リアルタイ
ム孔内観測（モニタリング）を行うことが，「南
海トラフ地震発生帯掘削計画」（以下「南海掘削」
と呼ぶ，http://www.jamstec.go.jp/chikyu/j/
nantroseize/）であり，国際計画（IODP: 統合国
際深海掘削計画，現在の国際深海科学掘削計画）
として，2007 年より地球深部探査船「ちきゅう」

（以下「ちきゅう」と呼ぶ）によって実際の掘削
計画が開始された．「南海掘削」は，IODP の提
案として 2003 年に提案され，2007 年 9 月より掘
削が始まった．結果として 2019 年 3 月まで断続
的に継続され，13 航海（Expedition），17 サイト
で 80 孔の掘削を行い，掘削総延長は約 38 km に
もおよび，コア試料の総回収長は 4.7 km にも達
した．延航海日数は 887 日である．本小論では，

「南海掘削」の概要とその成果のトピックスを紹
介し，巨大地震の理解がどれだけ進んだかを紹介
する．

2．「ちきゅう」の紹介

　地震の研究にはさまざまなアプローチがなされ
ているが，物質科学的なアプローチは，どうして
も地震を発生させている現場に到達し，その場で
の観測・計測，そして試料採取が必須である．こ
の目的のために地球深部探査船「ちきゅう」が建
造された．「ちきゅう」は世界初の設計段階から
科学掘削を目的として建造された掘削船である
が，その設計には当初から巨大地震発生帯を掘削
することを念頭に，大水深での大深度掘削を可能
とする技術が検討され，石油掘削でも用いられて

南海トラフ地震発生帯掘削計画が明らかにしたこと

倉本真一
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いたライザー掘削手法を採用した．また科学掘削
船であるので，掘削試料をすぐに計測・分析でき
るように船内には最先端の研究室が備えられ

（http://www.jamstec.go.jp/cdex/j/sciencesupport/
laboratory/），国際的に選抜された研究者が共同
で作業，議論できる環境が整えられている．
　「ちきゅう」は 2001 年度から足掛け 5 年の歳月
を費やし，2005 年 7 月 29 日に完工し，独立行政
法人海洋研究開発機構（現 国立研究開発法人海
洋研究開発機構）に引き渡された．主要目として
は，全長 210 m，全幅 38 m，櫓（やぐら）の高
さは船底から 130 m，総トン数 56,752 トン，最大
乗船人員 200 人，主機関はディーゼル・エレクト
リック方式を採用している（図 1）．「ちきゅう」
の特徴はライザー掘削能力を持った世界屈指の科
学掘削船であると同時に，最先端の洋上研究所で
あることである．ライザー掘削とは，「ちきゅう」
と海底までをライザーパイプと呼ばれる鉄管

（「ちきゅう」は内径約 50 cm のものを採用）で繋
ぎ，その中を掘削パイプが貫通し，掘削パイプの
先端に取り付けられた掘削ビット（削り歯）を回
転させることによって掘り進む．掘削パイプ先端
からは密度を調整した掘削流体（泥水：でいす
い）を循環させ，掘削ビットから排出された泥水
は，ドリルパイプとライザーパイプの隙間を通り
船上まで戻ってくる．この泥水を循環させながら
掘削を行うのがライザー掘削の特徴である．カッ
ティングスと呼ばれる地層を掘るときに生じる岩
石の破片を泥水とともに船上まで持ち上げて

（rise）くるので，ライザー（riser）掘削と呼ば
れる．ライザー掘削の詳しい説明は割愛するが，
この泥水圧（泥水の密度×船から掘削孔の底まで
の垂直距離）と海底下の地層圧を均衡させること
によって掘削孔をつぶれないようにすることがで
き，海底下深くまでの掘削を可能にする唯一の方
法である．
　「ちきゅう」は主に深海で掘削作業を行うため，
錨を降ろして船を定点に固定することはできな
い．そのため，洋上に浮かんだままで定点を保持
する技術が必要であり，その技術を定点保持シス
テム（DPS：Dynamic Positioning System）とい

う．「ちきゅう」は直径約 4 m のスクリュー（ア
ジマススラスター）を 6 基装備している．それぞ
れが独立に 360 度方向転換でき，同時に推進力を
変化させることができる．このアジマススラス
ターは，船尾部に装着されている 2 基を除いて，
すべて船底より上に格納することができる．この
ほかに船首にはトンネルスラスターが 1 基装備さ
れている．これらのスラスターを個々独立に自動
制御して，船にかかる外力に対して反対の力を発
生させて，船を定点に固定させるというのが基本
原理である．船にかかる外力（風，波，潮，うね
りなど）は船に装備されたセンサーで計測され，
そのデータを処理コンピュータによって 0.5 秒間
隔ごとに外力のベクトルを計算している．処理コ
ンピュータは同時に 3 系統で別々に計算処理さ
れ，結果を比較し，間違いのないことを確認しな
がらスラスターに指令を送るシステムとなってい
る．船の位置データは GNSS（Global Navigation 
Satellite System）を二系統（それぞれ 2 基を同
時使用）使い，さらに位置精度を上げるために誤
差情報を人工衛星経由で受信し，精度を上げつつ
冗長性を確保している．また掘削時には海底に音
響灯台（トランスポンダー）を複数設置し，水中
部は独自の立体的な音響ネットワークを構築し
て，位置精度を確保している．また制御システム
としては，フィードフォワードシステムを導入し
ていることも特徴の 1 つである．巨大な船が動き
出してから，それを止める，あるいは方向を変え
るということは，慣性力が大きく，そう容易なこ
とではない．そのため，あらかじめモデル実験を
水槽で行い，実機の外力に対する振る舞い方の
データを収集・解析し，そのモデルに基づいて船
が動き出す前に動かないようにアジマススラス
ターをコントロールしている．
　科学掘削船としての最大の特徴は，採取した試
料をすぐさま船上で計測・分析する研究室を持っ
ていることである．「ちきゅう」には 4 階建ての
研究室が装備されている．掘削した試料は，温度，
圧力の変化や酸素に触れることによって，生物

（なまもの）のように掘削後すぐに変化していく．
そのためなるべく素早く，必要な計測や分析がで
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きるように研究室が設計されている．コアは約
10 m ごとに掘削され，船上に引き揚げられる．
それを 1.5 m ごとに分割し，まず非破壊計測を行
う．「ちきゅう」船上には X 線 CT スキャナやマ
ルチセンサーコアロガー（複数の物性計測セン
サーが並べられた台の上をコアが移動し，連続計
測が行われるシステム）などが配備されている．
非破壊計測によって，どこに重要な地質構造や地
層が存在するのかを見極め，その後コアを半裁

（縦割り）するまでに，さらに細かなサンプリン
グや計測などのポイントを決めるのである．非破
壊検査と同時に重要なのが，微生物の採取であ
る．なるべく地上の微生物との汚染がないように
して，これも掘削後すぐさまサンプリングを行
い，そのまま凍結させてしまうものや，培養や染
色して観察する物などに分けて作業が行われる．
この他にも，磁気遮蔽（シールド）室を備え，船
上でも地球磁場を約 1/100 にまで遮蔽し，高精度
で試料の古地磁気測定が行われている．また各種
高精度分析に欠かせない秤量のために，揺れる船
内でも 0.1 g 程度のものを 0.5% 以下の精度で計測
ができる電子天秤システムを開発し，搭載してい
る．このように「ちきゅう」は，設計段階から科
学掘削を目的として建造された掘削船であり，世
界でもユニークなファシリティーとして誕生し，
世界第一級の科学テーマを解明するために運用さ
れている．

3．「南海掘削」成果概要

　掘削計画は紀伊半島沖の南海トラフ付加体に集
中するように計画された（図 2）．その理由は，
南海トラフ沿いの地震履歴は，およそ 1,000 年以
上にわたってその概要が分かっていることに加
え，特に紀伊半島沖は東南海地震（1944 年）と
南海地震（1946 年）の破壊開始点付近という特
異性が注目されたこと，そして反射法地震波探査
によってプレート境界断層が比較的明瞭に可視化
されたことも大きな動機となっている．全体計画
としては，沈み込む前のフィリピン海プレート上
での掘削から，南海トラフ付加体を横断するよう

にさまざまな地点で掘削を行い，前弧海盆である
熊野海盆まで掘削範囲が広がっている．付加体と
は，海洋プレートが沈み込む際に，海洋プレート
上部の堆積物から玄武岩層程度までをはぎ取りな
がら陸側のプレートに貼り付けてできあがった地
質構造を指している．つまり付加体が作られてい
く歴史は，巨大地震の歴史でもある．したがって，
計画初期の掘削はこの付加体に働いている応力や
地震発生領域に持ち込まれる堆積物（地震発生帯
を構成する起源物質と考えられる）の組成を明ら
かにすることを目的として，比較的浅部掘削であ
るが，沈み込む前のプレート上面から海溝（南海
トラフ軸）を超え，前弧海盆である熊野海盆まで
の横断掘削を行った．
　まず掘削孔内での計測，つまり検層（logging）
を行い，孔内壁の比抵抗イメージの解析から孔壁
の破壊現象（borehole breakout）が起こってい
ることを明らかにした．この破壊現象は，掘削
ビットによって円形に掘削した孔壁が亀裂を伴い
楕円形に変形することを指し，その楕円の長軸方
向に対して 90 度方向の水平圧縮応力が働いてい
ると推定できる．この原理を使い，広域かつ深度
方向にどのように水平圧縮応力軸の方向が変化す
るのかを計測できる．結果としては，南海掘削の
地域では，現在のフィリピン海プレート沈み込み
方向とほぼ平行に水平圧縮応力が働いていること
が明らかになった（Tobin et al., 2009）．また，
付加体先端部（南海トラフ軸付近，つまり堆積物
が付加を開始したばかりの場所）で発見された断
層 は， こ れ ま で そ こ は 常 識 的 に は 非 地 震 帯

（a-seismic zone）であって，地震を発生させるよ
うな高速滑りの様相を示す断層は存在しないと考
えられていたが，実際，掘削してみると鋭利な断
層面が発見され，高速滑りを起こしていたと考え
られた．その後，断層面を含む周囲の堆積物の炭
質物を用いた熱履歴（ビトリナイト反射率）を調
べてみると，断層運動による高温の摩擦発熱の証
拠を突き止め，やはりこの断層は高速滑りをして
いたことが明らかとなった（Sakaguchi et al., 
2011）．海底まで突き抜けるこの断層は，おそら
く地震時に海底地形の急激な変化を伴い津波を発
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生させたと考えるのが自然であるが，まだその証
拠は明らかではない．この南海掘削での成果を議
論，論文化している最中に 2011 年 3 月 11 日東北
地方太平洋沖地震（以下「東北地震」と呼ぶ）が
発生した．
　東北地震発生直後から当該海域での調査も開始
し，南海掘削の成果と合わせて，巨大津波発生の
メカニズムについて議論が始まった．東北地震の
震源は，地下約 24 km 付近で発生したものが，
プレート境界断層沿いに滑りを伝搬し，海溝まで

到達したと考えられている．地震前後の海底地形
変化（Fujiwara et al., 2011）や，地殻構造の変化

（Kodaira et al., 2012）から，日本海溝軸付近では，
上盤側のプレートが水平方向（東方向）に約
50 m 移動，そして同時に垂直方向に約 7～10 m
隆起したことが示唆された．このような地震時の
地殻変動は，これまでの経験では理解しがたいほ
ど大きな変化であり，当初は多くの研究者がその
結果に疑問を持った．地震時の短い時間に，これ
だけの変位をしたとすれば，断層面（プレート境
界断層）では摩擦熱が発生し，それを計測できれ
ば地震断層の性質を解明できるという仮説に基づ
き，国際研究チームによる緊急の掘削計画が立案
され，2012 年 4 月に掘削を実施することになっ
た（JFAST：http://www.jamstec.go.jp/chikyu/
j/exp343/index.html）．
　掘削地点は，水深約 7 km の大水深域であり，
そこからプレート境界断層まで到達するには海底
下約 1 km の掘削を求められた．総延長 8 km に
もおよぶ掘削パイプの展開は「ちきゅう」として
も初めてのことであり，さまざまな海気象条件で
のパイプ強度の数値シミュレーションを行い，強

図 2　紀伊半島沖南海トラフ断面図に掘削地点を模式的に示した

図 1　 地球深部探査船「ちきゅう」．2005 年就航，2007
年より南海掘削を開始した
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靭な掘削パイプ類の緊急調達を行った．結果とし
てプレート境界断層の掘削に成功し，コア試料の
採取，検層データの取得に成功した．その結果，
プレート境界断層は厚さ 5 m 以下の薄い層であ
り，岩石としては粘土であることが判明した．断
層を構成する粘土のうち約 7～8 割はスメクタイ
トと呼ばれる粘土鉱物から構成されていることも
明らかになった．このスメクタイトは水を多く含
む粘土鉱物で，この試料を用いた摩擦実験による
と，粘土鉱物内の水が摩擦熱によって膨張し，透
水率の低い粘土層内では異常間隙水圧となって，
摩擦係数を低下させることに貢献することが明ら
かになった（Ujiie et al., 2013）．結果として，プ
レート境界断層は動きながら自身の発生する摩擦
熱によって断層面の摩擦係数を低下させ（thermal 
pressurization），滑りやすくなり，50 m にも及ぶ
滑りに及んだと推定された．同時に海底の 7 m の
隆起は，その上の 7 km の水塊を持ち上げること
になり，そのポテンシャルエネルギーによって津
波が発生し，巨大津波となって陸域を襲ったので
ある．南海トラフでも過去に発生した海溝軸付近
の断層活動によって発生した津波は，東北の津波
と同じメカニズムであったと推定される．過去に
起こった事例が明らかになった南海トラフは，こ
の結果も加味して，将来の予測（数値シミュレー
ション）にも取り入れられ，南海トラフ沿いの最
大規模の地震・津波予想は更新され，最悪のシナ
リオとしては M9 クラスの地震が想定されるに
至っている（内閣府，中央防災会議，http://
www.bousai.go.jp/jishin/nankai/model/）． こ の
成果は，掘削データから新たな巨大地震・津波像
を浮かび上がらせ，防災への提言に直結した好例
であろう．
　南海掘削では，掘削孔の一部に地殻変動観測を
行う長期孔内観測システムを設置し，孔内で高感
度のリアルタイム地殻変動観測が行われている．
現在までに紀伊半島沖の 3 孔に設置してあり，そ
れらは海底ケーブル（地震・津波観測監視システ
ム；DONET）に接続され，常時観測が行われて
いる．2016 年 4 月 1 日に三重県南東沖で発生し
た地震（M6.1）は，この長期孔内観測システム

によって高精度観測がなされた．その結果，1944
年の東南海地震以来，約 70 年ぶりにプレート境
界で中規模の地震が発生したと解析され，またス
ロー地震やその後に発生した遠地の地震に誘発さ
れた地震を多数観測することができた（Araki et 
al., 2017）．今後の巨大地震発生に向けて，その発
生に深く関係すると考えられているスロー地震

（Obara and Kato, 2016）の観測に，長期孔内観
測システムによる高精度リアルタイム地殻変動モ
ニタリングが大きな力を発揮すると期待される．
今後は紀伊半島沖だけでなく，四国～九州沖にも
長期孔内観測システムを展開し，南海トラフ全域
にリアルタイム観測網を展開することが重要であ
ろう．
　2018 年 10 月から半年間をかけて，南海掘削で
最も深い掘削孔となった C0002 サイトでの掘削
を行った．このサイトでは，これまでに 3 航海を
費やして，水深約 2,000 m のところから約 3,000 m
掘削を完了していた（図 3，左側模式図）．さら
にそこから約 2,200 m 掘削し，巨大地震発生帯の
最も浅い部分に到達する計画であった．これまで
の掘削で地層がほぼ垂直に傾動しており，しかも
非常に崩れやすい地層であることを経験していた
ので，泥水の比重や添加物の見直し，地層状況の
リアルタイムモニタリングの導入，そして孔内を
保護する拡張型ケーシングパイプの導入など，新
技術を導入して対応した．しかし，複雑な地質構
造と掘削孔周辺の急激な地質状況変化などに遭遇
し，現在の掘削技術では計画どおりの掘削は叶わ
ず，プレート境界断層に達することを断念した．
結局海底下 3,262.5 m まで掘削したが（科学掘削
の世界最深記録），当初目的のプレート境界断層
までは到達できなかった（図 3，右側模式図）．
掘削試料（カッティングス）を使った間隙率測定
の結果では，掘削深度が深くなるにつれて指数関
数的に間隙率が低下することから，深度とともに
より硬い岩石に変化していく，つまりプレート運
動を歪みエネルギーとして蓄積できる岩石ができ
あがっていく過程のスナップショットが観察され
たと考えている．
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4． 今後の計画

　プレートの沈み込み帯に刻まれた巨大地震の歴
史を深海掘削によって掘り起こし，過去の地震・
津波の描像が浮かび上がってきた．これまで想像
しなかった海溝軸付近でのダイナミックな変動
や，高精度孔内観測により，陸域から遠い沖合い
でのスロー地震を捉えることもできるようになっ
た．これらの成果から，現在も地下で確実に準備
されている地震の実態を解明するためには，地震
を発生させる現場そのものの理解，そして連続的

に地殻変動を高精度にモニタリングすることがき
わめて重要である．そのためには深海掘削が唯一
の手段であり，これからも「ちきゅう」を用いた
科学掘削によって，地震・津波の発生メカニズム
解明に深く切り込み，将来の地震・津波発生の予
測に向けたモニタリングによるデータの蓄積，解
析を続けていくことが重要であると考えている．
掘削試料や計測データ，そして海底下の高精度リ
アルタイムモニタリングによって，新たな次元で
の地震・津波研究の地平が広がると確信してい
る．また地震発生帯物質の採取はまだ成功してい
ないが，ひき続き技術的な検討に加え，より地下

図 3　 南海掘削のうち，いちばん深部まで掘削した地点（C0002 サイト）の模
式図．左図は，2018 年以前に掘削した模式図．右図は，Expedition 358
によって掘削した模式図．最深部は海底下 3,262.5 m まで達したが，今回
の掘削では巨大地震発生帯までは到達できなかった
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構造を明確に把握する技術革新も行い，再度挑戦
していきたい．地震国に住む国民の安全で安心な
社会の構築に，これからも深海科学掘削は大きな
成果をもたらすであろう．
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1． は じ め に

　わが国は古来より津波による被害を繰り返し受
けてきた．2011 年 3 月 11 日に日本海溝沿いで発
生した Mw 9.0 の東北地方太平洋沖地震による巨
大な津波（以下，2011 年東北津波と呼ぶ）は，
東北地方太平洋岸の広範囲に甚大な被害を及ぼし
た．発災から 10 年が経過した現在もなお，現地
にその爪痕を残している．こうした状況を踏ま
え，近い将来の発生が懸念される南海トラフ巨大
地震など，巨大地震・津波を対象に，事前の備
え・対策に資する，多様な津波ハザード情報を提供
するシステムを構築することは喫緊の課題である．
　2011 年東北津波発災の翌年，防災科学技術研
究所（以下，防災科研と呼ぶ）は多様な地震津波
に対する事前の備え・対策に資すること，および
国の地震調査研究推進本部地震調査委員会（以
下，地震本部と呼ぶ）津波評価部会が進めること
となった確率論的な津波評価に資することを目的
として，津波ハザード評価研究プロジェクトを開
始した．本研究プロジェクトでは，過去に発生し
たことが知られていない巨大地震・津波を含む，
多様な地震・津波を科学的知見に基づき合理的に
モデル化し，将来の津波ハザード評価に取り込む
ことを目標の 1 つとした．具体的には，将来の予
測や評価と不可分な不確定性や予測誤差を合理的
に整理，導入し，的確な評価を行うため，わが国
で従来多く用いられてきた決定論的な津波評価で
はなく，確率論的な津波評価を行うこととした．
　本プロジェクトの一環として，防災科研は確率
論的な津波ハザードの計算を実施し，地震本部津
波評価部会等での検討資料を提供することに加え
て，専門家による「津波ハザード情報の利活用に
関する委員会」（2013～2016 年，委員長：東京大

学地震研究所 佐竹健治教授）および「津波ハザー
ド・リスク情報の高度利用に関する委員会」

（2017～2018 年，委員長：東京大学地震研究所 
佐竹健治教授；2019 年～現在，岐阜大学工学部社
会基盤工学科 能島暢呂教授）を立ち上げ，確率
論的な津波評価によって得られる津波ハザード情
報の利活用に向けた議論を行っている．「津波ハ
ザード情報の利活用に関する委員会」が取りまと
めた提言において，津波リスク評価等を実施する
専門家に対する多様な津波ハザード情報を利活用
できる公開システムの必要性が指摘されている1）．
この提言を受けて，防災科研は多様な津波ハザー
ド情報を利活用できるシステム「津波ハザードス
テーション（J

ジェイディス

-THIS）」（以下，J-THIS と呼ぶ）2）

の開発を開始した．「津波ハザード・リスク情報
の高度利用に関する委員会」では，利用者それぞ
れの目的に応じて効果的に利活用できるシステム
であることを目指し，システムの高度利用に向け
た具体的な仕様や要望等の検討を続けている．こ
うした議論を踏まえ，防災科研は 2020 年 2 月に
J-THIS の運用を開始し，現在も改良を進めている．
　本稿では，J-THIS の概要，J-THIS が提供する
確率論的津波ハザード情報についての評価手法，
および J-THIS の特徴について説明する．

2． J-THIS の概要

　2021 年 1 月現在，J-THIS 2）では「南海トラフ
沿いで発生する大地震の確率論的津波評価」（地
震調査委員会，2020）3）について，より詳細な津
波ハザード情報を公開している．
　具体的には，南海トラフ沿いの大地震によって
発生する津波を対象に，
　1．南海トラフ海域に面する海岸（50 m メッ
シュ）に設定した地点（合計 357,437 点；以下，

津波ハザードステーション（J
ジェイディス

-THIS）の開発

土肥裕史・中村洋光・藤原広行
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ハザード評価点と呼ぶ）で，今後 30 年以内に一
定高さ以上の津波が来襲する確率（南海トラフ沿
いで大地震が起きたと限定した場合の超過確率；
以下，たんに超過確率と呼ぶ）の分布，
　2．ハザード評価点における津波高さと超過確
率の関係（以下，ハザードカーブと呼ぶ），
　3．津波伝播遡上計算に用いた波源断層モデル
の断層パラメータおよびすべり量分布，
　4．波源断層モデルごとに計算された最大の津
波高さ（以下，最大水位上昇量と呼ぶ）の分布，
　5．津波伝播遡上計算に用いた海底地形図，
といった津波ハザード情報を提供している．

3． 確率論的津波ハザード評価手法

　J-THIS 2）が提供する，地震調査委員会（2020）3）

の確率論的な津波評価結果の手法について概説す
る．地震調査委員会（2020）3）は，①地震の発生
可能性の評価，②波源断層モデルの設定，③海
底・陸域地形のモデル化，④津波高さの評価，⑤
ハザードカーブの作成，の手順で確率論的な津波
評価を行っている．詳細については，地震調査委
員会（2020）3）の考え方とその評価結果を詳述し
た藤原ほか（2020）4）を参照されたい．

3．1　地震の発生可能性の評価
　地震調査委員会（2020）3）は，南海トラフ沿い
の 大 地 震 の 発 生 が BPT（Brownian Passage 
Time）分布に基づく更新過程に従うと仮定した
うえで，「南海トラフの地震活動の長期評価（第
二版）」（地震調査委員会，2013）5）の考え方に基
づき，南海トラフ大地震の平均発生間隔を 88.2
年，ばらつきを 0.22 で設定し，評価開始時点
2020 年 1 月 1 日から 30 年間に次の南海トラフの
大地震が発生する確率（30 年発生確率）として
算出される 74.3% を用いている．
3．2　波源断層モデルの設定
　地震調査委員会（2020）3）は，南海トラフ沿い
で発生する地震の多様性を表現するため，さまざ
まな震源域の組合せや，不均質なすべり量分布が
津波に与える影響を考慮し，合計 2,720 種類の波

源断層モデル群を設定している．具体的には，地
震調査委員会（2013）5）が設定した，南海トラフ
沿いで発生するプレート間地震の地震発生領域区

図 1　 南海トラフ沿いで発生するプレート間地震の地
震発生領域区分．地震調査委員会（2013）5）に加筆

図 2　 震源域と波源断層モデルの対応関係．上段の（a）
の震源域 AB に，12 とおりの波源断層モデルが
対応し，下段の（b）の震源域 CD にも，12 と
おりの波源断層モデルが対応している
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分（図 1）の組合せによって震源域を表現してお
り，設定した震源域に対して，大すべり域の空間
分布の多様性を考慮した波源断層モデルを設定し
ている（図 2）．
　J-THIS では，2,720 種類の波源断層モデルの詳
細（断層パラメータおよびすべり量分布）を閲覧
することができる（4.2.1 項参照）．
3．3　海底・陸域地形のモデル化
　地震調査委員会（2020）3）は，内閣府の「南海ト
ラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）」6）およ
び「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討
会」7）が作成した海底・陸域地形のメッシュデータ
を使用している．メッシュのサイズは沖合から順に
1,350，450，150，50 m の 4 種類とし，ネスティン
グを用いて津波伝播遡上計算を行っている．
　J-THIS では，メッシュサイズごとに海底地形
図を閲覧することができる（4.3 節参照）．
3．4　津波高さの評価
　地震調査委員会（2020）3）は，「波源断層を特性化
した津波の予測手法（津波レシピ）」（地震調査委員
会，2017）8）に基づき津波伝播遡上計算を行ってい
る．確率論的な津波評価では，津波伝播遡上計算に
よって得られる最大水位上昇量を，不確定性を含む
確率変数として扱い，津波高さの真値がその周りに
ある確率密度分布で存在していると考える．
　J-THIS では，2,720 種類の波源断層モデルごと
に計算された，各ハザード評価点における最大水
位上昇量を閲覧することができる（4.2.2 項参照）．
3．5　ハザードカーブの作成
　地震調査委員会（2020）3）は，現在の南海トラ
フの地震サイクルにおいて，176 種類の震源域の
組合せ（以下，震源域パターンと呼ぶ）の中のい
ずれか 1 つのみが出現し，残りの 175 種類の震源
域パターンは出現しないと考えている．同様に，
348,345 種類の波源断層モデルの組合せ（以下，
地震パターンと呼ぶ）の中のいずれか 1 つのみが
出現し，残りの 348,344 種類の地震パターンは出
現しないと考えている．すなわち，震源域パター
ンそれぞれは互いに排反の関係にあり，地震パ
ターンそれぞれも互いに排反の関係にあるといえ
る（図 3，表 1）．

　ハザードカーブ，すなわち，ハザード評価点ご
とに，評価開始時点 t（直近の大地震からの評価
時点までの経過時間）からΔ t 年間に，南海トラ
フの大地震によって発生する津波の最大水位上昇
量 H がある閾値 h を超える確率（超過確率） 
P（H＞h;Δ t）は以下のように表現される．

P（H＞h;Δ t）＝P（t,Δ t）∑kW（Qk）P（H＞h│Qk） （1）

ここで，P（t,Δ t）は評価開始時点 t からΔ t 年間に
次の南海トラフの大地震が発生する確率であり，
t＝2020 年 1 月 1 日，Δ t＝30 年，P（t,Δ t）＝
74.3% を与える．また，W（Qk）は k 番目の地震パ
ターン Qk の重み，P（H＞h│Qk）は次の南海トラ
フの大地震が k 番目の地震パターン Qk として発
生する場合に，海岸のある地点において，最大水
位上昇量 H がある閾値 h を超える条件付きの超

図 3　 震源域パターンと地震パターンの対応関係．震
源域 AB を持つ波源断層モデルが 12 とおり，震
源域 CD を持つ波源断層モデルも 12 とおりの場
合，震源域 AB と震源域 CD から構成される震
源域パターンに対応する地震パターンは 12×12
＝144 とおり存在する． 
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過確率である．
　地震調査委員会（2020）3）は，k 番目の地震パ
ターン Qk を構成する，jmax 個の波源断層モデル
Ejk（j＝1,…jmax）によってあるハザード評価点に対
して計算された最大水位上昇量 H はそれぞれ確
率的に独立であると考え，P（H＞h│Qk）を以下
のように表現している．

P（H＞h│Qk）＝1－∏
j＝1 

jmax 

{1－P（H＞h│Ejk）} （2）

ここで，P（H＞h│Ejk）は波源断層モデル Ejk で
近似される地震が発生した場合に，当該ハザード
評価点において，最大水位上昇量 H がある閾値
h を超える条件付きの超過確率である．
　地震調査委員会（2020）3）は，すべてのハザー
ド評価点で計算したハザードカーブをもとに，最
大水位上昇量を 3，5，10 m に固定し，今後 30 年
以内に 3，5，10 m 以上の津波が海岸に来襲する
超過確率（30 年超過確率）を公表している．
　J-THIS では，3，5，10 m それぞれに対する 30
年超過確率分布と，すべてのハザード評価点

（357,437 地点）におけるハザードカーブを閲覧す
ることができる（4.1 節参照）．

4． J-THIS の特徴

　本章では，津波ハザード情報を 3 つの観点（確
率論的津波ハザード評価結果，波源断層モデル・
津波伝播遡上計算結果，海底地形図）からとらえ，
J-THIS 2）の特徴を解説する．

4．1　確率論的津波ハザード評価結果の表示
4．1．1　30 年超過確率分布
　南海トラフ沿いで発生する大地震によって，今
後 30 年以内に 3 m 以上，5 m 以上，10 m 以上の
津波が来襲する確率（30 年超過確率）を選択し，
地理院地図に重ねて表示することができる（図 4

（a））．また，地図を拡大すると，ハザード評価点
ごとの南海トラフ地震に対する超過確率を表示す
ることができる（図 4（b））．この地図を見るこ
とで，南海トラフに面した太平洋沿岸地域のどこ
の海岸が他に比べて相対的に津波に襲われる可能
性が高いか低いかを知ることができる．
4．1．2　ハザードカーブ
　30 年超過確率分布図（図 4（b））上で地点を選
択すると，当該地点におけるハザードカーブを表
示することができる（図 4（c））．ハザードカーブ
にマウスカーソルを合わせると，最大水位上昇量
に対応した，30 年超過確率の値を表示すること
ができる．
4．2　 波源断層モデル・津波伝播遡上計算結果の

表示
4．2．1　 波源断層モデルの断層パラメータおよび

すべり量分布
　J-THIS では，震源域パターンを選択したうえ
で，その震源域パターンを構成する波源断層モデ
ルを選択する（図 5（a））（震源域パターンや波源
断層モデルについては，図 3 および表 1 参照）．
　波源断層モデルを選択すると，断層パラメータ
を表示するとともに，すべり量分布を地理院地図
に重ねて表示することができる（図 5（b），（c））．
4．2．2　津波伝播遡上計算結果
　選択した波源断層モデルについて，津波伝播遡
上計算によって得られる，海岸での最大水位上昇
量を地理院地図に重ねて表示することができる

（図 5（d））．また，地図を拡大すると，ハザード
評価点ごとに最大水位上昇量を表示することがで
きる（図 5（e））．
　なお，前述の確率論的津波ハザード評価結果の
表示（4.1 節）において，30 年超過確率分布図（図
4（b））上で地点を選択すると，津波伝播遡上計
算結果のうち，当該地点における最大水位上昇量

表 1　 地震調査委員会（2020）3）が設定した震源域，波
源断層モデル，震源域パターン，地震パターンの
まとめ

種別 数量 備考

震源域 79 断層の位置・大きさ・形状
のみが指定され，すべり不
均質が未指定のもの

波源断層モデル 2,720 震源域にすべり不均質が指
定されたもの

震源域パターン 176 １つ以上の震源域の組合せ

地震パターン 348,345 １つ以上の波源断層モデル
の組合せ
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上位 5 つを表示することができる（図 4（d））．
波源断層モデル名をクリックすると，当該モデル
の断層パラメータとすべり量分布および最大水位
上昇量分布を表示することができる．
4．3　海底地形図の表示
　 津 波 伝 播 遡 上 計 算 に 使 用 し た 海 底 地 形 図

（1,350，450，150，50 m の 4 種類）を地理院地図
に重ねて表示することができる（図 6（a），（b））．
　また，海底地形図を南海トラフ地震に対する
30 年超過確率分布図や最大水位上昇量分布図に
重ねて表示することも可能であり（図 6（c）），最
大水位上昇量と海岸付近における海底地形の特徴

を比較することができる．

5． お わ り に

　利用者それぞれの目的ごとに，必要とされる津
波ハザード情報は多岐にわたる．提供する津波ハ
ザード情報がより広く効果的に津波防災対策に活
用されるためには，その意義・有効性とともに，
津波ハザード評価における仮定や限界をわかりや
すく利用者に示すとともに，利用者のニーズや要
望を参考とした，さらなるシステムの改良が必要
である．

図 4　 J-THIS で閲覧できる確率論的津波ハザード評価結果．（a）今後 30 年以内に 3 m 以上，5 m 以上，および
10 m 以上の津波が来襲する確率を選択し，地理院地図に重ねて表示できる（図では 5 m 以上を選択）．（b）
地図を拡大し，ハザード評価点ごとに表示できる．（c）（b）で地点を選択すると，当該地点におけるハザードカー
ブを表示できる．（d）津波伝播遡上計算で使用した 2,720 種類の波源断層モデル群のうち，当該地点における
最大水位上昇量上位 5 つを表示できる．モデル名をクリックすると，該当する波源断層モデルの断層パラメー
タとすべり量分布（図 5（b），（c）参照）および最大水位上昇量分布（図 5（d），（e）参照）を表示できる
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図 6　 J-THIS で閲覧できる海底地形図．（a）1,350 m メッシュの海底地形図．（b）50 m メッシュの海底地形図．（c）
海底地形図（50 m メッシュ）を最大水位上昇量分布図（図 5（c））に重ねて表示できる

図 5　 J-THIS で閲覧できる波源断層モデル・津波伝播遡上計算結果．（a）震源域パターンを選択したうえで，その
震源域パターンを構成する波源断層モデルを選択する．（b）選択した波源断層モデルの断層パラメータ．（c）
選択した波源断層モデルのすべり量分布を地理院地図に重ねて表示できる．（d）選択した波源断層モデルか
ら得られる最大水位上昇量を地理院地図に重ねて表示できる．（e）地図を拡大し，ハザード評価点ごとに表
示できる
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　J-THIS の利便性向上を目的として，利用者が
独自に構築したシステムに J-THIS が提供する津
波ハザード情報を直接的に取得できる仕組み，す
なわち Web API を公開する予定である．
　津波防災に資するシステムとなることを目指し
て，利用者のニーズや要望を参考に，今後も
J-THIS の改良を進める．
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1． は じ め に

　南米大陸の北西に位置するコロンビアは，南米
ではブラジルに次ぐ約 5,000 万人の人口を有して
おり，コーヒーや石油・石炭の輸出などを通して
安定的に経済成長が進んできた．アンデス山脈に
ある首都のボゴタは，800 万人が暮らしている大
都市である（図 1）．
　ボゴタ周辺には活断層が多数分布しており，歴
史的にマグニチュード（M）が 7 クラスの大きな
内陸地震が発生している．コロンビアの太平洋側
からは，ナスカプレートが南米プレートの下に沈
み込んでいる（図 1）．このコロンビア沈み込み
帯では，歴史的に津波を伴う大地震が発生し，沿
岸地域に被害を起こしてきた．またコロンビアの
北側にはカリブ海プレートがあり，南米プレート
の下に沈み込んでいると考えられている（図 1）．
歴史的にはこのカリブ海沈み込み帯での大地震の
記録はないものの，カリブ海沿岸は都市化が進ん
でおり，大地震が発生した場合の被害が懸念され
ている．
　コロンビアのアンデス山脈は 3 つに分岐してお
り，その中央にある山脈には活発な火山活動を起
こしているネバドデルルイス火山やガレラス火山
などがある（図 1）．1985 年に起こったネバドデ
ルルイス火山の噴火では，山頂の氷河が融けて生
じた泥流により 2 万人を超える死者がでた．この
ように，地震・津波・火山災害を受けてきたコロ
ンビアにとってそれらの災害の軽減は国家的な課
題である．
　2015 年から 2020 年にわたって地球規模課題対
応国際技術協力プログラム（SATREPS）「コロ

ンビアにおける地震・津波・火山災害の軽減技術
に 関 す る 研 究 開 発 」 が 実 施 さ れ た． こ の
SATREPS プロジェクトは，コロンビアと日本の
大学や研究機関（表 1）の研究者が地震・津波・
火山災害の軽減技術に関する研究開発を行い，そ
れらの技術をコロンビアにおいて自立的かつ発展
的に運用することを目的とし，日本の研究者の派
遣やコロンビアの研究者の招聘による共同研究に
より数多くの成果が得られた．主な成果として，

（1）地震と火山の監視能力の向上，（2）地震発生
過程の理解，（3）強震動および津波被害の予測，
があげられる．本稿ではその概要について紹介す
るとともに，今後の日本とコロンビアの防災分野
における協力の展望について述べる．

2． 地震と火山の監視能力の向上

　コロンビアにおける地震と火山の監視はコロン
ビア地質調査所（SGC）が行っている．SGC は
衛星通信を用いて地震波形データの伝送を行うテ
レメータを南米では最も早く導入するなど，地震
および火山の監視を先端的に進めてきた．このプ
ロジェクトでは，それらの観測機材を活用すると
ともに，地震の監視のために新たに広帯域強震計
をコロンビア全土に設置した（図 2）．大きな地
震が発生した場合，これまで用いられてきた広帯
域地震計では振り切れて地動の記録ができない場
合があるが，広帯域強震計はゆっくりとした揺れ
までを振り切れることなく記録が可能である．こ
れらの地震計は，後で述べる地震監視システムに
活用されている．さらにネバドデルルイス火山お
よびガレラス火山には，噴火に伴う大気の振動を
記録できる空振計などを導入した．

コロンビアにおける地震・津波・火山災害の
軽減に向けた日本の貢献

熊谷博之  
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　SGC では，SeisComP と呼ばれる世界で標準的
に使われている震源決定システムを運用してい
る．この SeisComP による震源情報（震源位置と
マグニチュード）は，津波の監視を行っているコ
ロンビア海洋機構（DIMAR）と防災情報を発出
するコロンビア危機管理庁（UNGRD）およびボ

図 1　 コロンビアおよびその周辺の地形とプレートの
配置

表 1　SATREPS プロジェクトの日本とコロンビアの参加機関とその主な役割

日本 コロンビア

名古屋大学（代表機関，地震・火山活動の監視と解析） コロンビア地質調査所（代表機関，地震・火山活動の
監視と解析）

防災科学技術研究所（強震動被害予測・情報伝達） コロンビア危機管理庁（防災情報の発信）

東京工業大学（強震動被害予測・情報伝達） ボゴタ危機管理庁（防災情報の発信）

東北大学（津波・強震動被害予測） コロンビア海洋研究機構（津波監視）

東京大学（火山活動の監視） ロスアンデス大学（強震動被害予測）

千葉大学（強震動被害予測） コロンビア国立大学（津波被害予測）

広島大学（強震動被害予測）

建築研究所（津波被害予測）

図 2　 コロンビアにおける広帯域強震計（黒三角）と
広帯域地震計（白三角）の配置

図 3　 ネバドデルルイス火山におけるさまざまな地震
と微動の震源分布と測地学的に推定されたマグ
マ溜まりからのマグマの上昇経路（Kumagai et 
al., 2019 を改変）
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ゴタ危機管理庁（IDIGER）と共有されている．
DIMAR は，地震発生から 3 分程度で決まる SGC
の震源情報に基づいて，津波到着時刻と波高を推
定するシステムの導入をこのプロジェクトを通し
て行った．このシステムでは，コロンビア沈み込
み帯で発生する可能性がある地震に対して，津波
シミュレーションにより事前に津波到着時刻と波
高の推定を行い，それをライブラリ化して用いて
いる．さらに SGC には，地震のメカニズムと津
波波高の推定を自動的に行うシステム（SWIFT-
TSUNAMI）がプロジェクトを通して導入され
た．このシステムでは，観測された地震波形から
推定された地震メカニズムを用いて断層すべりに
よる海底面の変形を計算し，それに基づいて津波
波形シミュレーションを行うことで津波波高の推
定を行う．よって，どのような地震に対しても津
波波高の推定が可能であり，想定外ということが
ない．このシステムは，地震発生から 10～15 分
で推定を行うことができ，広帯域地震計だけでな
く広帯域強震計も用いているため，大きな地震が
起こっても正確な推定が可能である．DIMAR の
システムと SGC の SWIFT-TSUNAMI を組み合
わせることにより，迅速かつ精度の高い津波推定
がコロンビアにおいて可能となった．
　火山監視に関しては，ネバドデルルイス火山と
ガレラス火山に加えて，プラセ火山（図 1）を対
象に，これらの火山で発生した地震の震源位置と
マグニチュードを自動的に推定できるシステム

（ASL）がこのプロジェクトにより導入された．

火山で起こる地震は，マグマなどの流体が関与し
て発生するため，波形が複雑で走時の読み取りが
難しいものが多く，SeisComP などで用いられて
いる走時に基づく震源決定手法が適用できない場
合が多い．ASL は，高周波数の平均振幅を用い
て震源決定を行っており，走時の読み取りができ
ない複雑な波形に対しても適用することができ
る．このシステムの導入により，さまざまな地震
や微動に対してリアルタイムでの自動の震源推定
が可能となった．ASL により推定されたマグマ
が関与した地震や微動の震源位置の分布から，ネ
バドデルルイス火山におけるマグマの上昇経路に
関する理解が深まった（図 3，Kumagai et al., 
2019）．さらに空振計の導入により噴火活動を詳
細に把握することが可能となった．噴火の発生と
規模を把握することは火山防災において最も重要
なことであるが，アンデス山脈にある火山の標高
は 4,000～5,000 m と高いため，山頂は雲に覆われ
ていることが多く，映像による噴火の把握は困難
な場合が多い．空振計の記録により，どのような
状況においても噴火の発生時刻と規模を推定する
ことが可能となった．さらに衛星の赤外線画像を

図 4　 エクアドル・コロンビア沈み込み帯における地
震発生モデルの概念図．従来のモデル（左図）
と Yoshimoto et al. （2017）に基づく新たなモデ
ル（右図）

図 5　 GNSS 観測値（黒矢印）から推定されたエクア
ドル・コロンビア沈み込み帯でのナスカプレー
トと南米プレートの固着率の分布（Sagiya and 
Mora-Páez, 2020 を改変）



44 ──地震ジャーナル　71 号（2021 年 6 月）

用いた熱異常の自動検出システムも構築され，噴
火 の 把 握 が 多 面 的 に 行 え る よ う に な っ た

（Castaño et al., 2020）．

3． 地震発生過程の理解

　1906 年に発生したエクアドル・コロンビア地
震は，エクアドル・コロンビア沈み込み帯におけ
る歴史上最大の地震である．その後も，この沈み
込み帯では，繰り返し M7～8 クラスの地震が発
生 し た． 従 来 の 研 究 で は，1942 年，1958 年，
1979 年に発生した 3 つの地震の震源領域が，
1906 年に一度に破壊されたことにより M8.8 とい
う巨大地震になったと解釈されていた（図 4）．

しかしながら，1906 年という近代的な地震観測
が行われる前の地震であったため，マグニチュー
ドの推定も含めて不確定な要素が多かった．この
プロジェクトでは，当時測定が行われていたハワ
イと日本の潮位記録に，この地震の津波が記録さ
れていることに着目し，その津波波形の解析から
この地震の震源過程を推定した．その結果，マグ
ニチュードは 8.4 と従来よりも小さい値となり，
断層すべりが起こった領域は上記の 3 つの歴史地
震とは重ならない領域であったことが示された

図 6　 セルビタ断層による想定地震（上図）とそれに
よるボゴタでの建物被害の推定（下図）．この地
震により，被害総額は約 33.6 兆コロンビアペソ

（約 1 兆円）に達することが推定されている 図 7　 エクアドル・コロンビア沈み込み帯における想
定地震（上図）とそれによるトゥマコにおける
最大津波波高の分布（下図）．最大 4.5 m を超え
る津波によりビシオサ島とトゥマコ島の大部分
が浸水することが推定されている（Escobar et 
al., 2020 を改変）
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（図 4，Yoshimoto et al., 2017）．さらにこのすべ
りモデルに基づいて 1906 年の地震に伴う強震動
の推定も行われ，観測された震度をおおむね説明
できることがわかった（Pulido et al., 2020）．こ
れらの結果は，従来の解釈とは大きく異なり，こ
の沈み込み帯で発生した大地震は重なり合わない
それぞれの震源領域で断層すべりが起こったこと
を示している
　SGC は地震・火山観測だけなく，GNSS（GPS）
を用いた地殻変動観測に関しても先進的に行って
きた．その長年蓄積された GNSS データにより，
プレート間の固着度の推定がこのプロジェクトを
通して行われた．ナスカプレートについては，エ
クアドル側の沈み込み帯で比較的高い固着が推定
された一方で，コロンビア側では固着率は小さい
値となった（図 5，Sagiya and Mora-Páez, 2020）．
この領域では 1979 年に M8.1 の地震が発生して
おり，トゥマコ（図 1）などに津波被害をもたら
した．これらの結果は，この沈み込み帯における
エクアドル側とコロンビア側でのプレート固着の
仕方が異なっているということを示している．一
方，カリブ海プレートにおいては，カルタヘナ

（図 1）の下に固着率が大きい領域が推定された．
この結果は，カリブ海プレートが南米プレートの
下に沈み込んでいること，さらにこの領域で大き
な地震が発生する可能性があることを示している．
　繰り返し地震と呼ばれる，マグニチュードが小
さく短期間で繰り返し発生する地震の解析が，こ
れら 2 つのプレートの沈み込み帯で行われた．繰
り返し地震は，小さなアスペリティと呼ばれる局
所的に固着率が大きい領域が繰り返し破壊される
ことにより発生し，周辺の固着率が小さい領域の
みで起こると考えられている．これら 2 つの沈み
込み帯での繰り返し地震は，上記の GNSS デー
タから推定された固着率の小さい領域のみに存在
すること，さらにコロンビア沈み込み帯の沖合に
も存在することが示された（Bermúdez-Barrios 
and Kumagai, 2020）．よって，繰り返し地震の解
析結果は，GNSS による固着率の推定結果を支持
するとともに，コロンビア沈み込み帯では沖合ま
で固着率が小さい領域が広がっていることを示唆

している．

4． 強震動および津波被害の予測

　ボゴタ周辺で地震が発生した場合に，ボゴタに
おける強震動および建物被害の推定を行うシステ
ムがこのプロジェクトを通して構築された．地震
の揺れの大きさは，震源からの距離とともに小さ
くなるが，地表付近の地質に大きく影響され，柔
らかい地盤があると増幅される．そのような増幅
率の解析を SGC および IDIGER の強震計観測網
で得られた地震波形データから行い，増幅率の推
定式を導出した（Miura et al., 2019）．さらにボ
ゴタにある個々の建物の位置・構造種別・価値に
関するデータベースを作成するとともに，強震動
に対して建物がどの程度被害を受けるかを評価で
きる被害関数を作成した．これらの関係を用いる
ことで，地震の震源位置とマグニチュードを入力
すると，ボゴタでの揺れと建物被害の推定を行う
ことができる．このアルゴリズムを用いて SGC
による震源情報に基づいて自動的かつ即時的に建
物被害推定を行うシステムを構築するとともに，
過去に発生した地震あるいは今後発生する可能性
がある地震についても，強震動および建物被害推
定が可能となった（図 6）．
　ボゴタは，アンデス山脈の標高 2,600 m の盆地
に形成された都市である．盆地の堆積物は基本的
に未固結の土壌であり，上述のように地震動の増
幅を起こしやすい．さらに盆地構造は長周期の揺
れも増幅しやすいという特徴がある．よってその
構造を調べることは，強震動の推定において重要
である．このプロジェクトでは，微動計と呼ばれ
る地動ノイズから地下構造を推定できる計測器を
コロンビアに導入し，ボゴタにおいて 1,000 点以
上の地点で微動観測を行うことにより，ボゴタ盆
地の詳細な 3 次元の地震波速度構造を推定した．
この構造モデルは，上述の強震動・建物被害推定
システムの高精度化に寄与するだけなく，高層ビ
ルに大きな揺れをもたらす長周期震動の評価にも
用いることができる．
　太平洋に面したトゥマコは，1979 年の地震
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（M8.1）による津波で，51 名の死者・行方不明者
を出すなど大きな被害が出た．その被害が出た地
域に現在 20 万人が居住しており，津波に対して
脆弱性が高い状態ある．このプロジェクトでは，
津波伝播・遡上シミュレーション手法を用いて，
トゥマコや他の沿岸地域における津波被害の定量
的な評価を行った．さらに，衛星画像・現地調
査・Google ストリートビューによりトゥマコに
おける建物データベースを作成した．この情報に
基づく構造モデルに対して数値計算を用いて津波
に対する耐力の解析を行い，被害関数を構築した

（Medina et al., 2019）．これにより津波の浸水予
測だけなく，それによる建物被害の定量的な推定
が可能となった．

5． 議　　　論

　上記のプロジェクト活動を通して，コロンビア
における地震・津波・火山災害を軽減するための
包括的な研究が行われ，開発されたシステムの多
くはコロンビアの関係機関に実装され運用されて
いる．さらに，各機関のホームページや Twitter
などのソーシャルメディアを通して地震・津波監
視や強震動・被害予測などに関する情報が発信さ
れている．地震監視に関しては，隣国のエクアド
ルと地震波形データの共有を行うとともに，エク
アドルにも SWIFT-TSUNAMI が導入されてい
るため，両国でこのシステムの更なる技術開発が
行われている．
　コロンビアにおける 2 つの沈み込み帯における
地震学的および測地学的研究は，この領域での地
震発生過程の理解に大きく貢献した．コロンビア
沈み込み帯における地震の起こり方や固着率分布
との関係や，カリブ海プレート沈み込み帯におけ
る高い固着率領域の存在については，今後さらに
観測の増強とそれらのデータ解析を通して研究を
進める必要がある．それと同時に，推定された固
着率分布から将来の起こりうる地震を想定し，ど
の程度の強震動や津波被害が発生するかの評価を
行っていく必要がある．それらの定量的な被害予
測に基づいて各地域の避難計画の策定が可能とな

る．そのような想定地震に対する津波被害の評価
に関する取り組みは，すでにトゥマコで進められ
つつある（図 7，Escobar et al., 2020）．
　火山に関しては，監視能力の向上だけでなく，
ネバドデルルイス火山の地震波速度構造とその時
間変化の推定（Londoño and Kumagai, 2018）や
ガレラス火山の低周波地震の発生過程の解明

（Taguchi et al., 2018）などの基礎研究に関して
も成果が上がっている．噴火活動の様式は各火山
で大きく異なるため，監視能力を強化するだけで
なく，過去に発生したさまざまな現象の理解を深
めることが，火山活動が活発化した場合にその推
移を予測する上で不可欠である．
　地震・津波・火山災害を軽減することは，わが
国においても容易なことではない．その原因は，
これらの現象が大きな多様性を持っており予測が
困難であること，さらに高度かつ複雑化した社会
の脆弱性が高まっていることに起因している．そ
の解決のためには，さまざまな沈み込み帯で研究
を行い，その知見を共有することが重要である．
沈み込み帯にはコロンビアのような途上国が位置
しており，そのような国と共同研究を行うために
は，各国の実情にあった技術や手法の導入や開発
が必要である．多くの途上国においては，観測イ
ンフラを独自に整備することは予算的にも技術的
にも可能になっている．その一方で，監視や被害
予測のための技術や知見といったソフト面での要
望が高まっており，そのような技術の導入と運用
のためには人材の育成が必要である．これらの方
向で，わが国が果たす役割は大きいと考えられ
る．このプロジェクトにおいてもコロンビアの研
究員を留学生として受け入れて，修士および博士
課程での教育・研究を行うとともに，若手の日本
人人材の育成も進めた．今後さまざまな枠組みを
用いて，このプロジェクトを通して構築された両
国の良好な関係を継続的に維持・発展させていく
ことが望まれる．
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発」は，科学技術振興機構（JST）と国際協力機
構（JICA）による助成により実施された．プロ
ジェクトの活動と成果の詳細は，終了報告書

（https://www.jst.go.jp/global/kadai/pdf/h2606_
final.pdf）に記されている．プロジェクトのグルー
プリーダーのネルソン・プリード博士，松岡昌志
博士，越村俊一博士および鷺谷　威博士との議論
は，本原稿を執筆する上で有益であった．以上の
皆様にお礼を申し上げる．
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　日本のジオパークは，現在 43 カ所となった．
日本ジオパーク委員会が発足したのは 2008 年，
それから 10 年間委員長をつとめ，2018 年から
中田節也さんにバトンパスした．世界ユネスコ
ジオパークも，43 カ所のうちの 9カ所が登録
されている．
　2008 年，当時のユネスコ事務局長であった
松浦晃一郎氏に，今までのジオパークは安定大
陸から生まれたものが中心であり，古い地質の
大地が多いが，変動帯にある日本が参加する
と，生まれたばかりの山が，あるいは生まれた
ばかりの岩盤の大地が加わることになるという
ことを伝えた．
　そして 2012 年，第 5回ジオパーク国際ユネ
スコ会議が島原市で開催されたとき，最終日に
発表された宣言の中に，ジオパーク活動に自然
災害を学ぶという役目があるという項目が加え
られた．
　大地を形作る変動帯の現象には，その大会が
開かれた島原ジオパークのように火山の噴火が
あり，室戸ジオパークのように砂岩と泥岩の互
層が物語る巨大地震の繰り返しがあり，三陸ジ
オパークのように大災害をもたらす大津波があ
る．
　ジオパークの中にある大地震の典型的な例と
して，1930 年北伊豆地震がある．南から来た
火山の贈りものというキャッチコピーの伊豆半
島ユネスコ世界ジオパークであるが，火山噴火
は人類の歴史の中にはまだほとんど登場するこ
となく，大地震は繰り返し発生していることが
分かっている．承和 8（841）年の北伊豆地震
と 1930 年の北伊豆地震は，日本の活断層の中
では珍しく，同じ活断層帯である丹那断層に歴
史上 2回の大規模地震が起こったことが分かっ
ている例である．
　そのことについて，私は 1つの仮説を提唱し
て新聞に書いた．つまり東海道線を通すための

丹那トンネルを掘ったことによる大量の湧水が
地下水の大規模な移動を生み，そのため，活断
層帯に本来ならもっと先で発生するはずの大規
模地震を早めに誘発してしまったのではない
か，という疑問を投げてみた．
　私は今，静岡県立大学学長の立場で仕事をし
ているが，その大学にはグローバル地域セン
ターという研究組織があって，そこでの研究課
題の 1つが「地震予知」である．ここで地震研
究会をときどき開催して議論する中で，この仮
説のことを話した．専任の研究者の中に楠城一
嘉氏がいて，関心を示してくれて，可能性を考
えてみたいと言ってくれている．
　まったく別の観点から，川勝平太静岡県知事
もこの仮説に関心を示した．鉄道のための大規
模なトンネル工事が地下水に大きな影響を与え
るのは，今話題になっているリニア中央新幹線
の工事でも同じであるという観点である．
　静岡県は，東北日本と西南日本の大地の接す
るフォッサマグナ地域を持っている．今年から
静岡でしばらく仕事をすることになったが，そ
の機会にまた静岡県内の各地を訪れながら，そ
のような大地の成り立ちを学び直してみたいと
思っている．
　三陸ジオパークは，2011 年東北地方太平洋
沖地震の前にジオパークの申請を出そうとして
いて，巨大地震による大津波を受けてしばらく
体勢を立て直した上での申請であった．私は委
員長として，ジオパークになることが大規模災
害からの地域の復興の後押しになるはずと考え
て，準備不足を承知の上で実現を支援した．ジ
オパークとして広大な地域が関与することが元
で，関係者はたいへん苦労して，さまざまな工
夫をしながら，現在まで少しずつ進展を見せて
いる．
　たとえば，田老地区では巨大な堤防が何重に
も設置されて，海がほとんど見えない漁村が生

ジオパークと地震
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まれている．堤防の中に住むことを必須として
の復興であるが，地域の住民の考え方の多様性
がさまざまな問題を生みつつある．
　阿蘇ユネスコ世界ジオパークでは，2016 年
熊本地震で，南阿蘇でも大規模な震災を経験す
ることになった．それからようやく今，鉄道が
開通し始めているが，地域の産業が復興するま
でには時間がかかる．南阿蘇の自慢の赤牛がよ
うやく出荷できるようになって美味しい赤身の
肉をまた食べられるようになってきた．
　室戸ユネスコ世界ジオパークでは，いずれ
2040 年頃と予測されている南海トラフの巨大
地震に備えなければならない．ジオパークの活
動によって，住民の 1人ひとりの防災意識の高
まりにつながっていくことを期待している．
　山陰海岸ジオパークは，1925 年但馬地震，
1927 年北丹後地震，1943 年鳥取地震と，活断
層の大地震が連鎖的に起こった地域にあり，大
規模地震はしばらく起こらないという保証ので
きるジオパークである．日本海のもたらす豊か
な海産物を愉しむことができる．
　北陸地域には，恐竜渓谷ふくい勝山ジオパー
ク，白山手取川ジオパーク，立山黒部ジオパー
ク，そして糸魚川ユネスコ世界ジオパークと並
んでいる．日本海の暖流から蒸発する水が大陸
からの季節風で大量の雪を降らせて豪雪地帯を
生み出している．そこでは日本列島の生い立ち
から学ぶことができる物語がある．
　大地の仕組みを知り，自然のもたらす恩恵を
深く理解して，その地域の文化と歴史を知り，
自らの住む土地の豊かさに気付いて，それを来
訪者に分かりやすく伝えることができるガイド
になるというのがジオパーク活動の最も重要な
面である．なんと言っても住んでいる人びと自
身がその地域の価値を深く知ることが重要であ
る．
　私が俳句を詠むようになってようやく 30 年
になるが，俳句を詠むための三原則というのを

「現在の現象を現場で詠む」という「三現則」
ということにしている．この三現則は地球科学
のフィールドワークにも通じる．俳句を詠むた
めにジオパークを訪れると，それまで見逃して
いた景観を発見し，その地域に生まれ育てられ
た文化に接し，人びとの暮らしの知恵を学ぶこ
とができる．
　私は 2013 年から今年 2021 年 3 月まで，京都
芸術大学の学長だったが，その間，芸術系の学
生たちに「自然と芸術」というタイトルの講義
をしてきた．自然の仕組みをできるだけ理解し
た上で，自然を超える芸術作品を生み出してほ
しいと話してきた．日本列島は変動帯にあっ
て，基本的な自然現象は，火山噴火，地震，そ
れらによる津波であると語った．それらによっ
て豊かな大地が生まれ，さまざまな農作物が生
産され，世界で最も多様性のある海洋に囲まれ
ており，海の幸，山の幸を愉しむことのできる
国土を持つ．
　その芸術系の学生たちが課外活動として，私
が提唱する地震火山庁の設置と，地震火山予報
士の制度化という提言を広めるためのアニメー
ション作品を完成してくれた．新型コロナウイ
ルス感染症拡大の中，キャンパスに入れない状
態でリモート会議を繰り返して完成し，完成度
の高い作品として公開されている．そのアニ
メーションの主題は，気象情報との対比で，空
は自分の目で見ながら，気象予報士の説明を聞
くことができるが，地下は目で見ることができ
ないということから始まる．それを地震火山予
報士が適切に観測データを使いながら，解説を
繰り返すことによって，地下の現象を見えるよ
うにしていこうというものである．
　自然は豊かな恵みをもたらしてくれるが，時
には大災害を起こす．それでも変動帯に住む人
びとはそこを離れることはない．
（尾池和夫：静岡県立大学学長，元京都大学総長）
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1． はじめに

　飛騨山脈は，通称北アルプスと呼ばれ，本州中
央部を南北に富山・新潟県境から岐阜・長野県境
に 沿 っ て 延 び る 山 脈 で あ る． こ こ に は 標 高
3,190 m の奥穂高岳を代表とする 3,000 m を超す
山々が聳え，日本の代表的な山岳地帯となってい
る．また，飛騨山脈を含む，いわゆる日本アルプ
ス地域には，飛騨山脈南方に位置する御嶽山を含
め，北から，弥陀ヶ原（立山），焼岳，アカンダ
ナ山，乗鞍岳，御嶽山の 5 つの活火山が認定され
ている（気象庁，2013）（図 1）．
　飛騨山脈では，しばしば，浅い群発地震活動が
発生している．たとえば，古くは 1998 年 8 月に
上高地付近で始まった群発地震活動は約 1 年半に
わたって継続し，その最大地震は Mj 5.6（Mj は
気象庁マグニチュード）という活発なものであっ
た．これは，1970 年代後半に京都大学防災研究
所が飛騨山脈周辺で地震観測を始めて以来，最大
の活動であった（和田ほか，1993，1994，1999，
2000 等）．その後も飛騨山脈では断続的な群発地
震 活 動 が 見 ら れ，2011 年 3 月，2013 年 10 月，
2014 年 5 月，2018 年 11 月などの地震活動の報告
が あ る（ た と え ば， 大 見 ほ か，2012； 大 見，
2015，2016，2019 など）．また，大見（2018）に
は飛騨山脈全域の地震活動に関する解説がある．
　これらにひき続き，2020 年 4 月から 7 月にか
けては，1998 年以来ともいわれる活発な群発地
震活動が発生した．本稿では，上述のような当地
域の過去の地震活動との比較を行いながら，2020
年の群発地震活動の概要を述べる．

2． 2020 年の群発地震活動

2．1　地震活動の経過と特徴
　図 2 に 2020 年の活動，および比較のために
1998 年の地震活動の震源分布図を示す．また，
図 3 には 2020 年 4 月から 7 月末までの震央の時
空間分布図を示す．図 3 には，それぞれの時期の
活動の特徴を併記している．2020 年の活動は，4
月 6 日に前駆的と思われる活動が見られた後，4
月 22 日から活動が本格化し，7 月上旬まで消長
を繰り返しながら地震活動が継続した．
　図 4 に，1998 年以降の飛騨山脈南部の群発地
震の震央分布を，年別に色分けして示す．図 4 に
見られるように，当地域ではそれぞれの活動域が
過去の群発地震活動のそれと大きくは重ならず，

「棲み分ける」傾向がみられていたが，2020 年の
活動ではこの状況が破綻して，1998 年の活動域
に重なるように地震が発生した．また，同様に，
過去の活動域は飛騨山脈の主稜線（岐阜・長野県
境）に分断される傾向がみられ，1998 年の活動
を除いて，それぞれの一群の活動が主稜線を越え
て拡大することは稀であった（図 4）．しかしな
がら，2020 年の活動は，1998 年の活動以来 22 年
ぶりに，飛騨山脈の主稜線を越えて活動域が拡大
した．なお，1998 年には，地震活動は，活動開
始から約一カ月後には鷲羽岳付近を越えて北方に
拡大したが，2020 年は 1998 年ほどには北方への
拡大は見られなかった（図 2）．
　2020 年 4 月に始まった群発地震活動は，同年 7
月の一応の終息までの間に Mj が 5 を超える地震
が 5 回発生し，1998 年以来の活発な群発地震活

飛騨山脈の地震活動
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動となった．Mj が 5 を超える地震が発生したの
は，4 月 23 日午後（2 回），4 月 26 日未明，5 月
19 日午後，5 月 29 日夕刻の 5 回である．図 3 の
時空間分布図によれば，今回の活動には数回の
バースト的な地震発生が見られ，それらは，4 月
23 日，5 月 13 日，5 月 19 日，5 月 29 日，および
7 月 5 日を中心としたそれぞれ数日であった．5
月 13 日には Mj が 5 を超える地震の発生はない
ものの，Mj4.5 を超える地震が 4 回発生するなど
活発な活動が見られた．
2．2　震度観測に基づく主たる地震の分布
　当地域は急峻な山岳地帯であることから震度観
測点の設置密度が低いこともあり，揺れを感じて
も気象庁からの公式発表が見られない，いわゆる
現地有感の地震が多いことが知られていた．われ
われは 2011 年秋に気象庁の震度情報の発表点と
して使用される「岐阜県高山市奥飛騨温泉郷栃
尾」（図 1 の挿入図の JMA）よりも飛騨山脈の稜

図 1　 飛騨山脈の概念図．三角形は活火山（赤），第四
紀火山（橙），および飛驒山脈の最高峰（青）．
茶色の線は活断層．拡大図中の緑色の四角は強
震観測点

図 2　 （a）2020 年の活動の震源分布．気象庁カタログによる．（b）1998 年の活動の震源分布．和田ほか（1999）の
結果による

（a） （b）
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線に近い DP.YAKE 観測点（図 1）に強震計を併
設して計測震度の計算を開始した．これにより，
2014 年の地震活動の際の現地有感地震の発生状
況を捉えることができた（大見，2016）．今回，
これに加えて，2020 年 5 月末に図 1 の DP.SMHZ
においても強震計を稼働させ同様の観測を開始し
た．これらによると，2020 年 4 月から 7 月末ま

での期間に気象庁の「奥飛騨温泉郷栃尾」で震度
3 以上を記録した地震は 18 個で，最大震度は 4
であったのに対し，DP.YAKE 観測点では震度 3
相当以上の地震を約 150 回観測し，そのうち震度
5 弱相当の地震が 7 回という結果を得た．
　図 5 に DP.YAKE または DP.SMHZ のいずれ
かで計測震度 3 相当以上の揺れを観測した地震の

図 3　2020 年の活動の時空間分布図

図 4　 1998 年からの震央を年別に色分けしたもの．ただし，1998 年から 2010 年までは同一色としてある．気象庁
カタログに基づく
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うち，精度よく震源再決定ができた地震約 70 回
の震央分布を示す．それぞれの震央位置は，京都
大学および他機関が奥飛騨温泉郷や上高地地区に
展開している短周期地震計観測網のデータ（大見
ほか，2017）も利用して再決定したものである．
これによれば，今回の地震活動において大きな揺
れを伴った，比較的「大粒」の地震は，徳本峠か
ら上高地の谷底を経て奥穂高岳と西穂高岳の間を
抜けて飛騨側に至る帯状の地域で多数発生したこ
とが見てとれる（地名は図 5 参照）．
　図 6 は，図 5 に表示した地震の発震機構解であ
る．ここには，防災科学技術研究所の広帯域地震
観測網 F-net のデータを使用して再計算したモー
メントテンソル解のうち，精度よく解が求められ
たものを示している．当地域は北西 ︲ 南東圧縮の
広域応力場にあり（Kaneshima, 1990），1998 年

以降の地震活動もほぼこれを反映する発震機構を
示している．2020 年の地震も，ほぼ同様の応力
場を示しているが，Non Double Couple 成分が大
きな地震が散見される．

3． 群発地震の発生原因に関する考察

　当地域で頻発する群発地震の発生原因について
は，いくつかの説が提唱されている．その 1 つは，
いわゆる Silica Cap モデルと呼ばれるもので，
Kusakabe et al.（2003）や日下部（2018）などで
解説されている．これによれば，陸水起源の地下
水は周囲の岩石から石英を溶出させながら地下に
浸透し，マグマや高温岩体に近づくにつれて温度
が高くなる．しかし，高温・高圧の，ある温度圧
力条件下では逆に温度上昇につれて石英の溶解度

図 5　 DP.YAKE または DP.SMHZ のいずれかで計測
震度 3.0 相当以上の揺れを観測した地震の分布．
Mj が 5 以上の地震にタグをつけてある．水色の
丸印は 1998 年の地震活動の最大地震

図 6　 DP.YAKE または DP.SMHZ にて計測震度 3.0 相
当以上を観測した地震のモーメントテンソル解．
防災科学技術研究所の広帯域地震観測網 F-net
のデータを使用して再計算を行った結果を表示
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が減少する条件が存在し，この条件を満たす領域
では石英は再度結晶として沈殿し，結果としてマ
グマ等の熱源の頂部を覆う石英のキャップが形成
される．このキャップの下にマグマ起源の高温高
圧流体が蓄積してゆき，キャップが耐えられなく
なると破砕し，それに伴う高温熱水による水圧破
砕が浅部の群発地震を起こすというモデルである．
　また，川崎（2020）は，2020 年や 1998 年の群
発地震のマグニチュード 2 以上の地震を精査する
と，時空間的に複数のクラスタが同時に活動する
例はほぼ皆無であることを見出した．これを説明
するために，当地域の群発地震のクラスタはその
下にそれぞれに対応する熱水混合層が分離して存
在し，それらがゆるやかに連結しているというモ
デルを提唱した．これは，特定のクラスタで突発
的に熱水が溢れ出て地震活動が発生すると，連結
したすべての熱水混合層で水圧が下がってそれま
での地震活動は鎮静化し，結果として特定のクラ
スタのみが活動するというモデルである．
　さらに，大見・西村（2020）は，奥飛騨・上高
地地区に設置・運用中の GNSS 観測網により，
群発地震活動に伴う地殻変動が今回初めて観測さ
れたことを報告し，今回の地震活動がマグマ貫入
に伴う開口断層形成による可能性を指摘した．

4． お わ り に

　飛騨山脈の立山から乗鞍岳の間は群発地震の多
発地域である．上述のように，当地域の群発地震
活動の原因を熱水活動に求めるものとマグマ活動
に求める説の双方が提唱されている．後者は地殻
変動データの解析により今回の 2020 年の活動の
際に初めて可能性が指摘されたものであるが，
データ取得開始後の日が浅く，過去の群発地震活
動との比較が困難であるのが弱点である．おそら
く，双方を原因とする群発地震が存在するものと
推察されるが，今回の群発地震の震源域は活火山
焼岳にも近く，その発生モデルの解明は当地域の
火山防災にとっても重要である．本稿で紹介し

た，過去の群発地震活動域の「棲み分け」や，飛
騨山脈主稜線による活動域の分断などとも関連さ
せて，当地域の群発地震の地震発生機構の議論が
深まることを期待している．
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1． は じ め に

　深層学習に代表される AI・機械学習の発展に
よって，囲碁や将棋などでの強化学習の成功や自
動運転を可能とする物体認識技術の確立など，さ
まざまな分野において革新がもたらされていま
す．地震学を含めた地球物理学でも使われ始めて
おり，成果をあげつつあります1, 2）．ここでは，
機械学習によって地震の揺れ（地震動）の予測を
試みた Kubo et al. 3）を紹介します．この研究で
は，利用可能な観測データに対して機械学習を単
純に適用することから始めていますが，強い揺れ
が極端に少ないというデータ特有の性質のため
に，機械学習モデルによる予測に好ましくないバ
イアスが生じることが分かりました．そして，こ
の問題への解決策として，機械学習と物理モデル
に基づく既存の予測式を組み合わせたハイブリッ
ド予測アプローチを提案しています．

2． 単純に機械学習してもうまくいかない

　ある規模の地震がある場所で発生したという情
報が与えられたときに，任意の場所での地震によ
る揺れの強さ（震度や地表最大加速度などの指
標）を予測することを考えます．これまでは，過
去の記録に基づく経験式（地震動予測式）が使わ
れてきました4）．地震動予測式は，地震の揺れに
関係する効果を地球物理学の知見に基づいてモデ
ル化したうえで，揺れの強さの指標と入力パラ
メータを結び付けた関数を仮定して，過去の記録

に基づく回帰分析を行うことで得られる方程式で
す．その計算の手軽さから，大量の計算が必要な
地震ハザード評価や，迅速な計算が必要となる緊
急地震速報などで活用されています．
　このような式ベースによる揺れの強さの予測
を，機械学習ベースで行うことが近年試みられて
おり5），今回紹介する研究もその 1 つとなります．
機械学習はさまざまな要素が複雑に影響しあう事
象について，データに基づく予測を精度よく行う
ことができます．地震動予測の場合，従来は事前
に仮定していた方程式の関数を，データに基づい
て導き出せることが大きな利点であり，予測精度
の向上につながると考えられます．また，今回の
研究には含みませんが，これまでは方程式に組み
込むことが難しかった情報を柔軟に追加できるこ
とによる性能向上も期待されます．
　ここでは，5 つの入力パラメータ（震源と予測
地点の間の水平距離，地震の規模，地震の深さ，
予測地点の直下の堆積層の厚さおよび表層付近の
地盤の軟弱さ）から地表最大加速度を予測するこ
とを行います．機械学習アルゴリズムにはアンサ
ンブル学習を行うランダムフォレストの一種を使
いました．データには，防災科学技術研究所が運
用する陸海統合地震津波火山観測網 MOWLAS 6）

の 1 つである強震観測網 K-NET, KiK-net 7）の約
20 年間の地震動記録を用いました．K-NET, KiK-
net は強い揺れを振り切れることなく，確実にと
らえることを目的とした観測網であり，全国約
1,700 カ所にて観測しています．訓練データとし
て 1997 年から 2015 年までに発生した 2,082 地震
による計 186,310 の地震動記録を用意しました．

機械学習と物理モデルのハイブリッドで 
地震の揺れを予測する

久保久彦
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またテストデータとして 2016，2017 年に発生し
た 208 地震による計 22,323 の地震動記録を別途
用意し，性能検証に用いました．
　テストデータに含まれる 2016 年熊本地震本震
において機械学習モデルによる予測を行い，観測
と比較した結果を図 1（a, b）に示します．この
地震の際には 1,000 gal を超えるもしくはそれに
迫る強い揺れが観測されていますが，機械学習に

よる予測ではこの強い揺れを再現できておらず，
半分以下の予測値となっており，強い揺れを過小
評価していることが分かります．データ全体にお
ける観測と予測の比較を図 2（a）に示します．
観測値が 500 gal を超える場合，予測値が観測値
よりも小さい，つまり強い揺れが過小に評価され
るというバイアスが機械学習モデルによる予測に
はあることがわかります．たとえ全体の予測性能

図 1　 2016 年熊本地震本震における地表最大加速度の（a）観測，（b）機械学習モデルによる予測，（c）
ハイブリッドアプローチによる予測，（d）地震動予測式による予測．各地点での揺れの強さを
色で示しており，暖色ほど地震の揺れが強いことを表す．図中の×は同地震の震央位置を表す

図 2　 訓練データおよびテストデータにおける観測値と予測値の比較．（a）は機械学習モデルの結果，
（b）はハイブリッドアプローチの結果，（c）は地震動予測式の結果を示す．図中の薄青色の領
域は観測値と予測値が 500 gal 以上の領域を表す．対角線よりも下にプロットされている場合，
観測に対して予測が過小評価されていることを意味する
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が良かったとしても，強い揺れは建物などの被害
に直結するものであり，このバイアスは防災・減
災上看過できないものです．

3． データの不均衡とハイブリッド予測

　なぜこのようなバイアスが生じてしまったので
しょうか．機械学習はデータに基づいて予測・識
別を行うため，データ内部に大きな偏りがある場
合，機械学習モデルの出力にバイアスが生じるこ
とがあります．その 1 つの例が顔認識アルゴリズ
ムをめぐる議論です．ジェンダー・肌の色によっ
て顔認識アルゴリズムの認識性能が異なることが
指摘されており，白人男性が多いという訓練デー
タの偏りが原因とみられています8, 9）．図 3 に今
回の訓練データの分布を示します．1,000 gal を超
えるような強い揺れの観測記録は非常に少ない一
方で，弱い揺れの観測記録が豊富にあり，地震動
データも大きな偏りを持つ不均衡データであるこ
とがわかります．このようなデータをそのまま学
習したために，強い揺れの過小評価という予測バ
イアスが引き起こされたと考えられます．
　この地震動データ特有の困難に対応するため
に，機械学習と物理モデルに基づく既存の地震動

予測式を組み合わせたハイブリッド予測アプロー
チを考えました．地震動予測式はこれまでの学術
的知見に基づく物理モデルを方程式の形で表現し
ているため，発生頻度が少ない事象を予測する場
合でも，ある程度の予測性能を発揮することが期
待されます．具体的には，従来の予測式による予
測と観測の残差を学習した機械学習モデルを作成
し，予測式による予測と機械学習による予測のそ
れぞれを足し合わせた値をハイブリッドアプロー
チの予測とするやり方を考えました．
　2016 年熊本地震本震およびデータ全体におけ
る，ハイブリッド予測アプローチの結果を図 1 と
図 2 に示します．これらの図の中では先行研究に
則って今回の訓練データで作成した地震動予測式
での結果も示しています．比較の結果，ハイブ
リッド予測アプローチは単一の予測手法に比べて
予測性能が良く，機械学習のみで予測した際に見
られた強い揺れの過小評価が改善されていること
が確認できました．

4． 議　　　論

　極端な自然現象はごくまれにしか起きません．
今回は強い揺れの話でしたが，たとえば M9 クラ
スの巨大地震は数えるほどしかわれわれは経験し
ていません．このような自然データの不均衡への
対応として，各機関の観測データの統合がまず考
えられます．地震動に関しては国内および海外に
おいて統合的なデータセットの作成が進められて
おり10, 11），更なる展開が期待されます．他方で観
測だけでは限界があるため，手法面での工夫も重
要です．今回取り上げたようなやり方以外にもさ
まざまなやり方12）が提案されていますので，う
まく使いこなしていくことが重要です．またシ
ミュレーションや AI・機械学習に基づいて生成
された模擬データの活用も今後必要になっていく
と考えられます．
　AI・機械学習のアルゴリズムを実世界に実装し
ていくにあたっての 1 つの壁として，そのブラッ

図 3　 震源と予測地点の水平距離および地表最大
加速度でプロットしたときの訓練データの
分布．暖色ほどデータ数が多く，寒色ほど
データ数が少ないことを意味する
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クボックス性があります．このブラックボックス
性への対応策として，説明可能 AI（eXplainable 
AI，XAI）に関する研究が近年精力的に取り組
まれています．XAI は，予測結果やそれに至る
プロセスが人間にとって説明可能・解釈可能な形
になっており，脱ブラックボックス化した機械学
習モデルのことを指します．実場面での適用も行
われており，久保ほか13）では地震動指標の予測
問題に XAI 技術を適用しています．

5． お わ り に

　今回紹介した研究は，機械学習の導入が地震の
揺れの予測における性能向上につながることを示
すとともに，単純に機械学習を適用しただけでは
発生頻度が少ない極端事象を予測する場合に問題
が生じ得ることを示唆しています．この問題を長
年にわたって検証されてきた物理モデルと機械学
習のハイブリッドによって解決を図るというアプ
ローチは，他分野でも応用可能なものであり，機
械学習の社会導入にあたっての 1 つのモデルケー
スとなりうるものと考えます．
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1． 遠地津波の遅延と初動反転

　2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震（M9.0）
（以下 2011 年東北地震と呼ぶ）により発生した津
波は，2 万 2 千人を超える死者・行方不明者を出
すなど東北地方沿岸を中心に甚大な被害をもたら
した．その津波は太平洋へ広がり，7 時間後にハ
ワイ，10 時間後に北米沿岸，さらに 22 時間後に
南米南端に到達した（図 1）．その伝播の様子は，
太平洋域の大陸沿岸や島嶼部に設置されている潮
位計に加え，環太平地震帯を取り囲むように深海

（水深 2～5 キロ）に設置された津波計が捉えてい
た（図 1 三角印）．これら深海津波計は，22 万人
を超える死者・行方不明者を出した 2004 年スマ
トラ地震津波を契機に，津波の早期検知を目的と
して米国海洋大気局を中心に整備されたもので，
整備後に太平洋を横断するような津波は 2010 年
チリ地震津波についで 2 度目であった．図 1 で
は，白丸で示された 2 地点の観測波形と予測波形
を比較している．近地（北西太平洋，走時約 1 時
間）では観測波形はほぼ津波シミュレーションで
再現されるのに対し，遠地（南米沖，走時約 17
時間）では観測波形はシミュレーション予測から
15 分ほど遅延し，さらに津波の初動が反転して
いる．
　同様の遠地津波の遅延と初動反転は 2010 年 2
月 27 日に発生したチリ地震（M8.8）津波でも観
測されていた（図 2）．気象庁は 2010 年チリ地震
発生直後より国内外から地震情報と，しだいに日
本に近づきつつある津波情報をリアルタイムに取

得し，津波への警戒を呼びかけていた．観測記録
と比較すると，予測された津波波高は若干高めで
予想到達時刻は太平洋沿岸では多くの地点で 10～
30 分程度早かった．この津波の遅延現象は同年 5
月 13 日に気象庁で開催された津波の専門家らに
よる「津波予測技術に関する勉強会（第 5 回）」
でも報告・指摘され，翌年 3 月 11 日午前に開催
された同勉強会（第 6 回）においてなお原因不明
とされた．同日午後，太平洋の反対側で発生した
東北地震津波でも遠地津波の遅延と初動反転が確
認されたことから，津波伝播における成因不明の
現象として広く認識されるようになった．
　2010 年と 2011 年津波はどちらも観測走時が従
来の計算走時に比べて系統的に 1～2% 増加した

（Watada et al., 2014）．近地では津波の伝播距離
自体が短く走時遅延量が小さいため認識されにく
い．太平洋を横断するような遠地津波になると長
波津波シミュレーション波形と比較し遅延が認識
される．太平洋を横断する 1960 年チリ地震津波
の津波シミュレーション研究では，当初から南米
や日本などで 10～30 分程度計算が観測よりも早
く到達することが指摘され，数値格子の粗さや観
測点周辺の沿岸地形の影響だと推定された（今村
ほか，1987，1990）．
　初動反転の指摘の報告は少ない．津波は非分散
性の長波であり，波源域海面の初動（上下運動）
の情報を保持しながら遠地まで到達すると考えら
れていた．近地と遠地で津波初動が逆転する（図
1，2）ことは，遠地津波の初動を用いた津波波源
域の海底運動の判定が逆転することを意味する．
1960 年チリ地震津波では北海道から沖縄まで太
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平洋沿岸の多くの検潮記録に先行波があると報告
があるが，潮位計付近の沿岸地形の影響を受け

（Nakamura and Watanabe, 1961）微弱な初動反
転の判別は難しい．

2． 津波は地球を揺らす

　津波は，非圧縮性流体である海水が，変形しな
い海底面上を，重力の位置エネルギーと運動エネ
ルギーをやり取りしながら伝播する波動現象であ
る，とする従来の仮定を取り外し，海水の圧縮

図 1　太平洋を横断する 2011 年東北地震津波（観測と長波予測の比較）

図 2　太平洋を横断する，2010 年チリ地震津波と 2011 年東北地震津波
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性・海底の荷重変形の影響（図 3 右）を考慮する
と津波速度は 1.5% 程度低下する（たとえば松澤

（1950），Nakamura（1961））．このような日本人
による先行研究があることは多くの現役津波研究
者に知られておらず，私は論文改定作業中に偶然
知ることができた．Watada et al.（2014）は，こ
れらの影響に加え，海洋底の弾性変形や津波によ
る海水移動による質量分布の変化に伴う地球重力
場の変化が津波伝播速度に及ぼす影響（図 3 右）
を含めると，長周期では津波速度が 2% 程度低下
することを示した（図 3 左）．実際に深海底で計
測された津波波形解析から得られた位相速度デー
タは，長周期で津波速度が減少する逆分散性をも
つ理論分散曲線とよく一致していた（Watada et 
al., 2014）．
　固体地球や海水の弾性，津波の伝播時の物質運
動に伴う重力変化を同時に考慮する，重力弾性結
合をした海洋︲固体地球系の津波のシミュレー
ション手法は Watada et al.（2014）や Baba et al. 

（2017）が提唱している．Watada et al.（2014）は，
従来の実海底地形に対する長波津波シミュレー
ション波形に位相補正を施すと重力弾性結合系の
津波波形となる簡便な手法を開発し，長周期での
逆分散が津波初動を反転させていたことを明らか
にした（図 2）．遠地遅延と初動反転は，どちら
も重力弾性結合系の津波の特徴であった．

3． 遠地津波予測技術の向上

　遠地津波予測技術の向上により，これまで困難
であった遠地津波波形の定量的解析が可能になっ
た．以下に 2011 年東北地震津波から時間を遡り，
遠地津波予測技術が使われた遠地津波研究を紹介
する．対象となった地震は図 4 の世界地図に示し
ている．
3．1　2011 年東北地震津波（M9.0）
　Ho et al.（2017）は，海水圧縮性に起因する海
水の鉛直密度勾配を考慮するなど，位相補正法の
精度を向上させ，近地・遠地の津波データに適応
した．近地（走時 3 時間以下）データのみを利用
しても，遠地（走時 3 時間以上）データのみを利
用してもほぼ同様な震源域直上の津波初期波高分
布が得られ，遠地データのみから得られた地震発
生直後 4 分間の津波波源の時間空間発展が，近地
データのみから得られた結果と遜色ないことを示
した．Watada et al.（2014）の簡便な遠地津波波
形の計算手法は，インバージョン問題においてグ
リーン関数（津波波形）を準備する計算負担を軽
減した．
3．2　2010 年チリ地震津波（M8.8）
　チリ沖合の深海津波計データを使った，旧来の
長波近似の津波波形解析による断層滑り分布イン

図 3　 （左）津波の分散関係のグラフ（周期が長いと左，短いと右になることに注意）．（右）荷重
変形する海底と圧縮される海水と重力変化を受けながら伝播する津波
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バージョンでは，走時 10 時間のデータを含んで
いた．実際より早く伝わる長波シミュレーション
の波形に合わせるため，求められた断層滑り分布
は，地震波や測地データ解析から推定されていた
滑り分布よりも海から遠く，すなわち大陸側深部
断層に集中していた．Yoshimoto et al.（2016）は
計算精度が向上した津波シミュレーションを使
い，地震や測地データ解析と同様の断層滑り分布
を得た．走時 10 時間以上の遠地深海津波計記録
から求めた滑り分布は，10 時間以下の近地津波
計記録と同等であった．近地津波記録から求めた
断層滑りは日本付近の遠地津波を精度よく予測
し，リアルタイム近地津波波形データ利用による
遠地津波予測が可能なことを示した．
3．3　2005 年ニアス地震津波（M8.6）
　津波波形データは 1 点を除き，すべて遠地（4
時間以上）の津波波形データである．インド洋や
アフリカや南極大陸沿岸で観測された津波波形を
解析すると，ニアス島直下の深部プレート境界に
滑りが集中したことが，大きな地震規模にかかわ
らず巨大津波が発生しなかった原因であったこと
が判明した（Fujii et al., 2020）．求まった滑り分

布はニアス島付近に展開していた GPS 等の測地
データ解析から得られている断層滑り分布と類似
しており，精度が向上した遠地津波データ解析
は，巨大地震津波に対しては局所的な GPS 観測
網に匹敵する断層滑り推定能力を持つことが示さ
れた．
3．4　2004 年スマトラ地震津波（M9.1）
　Titov et al.（2006）と Rabinovich et al.（2017） 
は，潮位計記録のスペクトル分析からスマトラ地
震津波の一部は東進しオーストラリアの南方を迂
回して太平洋へ進み北米に到達し，一部は西進し
アフリカ南端と南米南端を通過し太平洋に到達し
たと主張している．Fujii et al.（in preparation）
は，伝播経路を正しく評価し，米西岸沖に到達す
る遠地津波波形のシミュレーション精度を向上さ
せ，新たな断層滑りモデルを構築した．地震発生
36 時間後に北米西岸沖の深海津波計で観測され
た孤立波は，スマトラ地震から東進した津波であ
ることを波形シミュレーションにより示した．
3．5　1960 年チリ地震津波（M9.5）
　太平洋域で計測された潮位計記録が多く残って
いるが，長波津波理論に基づく波形モデリングで

図 4　世界の遠地地震
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は多くの観測点の走時を合わせることができず，
太平洋全域の津波波形記録を用いた震源滑り分布
は求められていなかった．Ho et al.（2019）は，
精度が向上した遠地津波シミュレーション法と潮
位記録のランダムな時刻ずれを許容するインバー
ジョン法を組み合わせ，巨大地震の滑り分布が 3
つの大きなアスペリティに分かれていることを示
した．
3．6　1906 年エクアドルｰコロンビア地震（M8.8）
　沈み込むナスカプレート上面で繰り返し被害地
震が発生しており，コロンビア沖合の巨大地震履
歴の中心的研究対象になっている地震である．北
米（走時約 11 時間）2 観測点，ホノルル（12 時間）
や日本（20 時間）4 観測点，パナマ太平洋岸（2
時間）の津波記録がある．Yoshimoto et al.（2017） 
では，1979 年，1952 年，1958 年，2016 年の地震
断層破壊域よりも海溝軸に沿った浅部を 1906 年
の主な滑り域としている．一方，Yamanaka and 
Tanioka（2021）らが異なる観測点を使って推定
した断層すべりは，ナスカプレートが南米大陸に
沈み込む海溝沿い浅部に大滑り域をもち，1906
年と 1979 年の主破壊域は重なるとされた．
3．7　1854 年安政東海・南海地震（ともに M8.4）
　1854 年 12 月 23 日（嘉永 7 年 11 月 4 日）午前
9 時 45 分すぎに東海沖で，さらに翌 24 日に紀伊
半島から四国沖にかけて地震が発生した．東海地
震の発生時刻の特定は，当時日露和親条約締結の
ため下田に停泊していたロシア船が，地方時午前
9 時 45 分過ぎに発生した地震を経験し，10 時ご
ろに下田を襲った津波で損壊を受けたことが記載
された航海日誌による（加納ほか，2021）．当時
の時刻は太陽の南中時の正午に時計を合わせる下
田の地方時（現在の日本標準時＋ 16 分）なので，
グリニッジ標準時でほぼ 00:30 となる．一方，こ
の 2 つの津波は北米西海岸の 3 地点の検潮記録に
残っている（Kusumoto et al., 2020）．月や太陽の
運行に基づく天文潮は正確に予報でき，潮位記録
の絶対時刻を推定することができる．東海地震断
層モデルを設定すれば，サンフランシスコ（走時

約 11 時間）やサンディエゴ（12 時間）の検潮所
で津波波形予測ができ，逆算して東海地震の発生
時刻が推定できる．Kusumoto et al.（2020）によ
れば東海地震の発生時刻はほぼグリニッジ標準時
00:30 であり，航海日誌から読み取った発生時刻
と一致する．図 5 の潮位記録には安政東海地震津
波と 30 時間後に発生したとされる安政南海地震
津波が見てとれる．2 カ所以上の同一の検潮記録
に東海と南海の 2 つの津波が記されているため，
今後の研究の進展により，東海地震と南海地震の
発生時刻のみならず発生位置関係や規模の比較な
どの定量的研究の進展が期待される．

4． お わ り に

　遠地津波予測技術の進展は，遠地での津波記録
から巨大地震の震源過程を求めることを可能にし
た．従来のシミュレーション手法で走時や波形が
合わないことから，手付かずであった 1850 年代
から潮位記録に残る過去の津波イベントは，定量
的津波研究の対象となった．巨大地震の震源域の
滑り分布が解明され，繰り返される海溝型巨大地
震の履歴の一端が明らかとなりつつある．

図 5　 安政東海・南海地震津波を含む，米国サン
フランシスコとサンディエゴの検潮記録

（Kusumoto et al., 2020 より）
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地震記者の回想―3―

　1970～1980 年代，伊豆半島では群発地震が
相次いだ．被害地震，中伊豆で地殻の異常隆起，
群発地震の多発，挙げ句の果てに伊東沖で海底
噴火に至った．
　これら一連の地震・火山活動に，地元からは
不安の声が多数寄せられた．地震活動が激しく
なり，街中で石垣が崩れるなど被害がでるとメ
ディアへの情報提供や問い合わせが相次ぐ．
　伊豆川奈沖の海面に大きな波紋が出現し，い
つまでも消えずに漂っている現象があらわれた
ことがある．池に石を投げ入れると水面に波紋
が起き，徐々に広がっていきやがて消える．と
ころが，このとき海面に現れた波紋は四方に拡
がらず，海面に漂ったままだった．発生場所は
川奈港にほど近い場所．伊豆東方沖群発地震の
震源付近だ．現れた波は普通の波紋とは異なっ
た様相を呈していた．波紋が拡がったまま消え
ず，いつまでも位置を変えず水面に漂ったまま
だ．「群発地震の影響か．それとも海底噴火の
ような火山活動の予兆なのか．住民の間に不安
が広がっている」という通報だった．わたしは
現場に向かった．
　湾を見下ろす高台に喫茶店があった．噂を聞
いて，この不思議な波を見ようと店は見物客で
混みあっていた．波の中心あたりには気泡など
が上がっている様子は見えない．波紋は同心円
を描いたまま四方に拡がることもなく静かに
漂ったままだった．「もう 1時間近くも波紋は
そのままです」男性客が首をかしげる．喫茶店
主は興奮気味に波の写真を撮り続けていた．
　わたしは火山噴火予知連の下鶴大輔会長に写
真を送って「この現象は何でしょうか」と尋ね
た．下鶴さんは，「うーん」と唸るだけだった．
後日，再度，下鶴さんに質問した．しかし下鶴
さんは「あれが何だったのか，今もって判らん．
お化け波だな」と．話はそれ以上の進展はな
かった．この“お化け波騒動”は手石海丘が噴
火する前のこと．手石海丘に近い海域だった．

　伊豆の群発地震に関してはこんなこともあっ
た．東伊豆の住民からの通報で，「小室山付近
で微動が出ている」というのだ．東大地震研究
所の宮崎　努さんに現地へ来てもらった．小室
山の山頂に立つと，たしかに微動らしき音がす
る．音がする方向を確かめて，宮崎さんがいっ
た．「まっすぐ北に富士山が見通せます．音は
あの方向からです．自衛隊が演習しています．
砲弾の音が響いてきますね」と宮崎さん．3月
は微動の通報が多いらしい．「会計年度末は予
算調整があるから，実弾演習が多いらしい」と
巷の声があった．
　伊豆で群発地震が始まると，市民からの問い
合わせが増える．さまざまな噂が街に流れる．
国道を「東大地震研究所」と書いた車が走ると
市民は敏感に反応する．「きっと何かあるに違
いない．」そんな噂が飛び交い，メディアはな
にも報道しないが何らかの情報を持っているの
でないかと，問い合わせが相次ぐ．「きのうは
NHKの車がやってきた．新聞社の車も頻繁に
走る」「近いうちに大きな地震か噴火があるの
だろうか」と話は増幅されて情報が伝搬する．
　「伊東市宇佐美の地下には，むかしの噴火で
上がってきたマグマの塊が，地表に到達せず地
中に残っているらしい．ここは火口だろう」な
どの話もささやかれた．小室山，大室山，一碧
湖とここは“単成火山”の地．それが理解され
ていないこともさまざまな噂を呼ぶ一因だろう．
　宇佐美地区に住む温泉掘削業の黒川義男さん
は自宅の井戸で水温や湧出量を毎日測定してい
た．黒川さんは群発地震があると泉温・湧出量
が微妙に変化することに気付いていた．温泉業
者の勘は鋭い．「近く群発地震があるかも知れ
ない」そんな予感がしばしばあったそうだ．し
かし黒川さんは世間を騒がせてはいけないと考
えて誰にも話さなかった．黒川さんが長年の観
測データを持っていることに東大地震研究所の
茂木清夫さんが注目した．それらは論文にな
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り，地震学会でも報告された．
　東伊豆の群発地震活動は長期間続いたから，
取材エピソードが数限りない．1978 年伊豆大
島近海地震が発生した際，東伊豆の熱川バナ
ナ・ワニ園で，普段は鳴かないワニが地震発生
前に突然鳴いた．一報を受けて取材に駆けつけ
た．園長は言う「ワニは普段は鈍感だが，近く
の伊豆急行に見たこともない新型電車が来る
と，どうしたわけか鳴く．いつもと異なる電位
を感じると鳴くらしい」．地震の前兆として電
位の変化を感じてワニが鳴くのだろうか．
　異変はまだある．これも伊豆大島近海地震の
ときだ．富士山麓にあるミミズの養殖場で地震
発生前にミミズが大量に這いだして凍死した．
これも現地取材した．地震が起きたのは 1月．
真冬の富士山麓，早朝は氷点下だ．露天にミミ
ズを養殖する木箱が数段積まれていた．ミミズ
が大量に這い出し凍死していたのは最下段の地
面に密着している飼育箱からだった．その数は
数千匹．地震の直前に何らか，地面からの信号
を感じて這い出したのだろうか．「こんなこと
は初めてです」とミミズ養殖会社の社長は語る
が，はたしてミミズは地震を予兆したのか否
か，真相は不明だった．取材後，わたしは力武
常次さんにこの事実を報告した．
　高校生による地震予知観測学習が静岡県で行
われたことがある．東海地震対策の一環として
県内の高校 9校を地震予知観測モデル校に指
定．高校生の手で微小地震，地殻の傾斜，地電
位，地下水位の観測を行うほか，学校や地域の
特色を生かした防災活動を展開しようというも
のだった．観測の指導は京都大学の尾池和夫さ
んらが行った．地震観測は学校の裏山や校内の
古井戸に観測機器を据えて行われた．山間地の
高校が行った地電位の観測では野ねずみにケー
ブルをかじられることが再々あった．鉄道線路
に近い高校では電車の電流が観測を邪魔した．
生徒たちは電車の研究に切り替えた．上りと下
りの電車，どちらが来るか，地電位の波形で判
別できるというのだった．
　伊豆半島の地震・火山活動が活発化したの

は，1974 年伊豆半島沖地震からだった．この
地震が発生したとき，わたしはラジオで生放送
のワイド情報番組を担当していた．放送の最中
にスタジオが強く揺れた．天井から吊ってある
鎖が緩んでマイクロフォンがテーブルにずり落
ちてきた．スタジオでは放送機器の収納ラック
が倒れそうになった．大揺れの最中，わたしは
放送を続けた．「いまスタジオが大きく揺れて
います．身の安全を図ってください」つづいて
「リスナーの皆さん，お宅の地域がどうだった
か，スタジオに一報ください．放送いたします」
と告知した．すると，各地の状況が次々と寄せ
られた．その 1つに「山の向こうに土煙が上が
りました」というのがあった．石廊崎近くから
の通報だった．そこで伊豆南部に取材班を投入
することを即刻決めた．テレビとラジオの中継
車を天城峠越えで現地に向かわせた．別の取材
班は沼津港からモーターボートで駿河湾を南下
し南伊豆へ急行した．被災地に向かう中継ス
タッフは前進するのに難渋した．行動をともに
した警察機動隊，自衛隊と一緒に崖崩れの土砂
を排除しながら，落石を縫っての天城越えだっ
た．石川さゆりの歌ではないが「揺れ堕ちる山
を越え，くらくらとする地を這って」南伊豆町
中木地区にたどり着いた．
　ところが中継に思わぬハプニングが発生した．
現地へ電源車を同行させなかったので，テレビ
中継用の照明がない．仕方がないから中継車の
ヘッドライトで代用することになった．ところ
がである．夕闇が迫るなかリポーターがカメラ
の前に立つと照明が当たるのは膝までだった．
顔を照らすにはリポーターがあぐらをかいて座
らねばならない．画面をバストショット（胸か
ら上）にすれば，リポーターが立っているよう
に映る．グットアイディアとばかり，座って中
継を始めた．その途端，1匹の犬が画面に迷い
込んできた．リポーターのうしろを犬が横切っ
た．テレビをみていた人は驚いたことだろう．
リポーターのうしろ首のあたりを犬が横切った
のだ．犬は宇宙遊泳でもするようにテレビに
映った．  川端信正（元静岡放送）　
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● 深海 10 kmの海底から
　 46 億年の歴史を辿る旅路
藤岡換太郎 著

見えない絶景　深海底巨大地形
評者 木戸ゆかり　
　バーチャルな海底地形の旅と評して，まさに COVID-19
新型感染症拡大防止のために外出自粛を余儀なくされて
いる昨今に相応しい格好の海洋底探検誌である．
　本書は 5 章に分かれているが，なんといっても，第 1
章：「深海底世界一周」のバーチャル海底旅行記が圧巻
である．宮古港を出港すると，さっそく大陸棚，急崖が
あり，日本海溝へ落ち込んでいく．ここで大きな海底地
滑りにあったのは，のびたとドラえもんの海底探検の巻
だったか．
　そして独特の視線で海嶺，海溝，断裂帯，海台，深海
大平原という 5 つの代表的な大構造を通る絶妙なコース
選定がなされる．ここで使われる図 1︲2「深海底世界一
周のコース」は，本書最高の図面と言えよう．大圏コー
スとその下に地形プロファイルが描かれ，まさに主要大
構造が地表 3,000 m，水深 5,000 m といった凹凸のジェッ
トコースターである．コースの説明の後に，第 10 景ま
でお気に入りの解説が続く．
　著者の研究室には，常時，大きな地形図が貼られてい
た．特に天井に大きく貼られた日本周辺の海底地形図は
圧巻であった．いつも眺めては，瞑想にふけってこうし
た書き物の構想を描いていたのかもしれない．日本の
ジュール・ヴェルヌと書いたら誉めすぎか？ネモ船長率
いるビビッドな表現は，51 回という誰もこえることが
できない潜航経験から醸し出されるものである．
　ブラックスモーカーを吐き出すチムニー群，そこに群
がるシロウリガイ，海溝での黒くて深い巨大割れ跡，そ
うした絶景の数々，その中で，絶叫光景が現れる．なん
と深さ 6,500 m の日本海溝で発見されたマネキンの首で
ある．多くの海底に漂うビニールゴミ．マイクロプラス
ティック化し，環境問題を引き起こしている元祖であ
る．本書は SDGs として大きく取り上げられる環境問題
にも警鐘を鳴らしている．見えない絶景の広がる母なる
海ははたして次世代に残せるのか．

　著者は，実は地形の特徴を抽出し気の利いた名付け親
として名高い．国際水路機関とユネスコ政府間海洋学委
員会の下に設置されている国際機関「海底地形名称委員
会」における長年の功績から海上保安庁長官表彰を受賞
されている．本書に登場する仮想潜水艇バーチャル・ブ
ルー号で巡る，ラピュタ，ゴジラ・メガムリオンにマン
ガン銀座，板没する国の坂東深海底．なんとも遊び心を
感じる名称ではないか．水に覆われた深海には，こんな
にも活動する大地の動きが刻まれているのである．
　折しも今年は，国連海洋科学の 10 年のスタートを切
り，The NIPPON FOUNDATION︲GEBCO SEABED 
2030 プロジェクトにて世界の海底地形図の空白域をな
くす国際的な動きが始動している．はやぶさ 1 号，2 号
が地球外惑星からサンプルを持ち帰る昨今ではあるが，
海水に覆われた海洋底は，実は，いまだすべての測量が
終わっていない．たった 24% の測量カバレッジ（2020
年 11 月時点）から，2030 年までに全世界の海洋底を
100% カバーできるような測量網を敷いて，海洋底の様
相を明らかにしようとするものである．詳細な海底地形
を見てみたいが，だがしかし，148 p をも割いて，時に
は人間臭く，泥臭い描写に，好みとするか否かは別とし
ても，読者に鮮明なイメージを沸かせる「見えない絶景」
は，地球科学への興味を誘う．
　伊豆︲小笠原︲マリアナ海溝の陸側では，蛇紋岩海山の
存在が知られており，わざわざ寄り道してまでも紹介さ
れている．生命の起源とも言われる蛇紋岩海山は，きわ
めて重要な項目であり，高解像度の海底地形図付きでの
解説をいただきたかったが，次の稿に期待したい．
　第 2 章では，「深海底巨大地形の謎に挑む」と題して，
世界一周して眺めてきた大地形の成り立ちや謎に迫る．
ここの章では，たいへんプリミティブな疑問を列挙し，
著者なりの解説を模索している．第 1 章で紹介された

「見えない絶景」が生まれたシナリオについての壮大な
仮説である．自ら「想像地質学」と造語するほどである．
つづく第 3 章「プレートテクトニクスのはじまり」も，
第 4 章「冥王代の物語」も，想像だけではなく，最先端
の研究成果をわかりやすく紹介している．特に冥王代に
スポットを当てているのは，本書の特色といえる．しか
し，第 3，4 章の解説に今ひとつ踏み込みのないことか
ら物足りなさを感じるのは私だけであろうか．終章「深
海底と宇宙」では，最大の疑問であった「深海底の地形
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はなぜ巨大なのか」に再度立ち戻っている．地形の巨大
化へのシナリオ～著者なりの独特の地球観～宗教観～自
然観へと誘われるが，不思議と押し付けがましくなく，
独特の語りに乗せられていくのも良いものだ，と思わせ
るのは，懐かしい「ファンタジア」が奏でる世界も手
伝ってだろうか．
　著者の本は，数値情報がたくさん散りばめられてい
て，イメージしやすい．今となっては懐かしい令和の始
まりに，チャレンジャー海淵での世界最深記録達成が紹
介されている．世界で最も高いヒマラヤ山脈から最も地
球深部に近い深海底まで，さらに時間軸も冥王代から現
生まで，いや銀河発祥の 135 億年にまで遡る．とてつも
ない長い時間軸には，人の達成した年代が細かく刻まれ
ている．また本書中には，海底探検に関わってきた貢献
者達が実名で掲載されている．潜水調査船のパイロッ
ト，技術者，母船の船長，船員に至る幅広い人脈からの
情報網と情報量が文学的素養と織りなすハーモニーにつ
ねに現場を大事にしてきた著者の思いを感じた．索引，
参考図書の豊富さなど，初学者から研究者に至るまで，
幅広く興味をそそるに違いない．
　折しも，COVID-19 の影響で，本当にヴァーチャル航
海についての議論が進められている．本書は先駆けて，
ヴァーチャル・ブルー号によるヴァーチャル探検を提案
した．地球を考えるきっかけとなる，初学者に読んでい
ただきたい書である．
　「おわりに」に最も訴えたかったことが集約されてい
る．昨今，有人潜水艇は科学の発展に本当に必要か，と
いう議論がなされている．30 年もの長きにわたり，無
事故で 1,580 航海数あまりの実績を誇る「しんかい
6500」だが，多額の費用をかけて 1 潜航でわずか 1 名な
いし 2 名の研究者に海底を目視する権限を与えること
は，費用対効果という経営的な観点からは，無駄に写る
のかもしれない．なんとも夢のないせちがらい世の中で
ある．しかし一方で次世代を担う若手にこそ深海底での
実践研究を味わってほしい．「ガチンコファイト航海」
と称しクラウドファンドまでして，第 1 弾（2019 年 8
月），第 2 弾（2021 年 3 月）と学部生向けのイベントを
実施した経緯が JAMSTEC にはある．一人でもバー
チャル・ブルー号の第 2，3，4 章へ明解な答えを探す若
手が後に続くことを期待する．いや若者でなくてもよい
かもしれない．「観測に夢中になっていたが調査が終わ
ると急に寒くなった」という著者のように，目前の新た
な世界に無我夢中になれる心ある研究者にバーチャルで
なく本物を味わってほしいものである．

＜講談社，2020 年 5 月，新書版，240 頁，1,000 円＋税＞

［きど　ゆかり　海洋研究開発機構 研究プラットフォーム 

運用開発部門 技術主任］

● 論理能力を
　 向上させてくれる書
纐纈一起 著
地震：どのように起きるのか
評者 川崎一朗　

　本書を手にしてたいへん驚いた．「ダブル・カップル
と断層モデルの等価性」や「P 波や S 波の 4 象限型の放
射パターン」などの物理数学的な定式化は地震学の核心
である．「なぜ P 波と S 波が存在するのか？」，「なぜ地
震は断層滑りなのか？」などは物理数学的な定式化に
よって納得されるようになった．それらが基本的な証明
とともに専門外の読み手の理解を助ける簡潔な解説を加
えて 190 ページの「新書」サイズに収まるとは想像を超
えるものであった．
　あえて不満を探すとすれば，「微小歪みの弾性論」と
いう重要なキーワードは落とさないで欲しかったし，

「モーメントの物理的次元は Nm（ニュートン・メート
ル）でエネルギーと同じ」といえば，読み手の地震モー
メントに対する納得感も増したであろうという程度で
あった．
　本書の第 3 章では，2 回の世界大戦の間に繰り広げら
れた「マグマ貫入説と断層説」の論争や「シングル・
カップル説とダブル・カップル説」の論争に言及してい
る．それらは，1960 年代に入って，丸山卓男先生など
によって，「弾性体内部の変位不連続がダブル・カップ
ルに等価」であることが数学的に証明されて決着した．
　日本では，かってマグマ貫入説やシングル・カップル
説を唱えた人々はネガティブに描かれてきたように思わ
れる．評者は，それが日本の地震学において，間違いを
恐れさせ，大胆な仮説検証型の研究を遠ざける一因に
なっているような気がしてならない．本書では，対抗し
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た両説の理論的な違いとそれが克服された過程などに言
及するのみである．評者にはこのような抑制的な書きぶ
りがうれしく思える．
　ダブル・カップル説の証明の節に現れる波数積分表示
は初学者には過度に複雑に見えるかもしれない．しか
し，論理構造としては比較的簡明である．「なぜ地中に
不連続面が無いのにレーリー波が発生するのか？」，「な
ぜ屈折波は直達波に比べて短周期成分に乏しいのか？」
などの地震学にとって不可欠の諸問題は，本書の延長と
して，半無限媒質や多層構造媒質の計算をしてみないと
理解できない．そのときには波数積分表示が必要になる．
　波動理論は，日本の研究者達が重要な役割を果たして
きた知的資産である．地震学を志す学生さんには，先達
への尊敬も兼ねて，波数積分表示も含めて紙と鉛筆で解
きほぐす努力をすることを勧めたい．必要なら著者の前
書「地震動の物理学」を参考にするとよい．
　リンカーンは，議員になってから，論理と言語の能力
を向上させる目的でユークリッドの幾何学原論を読み親
しんだと聞く．本書を手にする理系の読み手には，数式
の詳細はともかく，論理の展開を追うのは困難ではない
はずである．強く一読を勧めたい．特に隣接分野で地震
に興味のある方には，論理能力を向上させる絶好の素材
として読んでいただきたい．
　評者がこのようなことを強調するのは，トーマス・
クーンの「科学革命の構造」の中に，「新しいパラダイ
ムは，必ず，非常に若い研究者か，他分野から参入した
研究者によってもたらされる」という主旨のことが書か
れているからである．本書が道案内になってクーンが言
うようなことが起こることを期待している．

＜丸善出版，2020 年 5 月，新書判，192 頁，1,000 円＋税＞

［かわさき　いちろう　元京都大学防災研究所教授］

● 活断層研究の新たな地平

岡田篤正 著

中央構造線断層帯―最長活断層
帯（四国）の諸性質―
評者 伊藤谷生　
　ずっしりと重い本書を手に取らせていただくと，中央
構造線という日本列島の地殻全体を切断しながら縦断
し，日本海拡大以前はロシア沿海州の中央シホテアリン
断層にも接続していたと考えられている地体構造上の大
断層と，それに随伴する中央構造線活断層帯解明に半世
紀以上にわたって挑み続けてこられている岡田篤正先生

の気迫，そして四国において集積された貴重なデータを
今後の研究の礎として全面的に提供するという姿勢にま
ず心を打たれる．B5 判 378 頁全 6 章の中になんと 186
図，12 表，61 写真が大きなスペースをとって記載され
ており，それらの中にはすでに失われた露頭の詳細な記
載や中央構造線に関する基本的な解説なども含まれてい
る．四国をはじめ西南日本の地質構造を隈なく調査・研
究され続けておられる村田明広氏が「研究者だけではな
く，多くの教育機関や自治体関係者，四国に住んでいる
方々にとっても必読の書」1）と指摘されている所以であ
る．
　その本書からは，先生が切り拓かれ，新たに発展させ
られた活断層研究の真髄を学ぶことができる．変動地形
学・第四紀テクトニクス研究者である石山達也氏は岡田
先生の研究の基軸は「オーソドックスな野外地質調査を
ベースとした地形学・第四紀地質学的手法」2）であると
述べられているが，私も改めてそのことを理解したとこ
ろである．他の変動地形学研究者の方々も同様な見解 3, 4）

を述べられているので，ここでは繰り返さず，岡田先生
がナウマン以来連綿と続く中央構造線研究史において新
たに切り拓かれた地平を明らかにすることを通じて本書
の意義を考えてみたい．
　1973 年，文字どおり若手研究者であった岡田先生が，
中央構造線に沿う活断層運動の研究成果をもって編者の
杉山隆二先生をはじめ並みいる地質学研究の泰斗のなか
に斬りこまれたのが『中央構造線』（東海大学出版会）
である．同書掲載の論文 5）は地質学や地球物理学の領域
に大きな影響を与え，中央構造線研究分野が新たに拡
大・前進する契機となった．以後，多くの研究者が「地
形学・地質学的手法」（石山氏，前述）によるトレンチ
掘削や自然露頭観察を全国の活断層に対して展開し，地
形学と地質学の共同作業として大きな成果をあげている
ことは周知のとおりである．このことが活断層研究の新
たな地平の真髄といえよう．
　さて岡田先生はすでに前掲の論文 5）のなかで中央構造
線に随伴する活断層を中央線（現在では中央構造線と標
記）活断層系（現在では地震調査推進本部に従い活断層
帯と標記）と呼び，地質境界としての中央構造線と区分
して議論されている．そして両者の関係解明が活断層の
評価に関わる本質的に重要な課題であるという鋭い問題
意識を一貫して堅持され，本書もその視点によって貫か
れている．この問題意識に最初に応えたのが吉川宗治先
生 6）や由佐悠紀先生ら 7）京都大学の地球物理学のグルー
プであった．以後，反射法地震探査等地球物理学的手法
による中央構造線地下構造の解明作業が活断層帯との関
係も含めて精力的に進められ，私もその一端を担わせて
いただいた．これは地表ならびに浅部で観察される活断
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層とそれを形成させる震源断層の関係解明という今日的
課題に直結している．ここに岡田先生が切り拓かれた新
たな地平の先駆性がある．
　このような活断層研究の新たな地平を引き継ぎ，中央
構造線とそれに随伴する活断層帯の研究をさらに進める
うえで重要と思われる課題を僭越ながら 2 つほど示させ
ていただく．
　第 1 は，中央構造線活断層帯のセグメント区分の再検
討である．本書は四国内に限っての区分となっている
が，地震本部は豊予海峡や別府湾における海域での反射
法地震探査の成果も考慮し，別府湾を経て由布院までも
活動区に含めて検討している 8）．これは四国中央部にお
いて中央構造線の方向が約 15°反時計回りに回転し，伊
予灘から別府湾にかけて狭長な堆積盆が中央構造線の北
側（上盤側）に断続的に連なり，さらに別府︲島原地溝
帯へと接続しているとも考えられるからである．今後，
構造地質学的，地球物理学的手法による地殻構造解明作
業などと連携する研究が期待される．
　第 2 は，中央構造線の起震力評価である．中央構造線
は白亜紀に 500 km とも考えられている左横ずれ運動を
受け，その後もプレートシステムの転換に伴ってさまざ
まな変位センスの活動を経験して形成された幅広い
damage zone と破砕帯 9）を持つ，いわば成熟度が高い
という「個性」を有している．現在，活断層が引き起こ
す地震の評価においては断層の「個性」に関わりなく一
律の剛性率を用いているが，成熟度の高い中央構造線な
どに一律の剛性率を適用するのが妥当なのか，再検討の
時期に来ているように思われる．活断層評価をよりリア
リスティックなものにするうえで岩石物性学などと連携
した中央構造線破砕帯研究の新たな展開が重要と考えら
れる．
　こうした新たな課題を進めるに当たってつねに立ち返
らねばならないのは本書において系統的に記載されてい
る中央構造線の「現場」である．その意味でも本書は今
後いっそう重要となるに違いない．それゆえ，私は中央
構造線に関する研究や調査に携わっている方々が手許に
置かれることをお勧めしたいと思っている．

 1） 村田明広．2020．日本地質学会 News，23，no. 8，6．
 2）石山達也．2020．日本地震学会ニュースレター，
73，no. 3，16．

 3）堤　浩之．2020．地理学評論，93，469︲470.
 4）杉戸信彦．2020．活断層研究，53，67︲68．
 5）岡田篤正．1973．中央構造線，杉山隆二編，東海大

学出版会，pp 49︲86.
 6）吉川宗治ほか．1987．地震学会講演予稿集，2，162.
 7）由佐悠紀ほか．1992．地震 II，45，199︲212．

 8）地震本部．2017．https://jishin.go.jp/regional_seismicity/ 
rs_katsudanso/rs_chuokozosen/

 9）Ikeda, M et al. 2013. Tectonophysics, 601, 78︲86.

  ＜古今書院，2020 年 6 月，B5 判，378 頁，9,800 円＋税＞

  ［いとう　たにお　地震予知総合研究振興会］

● 実務家を意識した
　 意欲的な大著
吉田　望 著

液状化現象―メカニズムから数
値解析まで―
評者 國生剛治　
　本書は液状化に関するメカニズム，予測・設計法と数
値解析の 3 部から構成され，幅広い読者のニーズに応え
ることを意図した大著である．しかしメカニズムと予
測・設計法については類書も多いため，その特徴はあく
まで数値解析が主目的で，前 2 部はその導入・解説と捉
えたい．
　著者の吉田　望氏は，液状化に関する数値解析の分野
で良く知られた研究者の一人である．特に建設業・コン
サルタント業での数値解析業務を中心とした豊富な実務
経験に加え，大学などで教育研究生活や海外留学も経験
し，現場の設計実務にも精通した異色の技術者・研究者
として活躍されてこられた．本書は著者の経歴を反映
し，実務経験に裏打ちされた液状化の設計計算に関わる
実務家を意識した意欲的な大著であると感じた．
　「はじめに」の中で液状化解析技術の発展とともに歩
んでこられた著者は，その数々の経験を通して「液状化
の解析は単にプログラムがあれば正しい答えが得られる
というわけではなく，技術者が考えるべきことが沢山あ
る」，「液状化はよくわかっている現象ではなく，研究は
いまでも進行中であるが，…実務技術者が知っておいた
ほうがよいと考えられる事項に的を絞った」と述べてお
り，本書でのねらいを整理し，液状化解析が抱える数々
の問題を十分認識したうえでの労作と感じた．
　第 I 部では液状化を理解するための基礎知識からメカ
ニズムと力学特性について述べ，第 II 部では各種設計
指針による液状化発生予測と構造物設計法を要約したの
ち，本書のコアである第 III 部では有効応力による地盤
の地震時応答解析について，応力～ひずみ関係，ダイレ
イタンシー特性などのモデル化，地盤の離散化手法，解
析上の留意点，解析例と精度などについて述べている．
　とりわけ興味深いのは，10.3 節の比較解析における一
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斉解析やブラインドテストと解析結果との比較評価であ
る．勝手な抜粋を許していただくと，「現状では，解析
プログラムによりかなり差があり，…解析の精度が悪く
役に立たないようにも見えるが，現象が説明できた例は
多いし筆者はそうは思わない．結果が分かっていればそ
れなりに合わせることができ，対策工法の比較検討には
役立つ．設計では安全側評価であれば必ずしも正確であ
る必要はない」と，液状化問題での解析信頼度について
のさまざまな経験と苦労に基づきかなり本音が述べられ
ている．
　上部構造物の解析と異なり，液状化解析で対象とする
地盤は自然の造形物で不均質性に富み，初期せん断荷重
の下で地震時に繰返し非排水せん断されダイレイタン
シー現象により強い非線形挙動を示すが，この複雑な現
象には実に多くの不確定性が含まれる．解析法として
は，従来の等価線形や全応力による解析に加え，L2 地
震動も対象に地盤の強い非線形挙動を理論的には再現可
能な有効応力非線形解析が多用されるようになってきて
いる．しかし，これにより本書が目指すようなブライン
ドテストの高精度な予測ができたとしても，実務での設
計的観点からは地盤のモデル化や非線形物性，入力地震
動などに含まれる多くの不確定性による振れ幅を考慮す
ることが必須となる．また，個々の解析ソフト特有のパ

ラメータの決め方に一般的な解析技術の解説書では説明
の及ばない詳細なノウハウが含まれ，「結果が分かって
いればそれなりに結果を合わせることができる」との受
け止めにもつながっている．したがって，等価線形など
種々の簡易評価に足場を確保しながら，設計値を工学的
に判断する必要性が残されることになる．
　本書で液状化問題での有効応力非線形解析技術を学ぶ
読者への書評としては，まず技術の全容を幅広く知るう
えにおいて，多少高度ではあるが適切な入門書と言えよ
う．一方，かなり経験を積み非線形液状化解析自体が抱
える問題点を感じている実務家の方々へは，著者のこの
解析技術に対する思いを十分理解したうえで，大ひずみ
挙動の再現精度を突き詰めることばかりに躍起になるの
ではなく，地盤の非線形物性の適切な考慮の上に立って
2・3 次元地盤の不均質性や構造物との連成現象が離散
化モデルによりバランスよく再現できることが数値解析
を実施する最大のメリットであること，さらに大地震時
の解析には多くの不確定要素が含まれているため，種々
のパラメータによる解の振れ幅を定量把握した上で設計
値を決定すべきことを指摘したい．
  ＜森北出版，2020 年 8 月，B5 判，384 頁，10,000 円＋税＞

  ［こくしょう　たかじ　中央大学名誉教授］
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●新刊紹介 

平　朝彦　著，海洋研究開発機構　監
カラー図解 地球科学入門 地球の観察―地質・
地形・地球史を読み解く

講談社，2020 年 11 月，A5 判，280 頁，2,500 円＋税

講談社　編，田近英一　監
地球のふしぎ（講談社の動く図鑑MOVE）

講談社，2020 年 11 月，AB 判，192 頁，2,000 円＋税

Donald Turcotte・Gerald Schubert　著，木下正高　監
訳
ジオダイナミクス原著第 3版

共立出版，2020 年 11 月，B5 判，632 頁，11,000 円＋税

日本建築学会　編
大振幅地震動に対する免震構造の設計

日本建築学会，2020 年 11 月，A4 判，180 頁，3.600 円
＋税

中島淳一　著
日本列島の未来　これからも起こる地震や火山
噴火のしくみ

ナツメ社，2021 年 1 月，四六判，240 頁，1,400 円＋税

北原糸子　著
震災と死者　東日本大震災・関東大震災・濃尾
地震

筑摩書房，2021 年 1 月，四六判，288 頁，1,700 円＋税

鎌田浩毅　著
首都直下地震と南海トラフ

エムディエヌコーポレーション，2021 年 2 月，新書判，
312 頁，891 円＋税

ゲルハルト・H・ヴァルトヘル　著，内田次信・竹下哲
文・上月翔太　訳
西洋古代の地震

京都大学学術出版会，2021 年 2 月，A5 判，360 頁，4,800
円＋税

ひょうご震災記念 21 世紀研究機構　編，五百旗頭真・
御厨　貴・飯尾　潤　監
総合検証　東日本大震災からの復興

岩波書店，2021 年 2 月，A5 判，376 頁，4,000 円＋税

ルーシー・ジョーンズ　著，大槻敦子　訳
歴史を変えた自然災害　ポンペイから東日本大
震災まで

原書房，2021 年 3 月，四六判，304 頁，2,800 円＋税

河北新報社　編
東日本大震災 10年　復興の歩み　宮城・岩手・
福島

河北新報社，2021 年 3 月，A4 判，128 頁，1,300 円＋税

斎野裕彦　著
市民の考古学　東日本大震災と遺跡に学ぶ津波
防災

同成社，2021 年 3 月，四六判，194 頁，1,800 円＋税

矢守克也　著
防災心理学入門　豪雨・地震・津波に備える

ナカニシヤ出版，2021 年 3 月，四六判，164 頁，1,900
円＋税

S.I. レズニック　著，国友直人・栗栖大輔　訳
極値現象の統計分析　裾の重い分布のモデリ 
ング

朝倉書店，2021 年 3 月，A5 判，432 頁，7,200 円＋税

東北大学災害科学国際研究所　編
東日本大震災からのスタート　災害を考える 51
のアプローチ

東北大学出版会，2021 年 3 月，B5 判，230 頁，3,000 円
＋税

加納靖之・杉森玲子・榎原雅治・佐竹健治　著
歴史のなかの地震・噴火　過去がしめす未来

東京大学出版会，2021 年 3 月，四六判，260 頁，2,600
円＋税
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ADEP情報── 1

　東北地方を中
心として未曾有

の大災害をもたらした東日本大震災
から 10 年の月日が流れた．
　本号巻頭のエッセイには，この東
日本大震災で政府の復興構想会議の
議長を務められた五百旗頭先生より
ご寄稿をいただいた．犠牲者数の観
点から諸々の災禍を比較し，戦争が
もっとも悲惨であるとの結論を述べ
られている．
　ついで本文の冒頭では，東日本大
震災からわれわれが得た知識や学ん
だ教訓の数々について，東北大学の
松澤先生には理学的視点から，また
今村先生には工学的視点から，それ
ぞれ総括的に詳しい議論をしていた
だいた．
　松澤先生からは，東北地方太平洋
沖地震がなぜかくも巨大化したの
か，そしてなぜ予測できなかったの
かについて素晴らしいレビューをし
ていただいたのち，今後に向けた貴
重な教訓を述べていただいた．
　また今村先生からは，東日本大震
災に伴った津波災害の特徴とその諸
要因を紹介していただいたのち，津
波発生モデルの高度化や，ハザード
予測の高精度化に向けた学際連携研
究推進の必要性など，今後の津波防
災に向けた大切な提言を述べていた
だいた．
　なお，奇しくも東日本大震災 10
周年を目前にひかえて本年 2月 13
日に福島県沖で発生したM7.3 の地
震については，その概要を囲み記事
として速報している．
　さて，東日本大震災にひき続いて
現在懸念されているのが，南海トラ
フを舞台とする巨大地震である．海
洋研究開発機構では，その南海トラ
フで地震発生帯の掘削計画を進めて
いる．その成果と今後の計画等につ
いて，同機構の倉本先生に解説をお

願いした．
　このような海溝部で発生する大地
震でもっとも警戒すべきは，大きな
津波による災害である．防災科学技
術研究所では，大地震がもたらす強
震動を評価する地震ハザードステー
ション（J-SHIS）に続いて，津波を
評価するための津波ハザードステー
ション（J-THIS）を開発し，運用
を開始している．このシステムの詳
細について，同研究所の土肥・中
村・藤原の各先生に紹介をしていた
だいた．
　一方，シリーズ化している国際プ
ロジェクト SATREPS の個別テー
マ紹介について，今回は南米コロン
ビアにおける地震・津波・火山災害
の軽減に向けたプロジェクトを取り
上げた．　その概要と得られた成果，
そして今後に向けた展望について，
プロジェクトリーダーを務められた
名古屋大学の熊谷先生より，わかり
やすいご報告をいただいた．
　以上に加えて，本号では興味深い
3編の寄書と 2つの囲み記事を掲載
している．
　最初の寄書は，昨年（2020 年）
の初夏，長野県上高地付近で活発化
した群発地震の話題を取り上げてい
る．今回の活動とその背景などにつ
いて，飛騨山脈の地震活動を長年研
究してこられた京都大学の大見先生
より，詳細な解説記事をいただいた．
　つづいて，防災科学技術研究所の
久保先生からは，地震による揺れを
予測する問題に関して，AI による
単純な機械学習ではうまくゆかな
かった問題が，物理モデルを組み合
わせることによって解決できたとい
う例を紹介していただいた．
　もう 1つの寄書は，東大地震研の
綿田先生による遠地津波波形解析技
術の向上に関する話題である．これ
まで考慮されてこなかった地球の弾

性，海水の圧縮性，重力場の変化等
の影響を厳密に取り入れることで，
従来説明困難だった津波到達時刻の
ずれや初動極性の謎が解決されたと
いう．精密科学の勝利といえる好例
であろう．
　次に，囲み記事としては，「ジオ
パークと地震」というタイトルで，
日本ジオパーク委員会の初代委員長
を 10 年にわたり務められた京都大
学元総長の尾池先生よりご寄稿をい
ただいた．日本が国際ジオパーク活
動に参加した際，自然災害を学ぶと
いう役目が新たに加えられたとのこ
とである．
　もう 1つの囲み記事は，元静岡放
送の川端氏による「地震記者の回想
─3─」である．今回は 1970～1980
年代における伊豆半島東部の地震・
火山活動についての話題が取り上げ
られている．私事ではあるが，編集
子の青春時代に重なることから，楽
しく読ませていただいた．
　今号もバラエティー豊かで賑やか
な内容となっている．読者諸氏の忌
憚ないご意見やご批評をお願いした
い．  （Y.O.）

編集後記
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